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(57)【要約】
【課題】用紙対応力が広く、特に商業印刷用紙に対して
フルカラー印字が可能で、安価で、印字品位が良好であ
って、商業印刷物に近い質感の印字物が簡便に高速に印
字でき、印刷物の耐擦性にも優れる、理想的なインクジ
ェット記録方法を提供すること。
【解決手段】セルロースパルプを主成分とした支持体上
の少なくとも一方の面に、一層もしくは多層の顔料層を
塗布してなり、動的走査吸液計で測定した接触時間１０
０ｍｓにおける純水のメディアへの転移量が１ｍｌ／ｍ
２以上３０ｍｌ／ｍ２以下であり、かつ接触時間４００
ｍｓにおける純水のメディアへの転移量が２ｍｌ／ｍ２

以上３５ｍｌ／ｍ２以下である記録メディアに対し、粒
子状の色材を含有するインクを用いてインク付着量１５
ｇ／ｍ２以下で印字し、画像を指触乾燥した後、メディ
アと熱源を直接接触させて定着させる各工程を有するこ
とを特徴とするインクジェット記録方法。
【選択図】図１４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
セルロースパルプを主成分とした支持体上の少なくとも一方の面に、一層もしくは多層の
顔料層を塗布してなり、動的走査吸液計で測定した接触時間１００ｍｓにおける純水のメ
ディアへの転移量が１ｍｌ／ｍ２以上３０ｍｌ／ｍ２以下であり、かつ接触時間４００ｍ
ｓにおける純水のメディアへの転移量が２ｍｌ／ｍ２以上３５ｍｌ／ｍ２以下である記録
メディアに対し、粒子状の色材を含有するインクを用いてインク付着量１５ｇ／ｍ２以下
で印字し、画像を指触乾燥した後、メディアと熱源を直接接触させて定着させる各工程を
有することを特徴とするインクジェット記録方法。
【請求項２】
前記熱源が熱ローラである定着ローラを用いたものであることを特徴とする請求項１に記
載のインクジェット記録方法。
【請求項３】
動的走査吸液計で測定した接触時間１００ｍｓにおける純水のメディアへの転移量が望ま
しくは１ｍｌ／ｍ２以上１０ｍｌ／ｍ２以下であり、かつ接触時間４００ｍｓにおける純
水のメディアへの転移量が２ｍｌ／ｍ２以上１１ｍｌ／ｍ２以下である記録メディアに対
し、粒子状の色材を含む固形分３％以上のインクを用いて印字することを特徴とする請求
項１又は２に記載のインクジェット記録方法。
【請求項４】
定着温度が１００℃以上、望ましくは１４０℃以上～１５０℃以下であることを特徴とす
る請求項１乃至３の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項５】
前記定着ローラのニップ時間が０．３秒以上であることを特徴とする請求項１乃至４の何
れか記載のインクジェット記録方法。
【請求項６】
前記指触乾燥に非接触の乾燥手段を用いることを特徴とする請求項１乃至５の何れかに記
載のインクジェット記録方法。
【請求項７】
カラー印刷を行うために必要な各色インクを記録メディア表面に噴射するノズルを設けた
ヘッドユニットを搭載し、記録メディア表面にインク滴を噴射して記録を行うインクジェ
ット記録装置にて、インクドットの広がりが小さく、凝集するような記録メディア上に画
像を形成し、総量規制処理にてインク付着量を規制値内に抑制することを特徴とした請求
項１乃至６の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項８】
前記記録メディアが、少なくとも基材と塗工層から構成されており、該塗工層の固形分付
着量が０．５～２０．０ｇ／ｍ２であることを特徴とする請求項１乃至７の何れかに記載
のインクジェット記録方法。
【請求項９】
前記記録メディアが、坪量が５０～２５０ｇ／ｍ２であることを特徴とする請求項１乃至
８の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項１０】
前記記録メディアが顔料を含有し、該顔料がカオリンであることを特徴とする請求項１乃
至９の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項１１】
前記記録メディアが、顔料を含有し、該顔料が重質炭酸カルシウムであることを特徴とす
る請求項１乃至９の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項１２】
前記記録メディアが水性樹脂を含有することを特徴とする請求項１乃至１１の何れかに記
載のインクジェット記録方法。
【請求項１３】
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前記水性樹脂が水溶性樹脂、あるいは、水分散性樹脂であることを特徴とする請求項１２
に記載のインクジェット記録方法。
【請求項１４】
前記インクが、シアンインク、マゼンタインク、イエローインク及びブラックインクから
選択される少なくとも１種である請求項１乃至１３の何れかに記載のインクジェット記録
方法。
【請求項１５】
前記インクに刺激を印加し、該インクを飛翔させて前記記録メディアに画像を形成するイ
ンク飛翔工程を少なくとも含むことを特徴とする請求項１乃至１４の何れかに記載のイン
クジェット記録方法。
【請求項１６】
前記刺激が、熱、圧力、振動及び光から選択される少なくとも１種である請求項１５に記
載のインクジェット記録方法。
【請求項１７】
インクジェット記録に用いられるインクジェットヘッドのインク吐出用開口部が形成され
ている面に撥インク層が形成されていることを特徴とする請求項１に記載のインクジェッ
ト記録方法。
【請求項１８】
前記撥インク層が、フッ素系材料、あるいは、シリコーン系材料で構成されることを特徴
とする請求項１７に記載のインクジェット記録方法。
【請求項１９】
前記撥インク層の表面粗さＲａが０．２μｍ以下であることを特徴とする請求項１７又は
１８に記載のインクジェット記録方法。
【請求項２０】
前記撥インク層の開口部近傍における当該開口部の中心線に垂直な平面での断面積が、該
基材表面から離れるにつれて順次大きくなっていくように形成されたことを特徴とする請
求項１７乃至１９の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項２１】
前記撥インク層の膜厚が１Å以上であることを特徴とする請求項１７乃至２０の何れかに
記載のインクジェット記録方法。
【請求項２２】
前記撥インク層の臨界表面張力γｃが５～４０ｍＮ／ｍであることを特徴とする請求項１
７乃至２１の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項２３】
前記インクが、少なくとも水、及び湿潤剤を含有することを特徴とする請求項１７乃至２
１の何れかに記載のインクジェット記録方法。
【請求項２４】
請求項１に記載のインクジェット記録方法に用いられるインクであり、少なくとも水、及
び湿潤剤を含有することを特徴とするインク。
【請求項２５】
顔料もしくは着色微粒子の体積平均粒径が０．０１～０．１６μｍであることを特徴とす
る請求項２４に記載のインク。
【請求項２６】
２５℃での粘度が１ｃｐｓ以上３０ｃｐｓ以下であることを特徴とする請求項２４又は２
５に記載のインク。
【請求項２７】
２５℃における表面張力が３０ｍＮ／ｍ以下であることを特徴とする請求項２４乃至２６
の何れかに記載のインク。
【請求項２８】
インク中に水溶性有機溶剤を含み、該水溶性有機溶剤が、炭素数８以上のポリオール化合
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物及びグリコールエーテル化合物のいずれかであることを特徴とする請求項２４乃至２７
の何れかに記載のインク。
【請求項２９】
前記炭素数８以上のポリオール化合物が、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール及び２
，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールの少なくとも何れかであることを特徴
とする請求項２８に記載のインク。
【請求項３０】
界面活性剤を含有し、該界面活性剤が、下記一般式（Ｉ）、（II）、（III）、（IＶ）、
（Ｖ）、及び（ＶI）から選択される少なくとも１種であることを特徴とする請求項２４
乃至２９の何れかに記載のインク。
【化１】

　ただし、前記一般式（Ｉ）中、Ｒ１は、アルキル基を表す。ｈは、３～１２の整数を表
す。Ｍは、アルカリ金属イオン、第４級アンモニウム、第４級ホスホニウム、及びアルカ
ノールアミンから選択されるいずれか１つ以上の塩基を表す。

【化２】

　ただし、前記一般式（II）中、Ｒ２は、アルキル基を表す。Ｍは、アルカリ金属イオン
、第４級アンモニウム、第４級ホスホニウム、及びアルカノールアミンから選択されるい
ずれか１つ以上の塩基を表す。

【化３】

　ただし、前記一般式（III）中、Ｒ３は、炭化水素基を表す。ｋは５～２０の整数を表
す。

【化４】

　ただし、前記一般式（IＶ）中、Ｒ４は、炭化水素基を表す。ｊは、５～２０の整数を
表す。
【化５】

　ただし、前記一般式（Ｖ）中、Ｒ６は、炭化水素基を表す。Ｌ及びｐは、１～２０の整
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【化６】

　ただし、前記一般式（ＶI）中、ｑ及びｒは０～４０の整数を表す。
【請求項３１】
湿潤剤を含有し、該湿潤剤がポリオール化合物、ラクタム化合物、尿素化合物及び糖類か
ら選択される少なくとも１種であることを特徴とする請求項２４乃至２９の何れかに記載
のインク。
【請求項３２】
前記ポリオール化合物が、グリセリン、エチレングリコール、ジエチレングリコール、ト
リエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ポリエチレングリコール、プロピレ
ングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１，３－ブタンジ
オール、２，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、３－メチル－１，３－ブタ
ンジオール１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオ
ール、１，６－ヘキサンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、１，２，４
－ブタントリオール、１，２，６－ヘキサントリオール、チオジグリコール、ペンタエリ
スリトール、トリメチロールエタン及びトリメチロールプロパンから選択される少なくと
も１種である請求項３１に記載のインク。
【請求項３３】
前記ラクタム化合物が、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－ヒドロキシ
エチル－２－ピロリドン及びε－カプローラクタムから選択される少なくとも１種である
請求項３１又は３２に記載のインク。
【請求項３４】
前記尿素化合物が、尿素、チオ尿素、エチレン尿素及び１，３－ジメチル－２－イミダゾ
リジノンから選択される少なくとも１種である請求項３１乃至３３の何れかに記載のイン
ク。
【請求項３５】
前記糖類が、マルチトース、ソルビトース、グルコノラクトン及びマルトースから選択さ
れる少なくとも１種である請求項３１乃至３４の何れかに記載のインク。
【請求項３６】
前記湿潤剤のインクにおける含有量が１０～５０質量％である請求項３１乃至３５の何れ
かに記載のインク。
【請求項３７】
請求項２４乃至３６の何れかに記載のインクを充填したことを特徴とするインクカートリ
ッジ。
【請求項３８】
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記録メディアに対し、インクジェットインクを用いてインク付着量１５ｇ／ｍ２以下で印
字するインクジェットヘッドと、画像を指触乾燥させる乾燥手段と、画像を定着させる定
着手段を有し、該記録メディアは、セルロースパルプを主成分とした支持体上の少なくと
も一方の面に、一層もしくは多層の顔料層を塗布してなり、動的走査吸液計で測定した接
触時間１００ｍｓにおける純水のメディアへの転移量が１ｍｌ／ｍ２以上３０ｍｌ／ｍ２

以下であり、かつ接触時間４００ｍｓにおける純水のメディアへの転移量が２ｍｌ／ｍ２

以上３５ｍｌ／ｍ２以下のものであり、該インクは、粒子状の色材を含有するものであり
、定着手段は、熱源が熱ローラである定着ローラを用いたものであることを特徴とするイ
ンクジェット記録装置。
【請求項３９】
互いに圧接するローラ対の少なくとも一方に概ねローラの全長に亘って発熱する全長発熱
状態と、所定の部分のみが発熱する部分発熱状態とに選択的に切換可能なヒータを有し、
１個の温度センサによりローラ表面温度を検知して上記ヒータを点滅してローラ温度を制
御し、上記ローラ対により未定着インクジェット画像を担持する用紙を挟持搬送して定着
を行なう、温度制御装置付き定着装置を含むインクジェット記録装置において、該定着装
置は温度制御装置により、立上り時及び待機時には上記ヒータは全長発熱状態で上記温度
センサによるローラ表面温度の検知により制御され、上記のローラ対に紙を通紙する際に
は上記ヒータは上記温度センサによるローラ表面温度の検知及び上記ヒータの通電可能範
囲における所定時間毎の全長発熱状態と部分発熱状態との切換えにより制御され、上記所
定時間が通紙する紙のサイズに応じて設定されていることを特徴とする請求項３８に記載
のインクジェット記録装置。
【請求項４０】
前記インクジェットヘッドのインク吐出用開口部が形成されている面に撥インク層が形成
されていることを特徴とする請求項３８又は３９に記載のインクジェット記録装置。
【請求項４１】
請求項３８に記載のインクジェット記録装置に用いる定着温度制御装置であって、定着装
置と互いに圧接するローラ対の少なくとも一方に概ねローラの全長に亘って発熱する全長
発熱状態と、所定の部分のみが発熱する部分発熱状態とに選択的に切換可能なヒータを有
し、１個の温度センサによりローラ表面温度を検知して上記ヒータを点滅してローラ温度
を制御し、上記ローラ対により未定着インクジェット画像を担持する用紙を挟持搬送して
定着を行なう定着装置の温度制御装置において、立上り時及び待機時には上記ヒータは全
長発熱状態で上記温度センサによるローラ表面温度の検知により制御され、上記のローラ
対に紙を通紙する際には上記ヒータは上記温度センサによるローラ表面温度の検知及び上
記ヒータの通電可能範囲における所定時間毎の全長発熱状態と部分発熱状態との切換えに
より制御され、上記所定時間が通紙する紙のサイズに応じて設定されていることを特徴と
する定着温度制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット方式によりオフセット印刷等の商業用印刷に近い高画質画像
を記録することができる記録用メディア、インクメディアセット及びこれを用いたインク
ジェット記録方法、並びに、インク記録物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録は、被記録材（メディア）を比較的選ばない優れた記録方法として
知られており、記録装置、記録方法、記録材料などについて研究開発が盛んに行われてい
る。近年、プリンタやインク、メディアの高性能化に伴い、銀塩写真同等の画質が手軽に
得られるようになってきた。特にメディアの進化は目覚しいものがあり、インクの吸収速
度・吸収量を上げつつ光沢を発現できるよう開発された現在のメディアは、光沢感や品位
感において従来の商業印刷を凌ぐレベルにある。これらインクジェット用メディアは、大
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きく膨潤型と空隙型に分類できるが、最近はインクの乾燥速度に優れる空隙型が主流であ
る。
　この空隙型メディアは、特許文献１（特開２００５－２１２３２７号公報）や特許文献
２（特開平１１－０７８２２５号公報）に開示されるように、シリカやアルミナ水和物を
用いて基体上にインクを取り込むための空隙を有するインク吸収層を設け、さらに必要に
応じてコロイダルシリカなどを用いて多孔質の光沢層を設けたものが主流である。この特
徴的な構成によりインクの吸収性に大変優れ、高精細な出力が得られるため、コンシュー
マ向けの写真出力用途等に好んで用いられている。反面このタイプのメディアは原材料が
非常に高価でかつ製造工程も複雑であることから、一般の商業・出版印刷向けのコート紙
と比較すると非常に高価である。ゆえに画像が高品質であるにも関わらず、チラシ、カタ
ログ、パンフレット等、安価で大量な出力が要求される商業印刷分野ではあまり使用され
ていない。これまでに用紙コストを低減するための様々な努力がされているが、インクジ
ェットメディアのインク吸収層(受容層)を構成するフィラーは、通常、層の透明性を高く
保つことが可能で吸油量（比表面積）の大きい材料を使用する必要があるため、シリカや
アルミナ水和物、コロイダルシリカ等の特定の高価なフィラーを多量に使用せざるを得ず
、低価格化は非常に難しい状況にある。
【０００３】
　一方、商業印刷や出版印刷用コート紙のような、コート層材料に炭酸カルシウムやカオ
リン等の安価で隠蔽性が高く吸油量が比較的小さいフィラーを多量に使用することで、安
価に作り上げたコート紙をインクジェットメディアとして使用しようとすると、画像が激
しく滲んでしまったり、濃度が発現しなくなってしまう。これは、商業印刷用コート紙の
場合、インクジェット用紙のように短時間に多量のインクを吸収できるように設計されて
いないことから、インクの吸収が間に合わず滲んでしまったり、コート層にインクが染み
込んだとしても、インク色材がコート層中のカオリンのような隠蔽性の高いフィラーに隠
蔽されてしまうことが原因である。また、このような隠蔽性の高いフィラーを使用した商
業印刷や出版印刷用向けのコート紙では、染料インクを用いたインクジェットプリンタで
印字する際、打ち込むインク量をいくら増やしても表層近くに存在する色材分しか濃度が
出ないため、全体として濃度が低く、コントラストのない画像になってしまう。このため
この類の用紙はインクジェット印字に全く適さないとされてきた。
【０００４】
　一方、近年は色材に染料ではなく顔料を使用したインクジェットインクが注目されてい
る。色材顔料は水に不溶であるため微粒子状にして溶剤に分散させたものを使用するのが
一般的であるが、インクジェット向け顔料インクは、安全性等の観点から色材顔料を水に
分散させたものが主流である。一般に水系の顔料インクは染料インクに比べ顔料粒子の凝
集や沈澱が起こりやすく、長期保存性を染料インク並にするためには様々な分散条件や添
加剤が必要であったり、分散安定剤等がコゲーションの原因になるためサーマルヘッドで
使用し難い、色材の表色範囲が染料に比べ劣る等の欠点を有するが、高い濃度が得られる
ことや記録後の保存性・耐水性の点から、大いに注目されるようになってきた。この顔料
インクを使用したインクジェットプリンタはインクの色材が一般的な商業印刷インクの色
材に近いこともあり、印刷物の風合いを商業印刷に近づけることが可能であると考えられ
るが、顔料インクを用いた従来のインクジェットプリンタで実際に商業印刷・出版印刷向
けのコート紙に印字すると、やはりインクの吸収が間に合わず画像が滲んでしまったり、
乾燥後に顔料が全く定着しなかったり、光沢が出ない等、従来同様、普通紙やインクジェ
ット専用紙といったインク吸収性の高いメディアへの印字にしか対応できていないのが現
実であった。これはインクジェット画像の形成に関する設計思想が染料インクを使用する
際の思想と変わっておらず、色材顔料をあくまでも耐光性の高い染料の観点でしかとらえ
ていないためであり、顔料インクの特徴を全く考慮していないからであった。顔料インク
対応メディアについても研究開発がさかんに行われているが、特許文献３（特開２００１
－３４７７４９号公報）に見られるように、いかにインク吸収を早めながら画像光沢を出
すが開発のポイントであり、メディア表面の空隙率を上げつつ、光沢を発現させる方法が
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、高価なフィラー材料を用いた従来技術の延長線上で探求されている。
【０００５】
一方、これらの問題を解決するための方法として、特許文献４（特願２００６－４３２４
０号明細書）のように浸透性の高い顔料インクと、従来とは逆の、インク吸収性の低いメ
ディアとを組み合せて、商業印刷用紙等に低コストな画像形成方法を実現した例がある。
即ち、インク中の色材顔料が極力染み込まないようインク吸収性（浸透性）を抑制するた
めのコート層が設けられた記録メディアに対し、少量の超高浸透性顔料インクを使用して
印字することにより、インクを形成する溶媒（水や有機溶剤）のみを選択的に支持体に染
み込ませ、カチオン定着剤のような特殊な材料を使用せずともインク中の色材（顔料）だ
けを効率よくメディア表面に留まらせることができる。このため少量のインクでも十分な
濃度と乾燥性を両立することができるのみならず、インク中の色材をメディアの表面に極
力留めおくことで従来のインクジェットメディアの必要機能であった層の透明性が必ずし
も必要でなくなることから、塗工層の材料構成に関する自由度を飛躍的に広げることが可
能となったのである。この方法の応用によりこれまで困難とされてきた商業印刷用紙や出
版印刷用紙のようなインク吸収性の低い紙でもインクジェット印字を行うことが可能とな
ってきた。
【０００６】
　一方、商業印刷や出版印刷を行う場合は、たとえ少量部数と言えども一度に数百から数
千枚を出力する必要に迫られる場合が多く、印刷機にも画像欠陥なく安定した画像が連続
的に得られることが求められる。このような用途にインクジェットプリンタを用いる場合
、特に問題とされやすいのがインクの乾燥によるノズルの目詰まりや、乾燥したインクが
ノズルの周辺に固着しての吐出角度が曲がってしまう等の原因による画像スジの発生であ
る。この現象を防止するためには過去様々な工夫がなされてきたが、染料インク、顔料イ
ンク問わず、最も効果的なのはインクの乾燥性をマイルドにするためにインクに高沸点の
湿潤剤を加えることである。
　ところで特許文献４（特願２００６－４３２４０号明細書）の方法はインク吸収の悪い
用紙への印字に対して非常に効果が認められるが、商業印刷用紙のように極度にインク吸
収が悪いメディアと、プリンタヘッドの乾燥（ノズルの目詰まり）防止のために高沸点の
湿潤剤を添加したインクを組み合わせた場合、画像の乾燥性はあまり変わらないが、乾燥
後、擦られても滲まないと言った、「定着」までに非常に時間がかかるという欠点があっ
た。これは表層に残った色材が微量の湿潤剤を含有したまま長時間湿った状態にあるため
であり、ちょうど大豆油を使用したオフセット印刷インキが印刷後定着するまでに長時間
必要とするのと似た現象である。この定着の遅さに関しては顔料インクが染料インクに対
して特に不利な点である。インクジェットインクで現在主流な染料タイプの場合は色材自
体がメディア内に拡散しやすいため、湿潤剤(多くの場合が高沸点溶剤であるが)も比較的
短時間で拡散してしまうからである。このため、顔料インクの使用を前提としている特許
文献４（特願２００６－４３２４０号明細書）の方法に基づき、画像スジに対する信頼性
をあげるため、高沸点の湿潤剤を含むインクを用いたプリンタで、商業印刷用紙を用いて
印字した場合、定着に時間を要し、印字後すぐにチラシやカタログとして配りたい場合に
対応できない等、利便性に劣る場合が多く見られた。
【０００７】
　ところで従来までに、印字直後のインクジェット印字物に対し乾燥性や定着性を上げる
ための試みは様々なされている。特に、インクジェット技術がコンシューマ向け商品に採
用され始めた頃は、インク、メディアの乾燥性を改善させるために、加熱乾燥が有効であ
ると考えられていた。例えば特許文献５（特開平８－９２５１３号公報）では、微粒子状
に分散された着色樹脂粒子を使用して印字後、画像を加熱定着することが提案されている
。但しこの例は再生紙やコピー用紙等のにじみの多い紙に対してにじみを減少させること
が主目的であり、定着に関しても再生紙やコピー用紙等、インク吸収の比較的早いものが
対象である。また特許文献６（特許第２８６０１２３号公報）には、インクジェット印字
物の乾燥補助手段として加熱ローラが有用であることが述べられているが、染料系の油性
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インクを中心に提案されており、水系顔料インクと商業印刷用紙については述べられてい
ない。特許文献７（特許第２５９０８２２号公報）では、インクジェット印字し終わった
メディアを裏面から加熱し、乾燥を促進することで定着性を上げる工夫がされている。こ
れによると、裏面から加熱することで、乾燥定着が可能であることが述べられている。し
かしこの方法は画像を直接加熱できないため熱効率が非常に劣る場合が多く、印字後メデ
ィア全体に含まれた大量の水分を乾燥させる場合は効果があるが、画像中の湿潤剤（高沸
点溶剤）に対しては殆んど効果が無い場合が多い。高沸点溶剤を乾燥させようとすると、
溶剤にもよるが、一般に百数十度といった高温で加熱しなくてはならず、紙の黄変や変形
、最悪の場合発火など、用紙へのダメージが無視できず、全く現実的でない。
【０００８】
　過去これら技術を応用し、水系のインクを用いたインクジェットプリンタにおいて普通
紙に対して乾燥を促進する商品も上市された。しかし電子写真と異なりインクジェット記
録の場合、インクに含まれる大量の水分が水蒸気化して機内に充満し、結露、腐蝕等を発
生させる不具合が発生しやすいこと、またインクやメディアの改善により、インクジェッ
ト専用紙や普通紙への印字では乾燥補助手段が必要なくなったこと等の理由で、ごく一部
の普通紙への非常に高速な印字が必要とされる産業用途向けプリンタ等を除いて、現在で
は殆んど見かけなくなってしまったのが現状である。また実際に特許文献７（特許第２５
９０８２２号公報）の方法を代表とする乾燥処理を用いてインクジェット印字物を乾燥す
る場合、インクジェット専用紙の一部には、表面が溶融して画像がただれてしまったりす
るものもあることが知られている。
【０００９】
　近年、一部の動きとして特許文献８（特開２００４－２０９７９９号公報）のように最
表層に熱可塑性樹脂を含んだ受像紙に加熱による透明・平滑化処理を施して印字物に光沢
を出す例や、インクや、メディア中に熱で反応する化学物質を添加しておき、印字後過熱
することにより反応させ、画像保存性を改善する試み等が見られるが、いずれも印字後の
熱処理を前提としたインクジェット専用サプライに対するもので、一般的な商業印刷用紙
への応用を可能にしたものではない。
　以上のように、水系顔料インクを使用して商業印刷用紙にインクジェット印字と定着処
理を行って即時使用可能とするインクジェット記録技術は現在まで実現されていないのが
現状である。
【００１０】
【特許文献１】特開２００５－２１２３２７号公報
【特許文献２】特開平１１－０７８２２５号公報
【特許文献３】特開２００１－３４７７４９号公報
【特許文献４】特願２００６－４３２４０号明細書
【特許文献５】特開平８－９２５１３号公報
【特許文献６】特許第２８６０１２３号公報
【特許文献７】特許第２５９０８２２号公報
【特許文献８】特開２００４－２０９７９９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は上記実績に鑑みて下記の課題を解決するためになされたものである。すなわち
、本発明で示されたインクジェット記録方法により、用紙対応力が広く、特に商業印刷用
紙に対してフルカラー印字が可能で、安価で、印字品位が良好であって、商業印刷物に近
い質感の印字物が簡便に高速に印字でき、印刷物の耐擦性にも優れる、理想的なインクジ
ェット記録方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記の目的は、以下の手段により達成される。
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　即ち、（１）「セルロースパルプを主成分とした支持体上の少なくとも一方の面に、一
層もしくは多層の顔料層を塗布してなり、動的走査吸液計で測定した接触時間１００ｍｓ
における純水のメディアへの転移量が１ｍｌ／ｍ２以上３０ｍｌ／ｍ２以下であり、かつ
接触時間４００ｍｓにおける純水のメディアへの転移量が２ｍｌ／ｍ２以上３５ｍｌ／ｍ
２以下である記録メディアに対し、粒子状の色材を含有するインクを用いてインク付着量
１５ｇ／ｍ２以下で印字し、画像を指触乾燥した後、メディアと熱源を直接接触させて定
着させる各工程を有することを特徴とするインクジェット記録方法」、
（２）「前記熱源が熱ローラである定着ローラを用いたものであることを特徴とする前記
第（１）項に記載のインクジェット記録方法」、
（３）「動的走査吸液計で測定した接触時間１００ｍｓにおける純水のメディアへの転移
量が望ましくは１ｍｌ／ｍ２以上１０ｍｌ／ｍ２以下であり、かつ接触時間４００ｍｓに
おける純水のメディアへの転移量が２ｍｌ／ｍ２以上１１ｍｌ／ｍ２以下である記録メデ
ィアに対し、粒子状の色材を含む固形分３％以上のインクを用いて印字することを特徴と
する前記第（１）項又は第（２）項に記載のインクジェット記録方法」、
（４）「定着温度が１００℃以上、望ましくは１４０℃以上～１５０℃以下であることを
特徴とする前記第（１）項乃至第（３）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（５）「前記定着ローラのニップ時間が０．３秒以上であり、望ましくは０．５秒以上１
秒以下であることを特徴とする前記第（１）項乃至第（４）項の何れか記載のインクジェ
ット記録方法」、
（６）「前記指触乾燥に非接触の乾燥手段を用いることを特徴とする第（１）項乃至第（
５）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（７）「カラー印刷を行うために必要な各色インクを記録メディア表面に噴射するノズル
を設けたヘッドユニットを搭載し、記録メディア表面にインク滴を噴射して記録を行うイ
ンクジェット記録装置にて、インクドットの広がりが小さく、凝集するような記録メディ
ア上に画像を形成し、総量規制処理にてインク付着量を規制値内に抑制することを特徴と
した前記第（１）項乃至第（６）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（８）「前記記録メディアが、少なくとも基材と塗工層から構成されており、該塗工層の
固形分付着量が０．５～２０．０ｇ／ｍ２であることを特徴とする前記第（１）項乃至第
（７）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（９）「前記記録メディアが、坪量が５０～２５０ｇ／ｍ２であることを特徴とする前記
第（１）項乃至第（８）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（１０）「前記記録メディアが顔料を含有し、該顔料がカオリンであることを特徴とする
前記第（１）項乃至第（９）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（１１）「前記記録メディアが、顔料を含有し、該顔料が重質炭酸カルシウムであること
を特徴とする前記第（１）項乃至第（９）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」
、
（１２）「前記記録メディアが水性樹脂を含有することを特徴とする前記第（１）項乃至
第（１１）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（１３）「前記水性樹脂が水溶性樹脂、あるいは、水分散性樹脂であることを特徴とする
前記第（１２）項に記載のインクジェット記録方法」、
（１４）「前記インクが、シアンインク、マゼンタインク、イエローインク及びブラック
インクから選択される少なくとも１種である前記第（１）項乃至第（１３）項の何れかに
記載のインクジェット記録方法」、
（１５）「前記インクに刺激を印加し、該インクを飛翔させて前記記録メディアに画像を
形成するインク飛翔工程を少なくとも含むことを特徴とする前記第（１）項乃至第（１４
）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（１６）「前記刺激が、熱、圧力、振動及び光から選択される少なくとも１種である前記
第（１５）項に記載のインクジェット記録方法」、
（１７）「インクジェット記録に用いられるインクジェットヘッドのインク吐出用開口部
が形成されている面に撥インク層が形成されていることを特徴とする前記第（１）項に記
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載のインクジェット記録方法」、
（１８）「前記撥インク層が、フッ素系材料、あるいは、シリコーン系材料で構成される
ことを特徴とする前記第（１７）項に記載のインクジェット記録方法」、
（１９）「前記撥インク層の表面粗さＲａが０．２μｍ以下であることを特徴とする前記
第（１７）項又は第（１８）項に記載のインクジェット記録方法」、
（２０）「前記撥インク層の開口部近傍における当該開口部の中心線に垂直な平面での断
面積が、該基材表面から離れるにつれて順次大きくなっていくように形成されたことを特
徴とする前記第（１７）項乃至第（１９）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」
、
（２１）「前記撥インク層の膜厚が１Å以上であることを特徴とする請求項１７乃至２０
の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（２２）「前記撥インク層の臨界表面張力γｃが５～４０ｍＮ／ｍであることを特徴とす
る前記第（１７）項乃至第（２１）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」、
（２３）「前記インクが、少なくとも水、及び湿潤剤を含有することを特徴とする前記第
（１７）項乃至第（２１）項の何れかに記載のインクジェット記録方法」。
　また、（２４）「前記第（１）項に記載のインクジェット記録方法に用いられるインク
であり、少なくとも水、及び湿潤剤を含有することを特徴とするインク」、
（２５）「顔料もしくは着色微粒子の体積平均粒径が０．０１～０．１６μｍであること
を特徴とする前記第（２４）項に記載のインク」、
（２６）「２５℃での粘度が１ｃｐｓ以上３０ｃｐｓ以下であることを特徴とする前記第
（２４）項又は第（２５）項に記載のインク」、
（２７）「２５℃における表面張力が３０ｍＮ／ｍ以下であることを特徴とする前記第（
２４）項乃至第（２６）項の何れかに記載のインク」、
（２８）「インク中に水溶性有機溶剤を含み、該水溶性有機溶剤が、炭素数８以上のポリ
オール化合物及びグリコールエーテル化合物のいずれかであることを特徴とする前記第（
２４）項乃至第（２７）項の何れかに記載のインク」、
（２９）「前記炭素数８以上のポリオール化合物が、２－エチル－１，３－ヘキサンジオ
ール及び２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオールの少なくとも何れかである
ことを特徴とする前記第（２８）項に記載のインク」、
（３０）「界面活性剤を含有し、該界面活性剤が、下記一般式（Ｉ）、（II）、（III）
、（IＶ）、（Ｖ）、及び（ＶI）から選択される少なくとも１種であることを特徴とする
前記第（２４）項乃至第（２９）項の何れかに記載のインク；
【００１３】
【化１】

　ただし、前記一般式（Ｉ）中、Ｒ１は、アルキル基を表す。ｈは、３～１２の整数を表
す。Ｍは、アルカリ金属イオン、第４級アンモニウム、第４級ホスホニウム、及びアルカ
ノールアミンから選択されるいずれか１つ以上の塩基を表す。
【００１４】
【化２】

　ただし、前記一般式（II）中、Ｒ２は、アルキル基を表す。Ｍは、アルカリ金属イオン
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、第４級アンモニウム、第４級ホスホニウム、及びアルカノールアミンから選択されるい
ずれか１つ以上の塩基を表す。
【００１５】
【化３】

　ただし、前記一般式（III）中、Ｒ３は、炭化水素基を表す。ｋは５～２０の整数を表
す。
【００１６】
【化４】

　ただし、前記一般式（IＶ）中、Ｒ４は、炭化水素基を表す。ｊは、５～２０の整数を
表す。
【００１７】
【化５】

　ただし、前記一般式（Ｖ）中、Ｒ６は、炭化水素基を表す。Ｌ及びｐは、１～２０の整
【００１８】

【化６】

　ただし、前記一般式（ＶI）中、ｑ及びｒは０～４０の整数を表す。」、
（３１）「湿潤剤を含有し、該湿潤剤がポリオール化合物、ラクタム化合物、尿素化合物
及び糖類から選択される少なくとも１種であることを特徴とする請求項２４乃至２９の何
れかに記載のインク」、
（３２）「前記ポリオール化合物が、グリセリン、エチレングリコール、ジエチレングリ
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コール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール、ポリエチレングリコール
、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１，３
－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、３－メチル－１
，３－ブタンジオール１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペ
ンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、
１，２，４－ブタントリオール、１，２，６－ヘキサントリオール、チオジグリコール、
ペンタエリスリトール、トリメチロールエタン及びトリメチロールプロパンから選択され
る少なくとも１種である前記第（３１）項に記載のインク」、
（３３）「前記ラクタム化合物が、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－
ヒドロキシエチル－２－ピロリドン及びε－カプローラクタムから選択される少なくとも
１種である前記第（３１）項又は第（３２）項に記載のインク」、
（３４）「前記尿素化合物が、尿素、チオ尿素、エチレン尿素及び１，３－ジメチル－２
－イミダゾリジノンから選択される少なくとも１種である前記第（３１）項乃至第（３３
）項の何れかに記載のインク」、
（３５）「前記糖類が、マルチトース、ソルビトース、グルコノラクトン及びマルトース
から選択される少なくとも１種である前記第（３１）項乃至第（３４）項の何れかに記載
のインク」、
（３６）「前記湿潤剤のインクにおける含有量が１０～５０質量％である前記第（３１）
項乃至第（３５）項の何れかに記載のインク」。
　また、（３７）「前記第（２４）項乃至第（３６）項の何れかに記載のインクを充填し
たことを特徴とするインクカートリッジ」。
　また、（３８）「記録メディアに対し、インクジェットインクを用いてインク付着量１
５ｇ／ｍ２以下で印字するインクジェットヘッドと、画像を指触乾燥させる乾燥手段と、
画像を定着させる定着手段を有し、該記録メディアは、セルロースパルプを主成分とした
支持体上の少なくとも一方の面に、一層もしくは多層の顔料層を塗布してなり、動的走査
吸液計で測定した接触時間１００ｍｓにおける純水のメディアへの転移量が１ｍｌ／ｍ２

以上３０ｍｌ／ｍ２以下であり、かつ接触時間４００ｍｓにおける純水のメディアへの転
移量が２ｍｌ／ｍ２以上３５ｍｌ／ｍ２以下のものであり、該インクは、粒子状の色材を
含有するものであり、定着手段は、熱源が熱ローラである定着ローラを用いたものである
ことを特徴とするインクジェット記録装置」、
（３９）「互いに圧接するローラ対の少なくとも一方に概ねローラの全長に亘って発熱す
る全長発熱状態と、所定の部分のみが発熱する部分発熱状態とに選択的に切換可能なヒー
タを有し、１個の温度センサによりローラ表面温度を検知して上記ヒータを点滅してロー
ラ温度を制御し、上記ローラ対により未定着インクジェット画像を担持する用紙を挟持搬
送して定着を行なう、温度制御装置付き定着装置を含むインクジェット記録装置において
、該定着装置は温度制御装置により、立上り時及び待機時には上記ヒータは全長発熱状態
で上記温度センサによるローラ表面温度の検知により制御され、上記のローラ対に紙を通
紙する際には上記ヒータは上記温度センサによるローラ表面温度の検知及び上記ヒータの
通電可能範囲における所定時間毎の全長発熱状態と部分発熱状態との切換えにより制御さ
れ、上記所定時間が通紙する紙のサイズに応じて設定されていることを特徴とする前記第
（３８）項に記載のインクジェット記録装置」、
（４０）「前記インクジェットヘッドのインク吐出用開口部が形成されている面に撥イン
ク層が形成されていることを特徴とする前記第（３８）項又は第（３９）項に記載のイン
クジェット記録装置」。
　また、（４１）「前記第（３８）項に記載のインクジェット記録装置に用いる定着温度
制御装置であって、定着装置と互いに圧接するローラ対の少なくとも一方に概ねローラの
全長に亘って発熱する全長発熱状態と、所定の部分のみが発熱する部分発熱状態とに選択
的に切換可能なヒータ(Ａ)を有し、１個の温度センサによりローラ表面温度を検知して上
記ヒータを点滅してローラ温度を制御し、上記ローラ対により未定着インクジェット画像
を担持する用紙を挟持搬送して定着を行なう定着装置の温度制御装置において、立上り時
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及び待機時には上記ヒータは全長発熱状態で上記温度センサによるローラ表面温度の検知
により制御され、上記のローラ対に紙を通紙する際には上記ヒータは上記温度センサによ
るローラ表面温度の検知及び上記ヒータの通電可能範囲における所定時間毎の全長発熱状
態と部分発熱状態との切換えにより制御され、上記所定時間が通紙する紙のサイズに応じ
て設定されていることを特徴とする定着温度制御装置」。
【発明の効果】
【００１９】
　以下の詳細かつ具体的な説明から明らかなように、本発明によれば、インクジェット記
録を行う場合に、印字品位が良好であってかつ高速で低コスト、高信頼な記録方法を提供
することが可能となったという極めて優れた効果を奏するものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明のインクジェット記録方法について詳細に説明する。 
　我々はより低コストで高速なインクジェット記録方法について鋭意研究を進めたところ
、浸透性の高い顔料インクと、インク浸透性に劣るメディア、とりわけ白色顔料をコーテ
ィングした商業印刷用メディアや出版印刷用メディアを組み合わせ、後処理技術を用いる
ことにより、新たな設計思想に基づく低コストでオンデマンド性の優れた画像形成方法を
発明するに至った。
【００２１】
　即ち、本発明の構成の超高浸透インクにおいて、インク中の溶剤はある速度範囲で染み
込むが、色材粒子自体は浸透しない性質を示す記録メディアに対し、インクの使用量を規
制しながら少量のインクでも高画質な画像を作成することができる方法を組み合わせて作
像した後、非接触状態でキャリアの吸収時間を確保（予備乾燥）し、その後熱源に直接接
触させて基材にダメージを与えずに画像を形成する色材のみ乾燥定着処理することにより
、インクジェット印字直後でも十分なハンドリング性を実現することができることを見出
した。
【００２２】
　従来より、インクジェット記録においてコストをかけずに高速描画をしたい場合、使用
するインク滴サイズを大きくし、解像度を下げて描画することが最も効果的である。すな
わち１２００ｄｐｉで作像していたものを６００ｄｐｉに下げることが行われる。このと
き６００ｄｐｉ向けに設定されるインク滴量は、通常はインクを吸収するメディアに印字
することを前提に決定されている。すなわち、小滴でドットを形成した場合の２倍のドッ
ト径を再現したい場合は、滴径が２倍近い滴を吐出することが行われる。またこのとき、
埋まりを良くするために隣接ドットと少しずつ重なるように描画していく。インク滴を球
形と仮定した場合、滴径を２倍にすると、滴量は約２．８倍に増加するため、解像度を１
／２に落とすことはインク吸収にとって非常に不利である。従来の低粘度で浸透性が低く
、他の色と混ざりやすいインクを用いてコーティングされたオフセット印刷用紙のような
インク吸収が遅いメディアに対してこの方法を取ってしまうと、隣接ドットが簡単に融合
して、ビーディングや色境界にじみが発生してしまう。逆に隣接ドットと融合しないよう
に間隔を空けると、ドット間が埋まらず、画像濃度が下がったり粒状感が目立つなど画像
品位が大きく低下してしまう。また、２次色、３次色を作成する場合、作像上は同じアド
レスにドットが置かれるのをなるべく避けるように制御するが、ドット位置精度の問題か
ら見かけ上同じアドレスにドットが着弾してしまったり、高濃度な画像が欲しい場合には
同一アドレスに滴を置くことが必要になるため、ますますひどいにじみやビーディングが
発生してしまう。
【００２３】
　本発明のインクは、これらの点を鑑みて発明されたものであり、通常のインクジェット
インクに比べて表面張力が小さいために濡れ性に優れ、ポアの少ないメディアに対しても
キャリアの浸透性が強く、かつ微量のキャリアが浸透しただけでインク粘度が大きく上昇
する特性を示す。このため従来は隣接ドットが簡単に融合してしまうような浸透性が大き
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く劣るメディアに対しても着弾後隣接ドットと融合し難く、安定的にドット形成が可能で
ある。さらに、色材はメディア内部にほとんど浸透せずに表面に残るため、同じアドレス
に重ねて滴を置く必要が少なく、トータル的に非常に少量のインクでも十分な発色、画像
濃度が得られる。
　こうして、従来よりもインク総量を非常に抑えた形で描画を行うことにより、メディア
内部に浸透させるべきキャリアの量が少なくてすみ、カールやコックリングばかりでなく
、印字後の紙の剛度も印字前とほとんど変わらないため、商業印刷用紙のようなインク吸
収を考慮していないメディアでも基体にダメージを与えずに印字が可能である。
【００２４】
　インク滴をメディア表面に置いた後、キャリアの吸収が完了すると、微量な湿潤剤が含
まれた状態で色材がセットされる。ちょうど大豆油を使用したインキを使ってオフセット
印刷した直後の状態のようになる。このとき、画像は軽く触れても滲まないが、摩擦され
たり、強い圧力が加わると転写してしまう状態にある。本発明ではこの状態のとき熱源と
接触させる状態で１００℃以上の温度を画像（色材）にかけることにより、色材中の湿潤
剤のみがメディア内部に有効に拡散し、色材のオフセットなく非常に短時間で定着が完了
することを見出した。従来は顔料インクにこのような手法を用いると加熱部材への色材転
写が激しく、事実上困難であったが、本発明のインクは凝集力が強いことに加え、表面張
力が小さいことから、接触部材への色材転写が発生しにくく、接触部材による加熱定着が
可能となった。加熱定着方法としては熱効率の点や、色材中の湿潤剤のみを加熱するとい
う観点から直接接触による加熱が最も有効である。また色材のみを加熱すれば良く、メデ
ィア全体を乾燥する必要は全くないため、基体ダメージや水蒸気結露の問題も防ぐことが
できる。
【００２５】
<メディアの条件>
　本発明のメディアとして適切であるかどうかの指標としては、動的走査吸液計の純水に
よる転移量で判断することができる。即ち、動的走査吸液計で測定した接触時間１００ｍ
ｓにおける純水の記録用メディアへの転移量が１ｍｌ／ｍ２以上３０ｍｌ／ｍ２以下であ
り、且つ接触時間４００ｍｓにおける純水の記録用メディアへの転移量が２ｍｌ／ｍ２以
上３５ｍｌ／ｍ２以下である。この条件を満たしたメディアのコート層は本発明のコート
層の機能を有しているとみなせ、本発明のインクと組み合わせることで、いわゆる「切れ
」の良い、文字、画像の周辺部分にボケ、フェザリング、ブリードのない、光学的濃度（
ＯＤ）の高い記録画像を得ることができる。これよりも吸水量が多いと、色材の層中への
染み込みや、基体への染み込みが発生し、コート層顔料に色材が隠蔽され、高濃度な画像
が得られない。
　このような本発明の記録メディアのコート層は樹脂バインダーと顔料を主成分とする構
成であるが、樹脂配合量をリッチにすることで転移量は減少する方向に、顔料配合量をリ
ッチにする方向で転移量が増える方向に調整可能である。また、コート層を構成する顔料
粒子の比表面積を大きくすること、例えば粒径を小さくしたり、比表面積の大きな種類の
顔料を使用することでも、転移量を大きくすることが可能である。
　本発明の画像処理方法と本発明におけるコート層に必要な機能は、インク中の顔料と溶
剤を分離し、溶剤のみを基体に浸透させることであり、そのためにはコート層がポアを持
つような、微細構造を取ることが望ましい。コート層に微細構造が全く存在しないとイン
ク中の溶剤成分の浸透が遅くなるため、インクが乾かない現象が生じやすくなる。但し、
微細構造が多すぎると、インク中の色材顔料を分離する機能が低下し、画像濃度低下が発
生したり、印字後にメディア表面に存在する色材顔料が経時でメディア内部にマイグレー
トし、色の変化を引き起こしてしまう。これらの条件を満たせば、いかなる商業印刷用紙
や出版印刷用紙をも使用することが可能である。
【００２６】
　前記記録用メディアにおいては、動的走査吸液計で測定した接触時間１００ｍｓにおけ
る本発明の前記インクの前記記録用メディアへの転移量は、２～４０ｍｌ／ｍ２であり、
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３～３０ｍｌ／ｍ２が好ましい。また、純水の前記記録用メディアへの転移量は、１～３
０ｍｌ／ｍ２が好ましく、１～１０ｍｌ／ｍ２がより好ましい。
　前記接触時間１００ｍｓでの前記インク及び純水の転移量が少なすぎると、ビーディン
グが発生しやすくなることがあり、多すぎると、記録後のインクドット径が所望の径より
も小さくなりすぎることがある。
　動的走査吸液計で測定した接触時間４００ｍｓにおける本発明の前記インクの前記記録
用メディアへの転移量は、３～５０ｍｌ／ｍ２であり、４～４０ｍｌ／ｍ２が好ましい。
　また、純水の前記記録用メディアへの転移量は、２～３５ｍｌ／ｍ２が好ましく、２～
１１ｍｌ／ｍ２がより好ましい。
　前記接触時間４００ｍｓでの転移量が少なすぎると、乾燥性が不十分であるため、拍車
痕が発生しやすくなることがあり、多すぎると、ブリードが発生しやすく、乾燥後の画像
部の光沢が低くなりやすくなることがある。
　ここで、前記動的走査吸収液計（ｄｙｎａｍｉｃ　ｓｃａｎｎｉｎｇ　ａｂｓｏｒｐｔ
ｏｍｅｔｅｒ；ＤＳＡ，紙パ技協誌、第４８巻、１９９４年５月、第８８～９２頁、空閑
重則）は、極めて短時間における吸液量を正確に測定できる装置である。前記動的走査吸
液計は、吸液の速度をキャピラリー中のメニスカスの移動から直読する、試料を円盤状と
し、この上で吸液ヘッドをらせん状に走査する、予め設定したパターンに従って走査速度
を自動的に変化させ、１枚の試料で必要な点の数だけ測定を行う、という方法によって測
定を自動化したものである。紙試料への液体供給ヘッドはテフロン（登録商標）管を介し
てキャピラリーに接続され、キャピラリー中のメニスカスの位置は光学センサで自動的に
読み取られる。具体的には、動的走査吸液計（Ｋ３５０シリーズＤ型、協和精工株式会社
製）を用いて、純水又はインクの転移量を測定した。接触時間１００ｍｓ及び接触時間４
００ｍｓにおける転移量は、それぞれの接触時間の近隣の接触時間における転移量の測定
値から補間により求めることができる。測定は２３℃５０％ＲＨで行った。
【００２７】
<インク付着量>
　本発明では、インク中の色材の染み込みを防ぎ、効率的にメディア表面近傍に偏在させ
ると同時に、インクの乾燥性を確保するために、インク総量が厳しく制限される必要があ
る。インク総量とは、画像を形成する際の重要なパラメーターであり、最高濃度のベタ画
像を形成する際の単位面積当たりのインク量の事を指す。本発明では、このインク総量を
規定することで、インク吸収の悪いメディアに対しても、ビーディングやブリードの少な
い均一な画像を形成することが可能となる。逆にこの上限を超えて、従来のインクジェッ
ト記録のように多量のインクを使用すると、コート層の色材分離能力が追いつかず、イン
ク溶媒と一緒にインクの色材顔料が浸透してしまったり、インクの溶媒成分の浸透が間に
合わず、作像に大きく支障をきたすため、品質の良い画像が得られない。
　具体的には、本発明のインクを用いる場合、画像作成時の最大インク付着量（インク総
量規制値）は１５ｇ／ｍ２で良く、それ以下のインク付着量で作像を行うことで、ビーデ
ィングやブリードの無い、非常に高画質な画像を得ることができる。また望ましくは１２
ｇ／ｍ２以下であることも判明した。
　これは、従来の染料インクとインクジェット専用メディアの組み合わせと異なり、本発
明の顔料インクとメディアの場合、色材はメディア表面に堆積した形で存在しており、メ
ディアの表面を覆うのに必要な量の色材があれば、それ以上の色材は無駄となるばかりか
、本発明の高浸透インクを用いてさえも、余ったインク溶剤が隣接ドットと干渉し、ビー
ディングやブリードを発生させてしまうためである。
　特に本発明のインクを使用しても、従来のインクジェット記録のようにインクの総量規
制値を高く設定してしまうと、ベタ部やシャドー部で多くのインク量が使用され、メディ
アの色材分離能を超え、画像が滲んだり、乾燥性が大きく低下したりする。
　本発明の画像形成に使用するインク総量は、画像濃度が必要な場合でも従来のインクジ
ェット記録方法に比べ極端に少なくて済むことに併せ、従来のインクジェットメディアと
違ってメディアのインク吸収能自体は低い方が、色材がメディア表面で均等に広がりやす



(17) JP 2008-100511 A 2008.5.1

10

20

30

40

50

い。言い換えればメディア表面でインクが薄く広がるが故にインク吸収能力が低くても、
乾燥可能であり、かつブリードやビーディングが発生し難いのである。
【００２８】
　また、キャリアの浸透量は、浸透剤(ＥＨＤ)の量並びに、フッ素系界面活性剤のＦＳ３
００の添加量で、容易に調整することができる。さらに印字に必要なインク総量を少なく
することで、従来のインクジェットプリンタに比べインクカートリッジの容量を小さくす
ることができ、装置のコンパクト化も可能となった。また従来と同様のカートリッジサイ
ズであるならば、インクカートリッジの交換頻度を減らすことができ、より低コストな印
字が可能となる。
　基本的にこのインク総量は少なければ少ないほどコート層の顔料分離能力が発揮される
が、あまりに少なくすると印字後の画像ドット径が小さくなりすぎてしまうという副作用
もあるため、目的とする画像に応じてこの範囲内でインク総量を設定するのが望ましい。
【００２９】
<総量規制>
　次に「総量規制」処理について説明する。
　総量規制処理は図１のような処理となる。ここで示す総量規制値とはインクが過多に付
着することにより発生する現象、例えばインク溢れ（ビーディング）や耐コックリング性
低下により発生するコスレや転写、用紙詰まりが発生しないよう評価した結果から求まる
インク滴量のことである。
　総量規制値の規定の仕方としては、例えば６００×６００ｄｐｉ　１００×１００のマ
スクサイズにおける滴量（単位はｐｌ）で表すことができる。
　本発明にて実施される、前記記録メディア上に印写を行う場合の総量規制値としては、
出願者が実験を行ったところ普通紙の総量規制値と同程度、絹目光沢紙における総量規制
値の約５５％の滴量が妥当である。また、実際に総量規制処理が掛かる事象としては入力
値から得られた滴量が総量規制値よりも多い場合であり、その場合、Ｂｋインクの滴量は
保存し、ＣＭＹ各色のインク滴量を減らすことによって、総量規制値以下の滴量に抑える
処理を行う。総量規制処理部とγテーブルは順序を逆にすることもできる。
　なお本発明においては、インク総量は、重量法を用いて測定した。具体的にはインクジ
ェット専用紙であるスーパーファイン専用紙（エプソン社製）に５ｃｍ×２０ｃｍの矩形
ベタ画像を最高濃度で印字し、印字直後に重量を測定し、印字前の重量を差し引き、その
値を１００倍してインク総量とした。
【００３０】
<熱処理>
　画像と直接接触して加熱する定着装置としては、公知の手段が使用できる。特に図２に
示すように、互いに圧接する１対のローラ（１），（２）の少なくとも一方に概ねローラ
の全長にわたって発熱フィラメント（３）を有するヒータ（４）を内蔵するローラ対によ
り未定着画像を担持する紙（５）を挟持搬送し、画像を紙に定着する熱ローラ定着装置が
有効である。熱ローラを用いた加熱定着方式は熱効率が高く安全である等の理由で複写機
等にも最も広く使われている。これは、２つのローラを圧接し、そのうちの少なくとも一
方のローラを加熱し、この２つのローラの圧接部分（ニップ部）に画像支持体（記録用紙
）を通過させることにより、画像を加熱し支持体に定着させる方式である。２つのローラ
のうちの一方を加熱する場合、加熱する方のローラを定着ローラと呼び、他方のローラを
加圧ローラと呼ぶ。定着ローラの内部にはハロゲンランプあるいは電気ヒータ等の熱源が
、定着ローラの軸方向に内装されている。定着ローラの外側表面には温度センサーが取り
付けられており、ニップ部の温度が定着に適した温度に維持されるように、熱源への電力
供給量が制御される。
　上記のヒータは、これを内蔵するローラの周面に接するサーミスタ等の温度検知手段（
６）によりローラの表面温度を検知し、これが所定の温度を維持するように点滅制御され
る。この場合、熱ローラ定着装置のヒータは通常、図３に示す如く、定着ローラ（１）内
に全長にわたって一本の発熱フィラメント（３）を有するヒータ（４）が内蔵され、定着
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ローラの長さの中央付近で該ローラの周面に接する温度検知手段（６）の信号により発熱
フィラメント（３）の点滅を制御する。
　従来、このような加熱定着方式の定着装置においては、軸方向の温度分布を均一にする
ことが困難であったが、Ｂ５やＡ４サイズの記録用紙等の小サイズな被加熱材が通過する
領域（通紙部領域）では、その被加熱材の加熱のために熱が消費されるが、非通紙部領域
では被加熱材の加熱に熱が消費されないので蓄熱し、この非通紙部領域のニップ部の温度
が、所定温度に維持管理される通紙部領域のニップ部の温度よりも高くなってしまう。
　このため、小サイズ被加熱材を連続通紙した後に大サイズ被加熱材を通紙した場合（例
えばＡ４サイズの用紙を連続通紙した後、Ａ３サイズの用紙を通紙する場合）、大サイズ
被加熱材に定着ムラやシワが発生したり、色材が溶けて定着ローラに付着し、被加熱材の
表面を汚す（この現象をホットオフセットと呼ぶ）などの問題が生じる場合がある。
【００３１】
　上記の欠点を改善する目的で、通紙幅に応じて発熱長を切換えるようにしたヒータと、
それを用いたローラも使用可能である。図４（ａ），（ｂ）にその構成の例を示す。図４
（ａ）では、発熱フィラメント（１０）の長さが最大サイズ通紙幅より長いヒータ（１１
）と、発熱フィラメント（１２）の長さが短かく中央部のみにあるヒータ（１３）との２
本のヒータを図５に示す如く定着ローラ（１）内に設けてあり、使用するヒータを切換え
ることにより、全点灯と部分点灯を切換えるものである。図４（ｂ）に示す例では、発熱
フィラメント（１４）の中央部所定の長さの両端部でフィラメントに分岐回路を設け、同
一のフィラメントを使って全点灯を部分点灯とに切換えられるデュアルフィラメントヒー
タ（１５）である。この場合も、全点灯時の発熱長さは最大サイズの用紙の幅よりも長く
設定されている。又、部分点灯長さは小サイズの用紙の通紙幅よりも若干長くされている
。
【００３２】
　図５は上記の２本ヒータ方式のヒータと通紙幅との関係を示す図である。この方式又は
デュアルフィラメント方式のいずれの場合も、大サイズ用紙（７）の通紙時には全点灯、
小サイズ用紙（８）の通紙時には部分点灯回路をローラ中央部に接して設けられた温度検
知手段（６）、例えばサーミスタにより点滅制御する。
　これら定着ローラの表面の材質はシリコンやシリコンゴム、テフロン（登録商標）等の
フッ素系樹脂が用いられたり、ウレタンゴムや天然ゴム、金属ローラに離型性に優れたシ
リコーン樹脂やフッ素系樹脂をコーティングしたものが用いられるが、撥インク性と熱安
定性に優れるものであれば良く、これらに限定されない。
　これら熱定着装置は、プリンタと一体になっていても、別筐体でも良く、必要なときに
プリンタに接続して使用することも可能である。
【００３３】
〈指触乾燥〉
　プリンタで画像が印字された後、前述の熱定着装置で画像を定着処理するまでに、イン
ク中のキャリアをある程度浸透させておく必要がある。とりわけ、インク中の水や低粘度
な溶剤を浸透させ、メディア上の色材が加熱部材に転写しない状態まで粘度を上げておく
必要がある。そのため、印字直後から数秒間は指触乾燥時間を確保する必要がある。
　この指触乾燥時間は本発明のメディアを使用する場合、インクがメディア上に着弾して
から、２５℃５０％環境下で５秒以上確保することが望ましく、より望ましくは１５秒以
上である。この時間は長く取る分には構わないが、生産性に影響を与えるため、短い方が
望ましい。この時間を短縮するためには外部から熱を加えることが有効であり、熱風乾燥
機やドライヤー、マイクロ波など公知の非接触加熱が利用可能である。熱風の発生装置は
市販のものでもよく、熱風発生装置(綱島製作所製)やヘアドライヤーなども使用できる。
　熱風を使用する場合、４０℃以下では効果が期待できない。一方、風温が高すぎるとメ
ディアにダメージを与えてしまうため、１８０℃以下であることが望ましい。
【００３４】
〈インク定着剤〉
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　また、さらに本発明の顔料インクの条件としては、インク中に色材顔料の定着を促進す
る樹脂成分を含むことが望ましい。定着を促進する樹脂成分とは、色材顔料とメディア表
面、もしくは色材顔料間の接着力を一定以上に保つものであり、この樹脂成分が無いと印
字した後に色材顔料が剥がれやすい。ため、より高い画像信頼性が必要な場合は定着剤を
使用すべきである。定着成分は単独でインクに含まれていても、色材粒子の表面に吸着・
化学結合されていても良い。この定着剤としては低分子のものでも良いが、樹脂や樹脂エ
マルジョン、紫外線硬化型樹脂であることが望ましい。
【００３５】
〈インク表面張力〉
　また、本発明に必須の顔料インクの条件としては、非常に浸透性が高いものでなくては
ならず、その条件とは表面張力が３０ｍＮ／ｍ以下であることが判明した。表面張力が３
０ｍＮ／ｍより大きいとインクの浸透が遅く画像が滲んでしまう現象が発生するため、高
品位な画像が得られない。表面張力は低ければ低いほど顔料と溶剤の分離能が向上するた
め、より低いほうが望ましい。インクの表面張力は、浸透剤(ＥＨＤ)の量並びに、フッ素
系界面活性剤のＦＳ３００の添加量により、容易に調整することができる。
　本発明の超高浸透インクは、従来の空隙型インクジェット専用メディアにも印字可能で
ある。但し、本発明の記録メディアに印字した場合と比べてインク吸収速度が速すぎるた
め、インク滴がメディア表面に着弾した後ドットが濡れ広がる前に溶媒が浸透してしまい
、ドット径が小さくなってしまう。その結果濃度の低下や粒状感の増大等が発生し易くな
る。そのため高品位な画像を作成するためには本発明の記録メディアよりも解像度を上げ
て印字する必要が生じてしまうため、印字速度の低下やインク消費量の増大を招く。した
がって本発明の記録メディアを使用するほうが望ましい。
　前記インクは、２５℃における表面張力が、１５～３０ｍＮ／ｍであり、１５～２５ｍ
Ｎ／ｍがより好ましい。前記表面張力１５／ｍ未満であると、本発明のノズルプレートに
濡れすぎてインク滴の形成（粒子化）がうまくできなかったり、本発明の記録用メディア
上での滲みが顕著となり、安定したインクの吐出が得られないことがあり、３０ｍＮ／ｍ
を超えると、記録用メディアへのインク浸透が十分に起こらず、ビーディングの発生や乾
燥時間の長時間化を招くことがある。
　ここで、前記表面張力は、例えば、表面張力測定装置（協和界面科学株式会社製、ＣＢ
ＶＰ－Ｚ）を用い、白金プレートを使用して２５℃で測定することができる。
【００３６】
〈インクの固形分〉
　本発明のインクの固形分は、３ｗｔ％以上であることが望ましい。この濃度より低いと
、乾燥時の粘度上昇が緩やかで、画像が滲みやすい傾向がある。高ければ高いほど良いが
、あまりに高いとノズル詰まりが激しくなり、画像に抜け等が生じやすくなる、従って５
～１５ｗｔ％であることが望ましい。
【００３７】
メディアコート層
－塗工層－
　前記塗工層は、顔料及びバインダー（結着剤）を含有してなり、更に必要に応じて、界
面活性剤、その他の成分を含有してなる。
　前記顔料としては、無機顔料、もしくは無機顔料と有機顔料を併用したものを用いるこ
とができる。
【００３８】
　前記無機顔料としては、例えば、カオリン、タルク、重質炭酸カルシウム、軽質炭酸カ
ルシウム、亜硫酸カルシウム、非晶質シリカ、チタンホワイト、炭酸マグネシウム、二酸
化チタン、水酸化アルミニウム、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化亜鉛、
クローライトなどが挙げられる。これらの中でも、カオリンは光沢発現性に優れており、
オフセット印刷用の用紙に近い風合いとすることができる点から特に好ましい。
　前記カオリンには、デラミネーテッドカオリン、焼成カオリン、表面改質等によるエン
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ジニアードカオリン等があるが、光沢発現性を考慮すると、粒子径が２μｍ以下の割合が
８０質量％以上の粒子径分布を有するカオリンが、カオリン全体の５０質量％以上を占め
ていることが好ましい。
　前記カオリンの添加量は、前記塗工層の全顔料１００質量部に対し５０質量部以上が好
ましい。前記添加量が５０質量部未満であると、光沢度において十分な効果が得られない
ことがある。前記添加量の上限は特に制限はないが、カオリンの流動性、特に高せん断力
下での増粘性を考慮すると、塗工適性の点から、９０質量部以下がより好ましい。
【００３９】
　前記有機顔料としては、例えば、スチレン－アクリル共重合体粒子、スチレン－ブタジ
エン共重合体粒子、ポリスチレン粒子、ポリエチレン粒子等の水溶性ディスパージョンが
ある。これら有機顔料は２種以上が混合されてもよい。
　前記有機顔料の添加量は、前記塗工層の全顔料１００質量部に対し２～２０質量部が好
ましい。前記有機顔料は、光沢発現性に優れていることと、その比重が無機顔料と比べて
小さいことから、嵩高く、高光沢で、表面被覆性の良好な塗工層を得ることができる。前
記添加量が２質量部未満であると、前記効果がなく、２０質量部を超えると、塗工液の流
動性が悪化し、塗工操業性の低下に繋がることと、コスト面からも経済的ではない。
　前記有機顔料には、その形態において、密実型、中空型、ドーナツ型等があるが、光沢
発現性、表面被覆性及び塗工液の流動性のバランスを鑑み、平均粒子径は０．２～３．０
μｍが好ましく、より好ましくは空隙率４０％以上の中空型が採用される。
【００４０】
　本発明で使用されるメディアのコート層の無機顔料は、炭酸マグネシウム、タルク、カ
オリン、イライト、クレー、炭酸カルシウム、亜硫酸カルシウム、チタンホワイト、炭酸
マグネシウム、二酸化チタン、等を挙げることができる。これらの顔料の中でも、屈折率
がなるべく高いものを使用することにより、コート層の厚みを薄くすることができる。但
しコストの点からは炭酸カルシウムやカオリンを使用することが好ましい。これらの顔料
は、本発明の効果を損なわない限り併用することができ、また、列挙しなかった他の顔料
と併用することも出来る。 カオリンは光沢発現性に優れており、オフセット印刷の風合
いとすることが出来るので好ましい。カオリンには、デラミネーテッドカオリン、焼成カ
オリン、表面改質等によるエンジニアードカオリン等があるが、光沢発現性を考慮すると
、粒子径が２μｍ以下の割合が８０重量％以上の粒子径分布を有するカオリンが、カオリ
ン全体の５０重量％以上を占めていることが望ましい。カオリンの配合量は、５０重量部
以上が好ましい。５０重量部未満であると、光沢度において十分な効果が期待しにくい。
上限は特に制限はないが、カオリンの流動性、特に高せん断力下での増粘性を考慮すると
、塗工適性の点から、９０重量部未満がより好適である。
　またこれら高屈折率の顔料と、低屈折率のシリカや有機顔料を併用しても良い。有機顔
料は例えば、スチレン・アクリル共重合体粒子、スチレン・ブタジエン共重合体粒子、ポ
リスチレン粒子、ポリエチレン粒子等の水溶性ディスパージョンがある。これら有機顔料
は２種以上が混合されても良い。有機顔料は、光沢発現性に優れていることと、その比重
が無機顔料と比べて小さいことから、嵩高・高光沢で、表面被覆性の良好な塗工層を得る
ことができるが、２重量部未満では、前記効果がなく、５重量部を超えると、裏抜けが発
生しやすくなり、コスト面からも経済的ではない。有機顔料にはその形態において、密実
型、中空型、ドーナツ型等があるが、光沢発現性、表面被覆性および塗工液の流動性のバ
ランスを鑑み、平均粒子径が０．２～３．０μｍの範囲にあることが望ましく、より好ま
しくは空隙率４０％以上の中空型が採用される。
【００４１】
＜コート層構成材料　バインダ＞
　本発明で使用される色材顔料コート層のバインダーは、コート層を構成する顔料及び基
紙との接着力が強いと共に、ブロッキングを起こさない水性樹脂、エマルジョン等であれ
ば特に限定されるものではない。
　このような水性結着剤としては、例えば、ポリビニルアルコールや酸化デンプン、エス
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テル化デンプン、酵素変性デンプン、カチオン化デンプンなどのデンプン類、カゼイン、
大豆タンパク質類、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース等の繊維
素誘導体、スチレンーアクリル樹脂、イソブチレンー無水マレイン酸樹脂、アクリルエマ
ルジョン、酢ビエマルジョン、塩化ビニリデンエマルジョン、ポリエステルエマルジョン
、スチレンーブタジエンラテックス、アクリルニトリルブタジエンラテックス等を挙げる
ことができる。これらの中でも、コストの観点からデンプンやスチレンーブタジエンラテ
ックスを使用することが好ましい。スチレン・ブタジエンラテックスは、モノマーとして
スチレンとブタジエンを含み、必要に応じ他のモノマーを共重合させたり、化学反応によ
り共重合体を変性した、紙塗工用に一般的に使用される共重合体ラテックスで良い。他の
モノマーとしては、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸あるいはメタクリル酸のアル
キルエステル、アクリロニトリル、マレイン酸、フマル酸、酢酸ビニルなどのビニル系モ
ノマーが良く使用されるものである。また、メチロール化メラミン、メチロール化尿素、
メチロール化ヒドロキシプロピレン尿素、イソシアネート等の架橋剤を含有してよいし、
Ｎ－メチロールアクリルアミドなどの単位を含む共重合体で自己架橋性を持つものを用い
てもよい。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４２】
　本発明で使用されるコート層における前記水性結着剤の添加量（バインダー）の使用比
率は、全被覆層固形分の５０～７０重量％が好ましく、より好ましくは５５～６０重量％
である。少ないと接着力が不十分となり、インク受容層の強度の低下、内部結合強度の低
下粉落ちの発生が懸念される。
【００４３】
　本発明のコート層には本発明の目的及び効果を損なわない範囲で、更に必要に応じて、
その他の成分を添加することができる。該その他の成分としては分散剤、増粘剤、保水剤
、消泡剤、耐水化剤等、通常の塗工紙用顔料に配合される各種助剤のほか、ｐＨ調整剤、
防腐剤、酸化防止剤、カチオン性有機化合物等の添加剤を使用しても良い。
【００４４】
　コート層に使用される界面活性剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、アニオン活性剤、カチオン活性剤、両性活性剤、非イオン活性剤のいずれ
も使用することができるが、これらの中でも、非イオン活性剤が特に好ましい。前記界面
活性剤を添加することにより、画像の耐水性が向上するとともに、画像濃度が高くなり、
ブリーディングが改善される。
【００４５】
　前記非イオン活性剤としては、例えば、高級アルコールエチレンオキサイド付加物、ア
ルキルフェノールエチレンオキサイド付加物、脂肪酸エチレンオキサイド付加物、多価ア
ルコール脂肪酸エステルエチレンオキサイド付加物、高級脂肪族アミンエチレンオキサイ
ド付加物、脂肪酸アミドエチレンオキサイド付加物、油脂のエチレンオキサイド付加物、
ポリプロピレングリコールエチレンオキサイド付加物、グリセロールの脂肪酸エステル、
ペンタエリスリトールの脂肪酸エステル、ソルビトール及びソルビタンの脂肪酸エステル
、ショ糖の脂肪酸エステル、多価アルコールのアルキルエーテル、アルカノールアミン類
の脂肪酸アミド等が挙られる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用
してもよい。
【００４６】
　前記多価アルコールとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、グリセロール、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリット、ソルビトール
、ショ糖などが挙げられる。またエチレンオキサイド付加物については、水溶性を維持で
きる範囲で、エチレンオキサイドの一部をプロピレンオキサイドあるいはブチレンオキサ
イド等のアルキレンオキサイドに置換したものも有効である。置換率は５０％以下が好ま
しい。前記非イオン活性剤のＨＬＢ（親水性新油性比）は４～１５が好ましく、７～１３
がより好ましい。前記界面活性剤の添加量は、前記カチオン性有機化合物１００質量部に
対し、０～１０質量部が好ましく、０．１～１．０質量部がより好ましい。
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【００４７】
　前記塗工層には、本発明の目的及び効果を損なわない範囲で、更に必要に応じて、さら
にその他の成分を添加することができる。該その他の成分としては、アルミナ粉末、ｐＨ
調整剤、防腐剤、酸化防止剤等の添加剤が挙げられる。
【００４８】
　また、カチオン性有機化合物は必ずしも配合する必要はないが、特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択使用することができる。
【００４９】
　前記カチオン性有機化合物としては、例えば、ジメチルアミン・エピクロルヒドリン重
縮合物、ジメチルアミン・アンモニア・エピクロルヒドリン縮合物、ポリ（メタクリル酸
トリメチルアミノエチル・メチル硫酸塩）、ジアリルアミン塩酸塩・アクリルアミド共重
合物、ポリ（ジアリルアミン塩酸塩・二酸化イオウ）、ポリアリルアミン塩酸塩、ポリ（
アリルアミン塩酸塩・ジアリルアミン塩酸塩）、アクリルアミド・ジアリルアミン共重合
物、ポリビニルアミン共重合物、ジシアンジアミド、ジシアンジアミド・塩化アンモニウ
ム・尿素・ホルムアルデヒド縮合物、ポリアルキレンポリアミン・ジシアンジアミドアン
モニウム塩縮合物、ジメチルジアリルアンモニウムクローライド、ポリジアリルメチルア
ミン塩酸塩、ポリ（ジアリルジメチルアンモニウムクローライド）、ポリ（ジアリルジメ
チルアンモニウムクローライド・二酸化イオウ）、ポリ（ジアリルジメチルアンモニウム
クローライド・ジアリルアミン塩酸塩誘導体）、アクリルアミド・ジアリルジメチルアン
モニウムクローライド共重合物、アクリル酸塩・アクリルアミド・ジアリルアミン塩酸塩
共重合物、ポリエチレンイミン、アクリルアミンポリマー等のエチレンイミン誘導体、ポ
リエチレンイミンアルキレンオキサイド変性物、などが挙げられる。これらは、１種単独
で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　これらの中でも、ジメチルアミン・エピクロルヒドリン重縮合物、ポリアリルアミン塩
酸塩等の低分子量のカチオン性有機化合物と他の比較的高分子量のカチオン性有機化合物
、例えば、ポリ（ジアリルジメチルアンモニウムクローライド）等とを組み合わせて使用
するのが好ましい。併用することにより、単独使用の場合よりも画像濃度を向上させ、フ
ェザリングが更に低減される。
【００５０】
　前記カチオン性有機化合物のコロイド滴定法（ポリビニル硫酸カリウム、トルイジンブ
ルー使用）によるカチオン当量は３～８ｍｅｑ／ｇが好ましい。前記カチオン当量がこの
範囲であれば上記乾燥付着量の範囲で良好な結果が得られる。
　ここで、前記コロイド滴定法によるカチオン当量の測定に当たっては、カチオン性有機
化合物を固形分で０．１質量％となるように蒸留水で希釈し、ｐＨ調整は行わないものと
する。
【００５１】
　前記カチオン性有機化合物の乾燥付着量は、０．３～２．０ｇ／ｍ２が好ましい。前記
カチオン性有機化合物の乾燥付着量が０．３ｇ／ｍ２未満であると、充分な画像濃度向上
やフェザリング低減の効果が得られないことがある。
【００５２】
　本発明で使用される支持体としては、化学パルプ、機械パルプ及び古紙回収パルプ等を
任意の比率で混合して用いられ、必要に応じて内添サイズ剤、歩留まり向上剤、紙力増強
剤等を添加した原料を長網フォーマやギャップタイプのツインワイヤーフォーマ、長網部
の後半部をツインワイヤーで構成するハイブリッドフォーマ等で抄紙されたものが使用さ
れる。 
【００５３】
　本発明の支持体に使用するパルプは、バージンのケミカルパルプ（ＣＰ）、例えば、広
葉樹晒クラフトパルプ、針葉樹晒クラフトパルプ、広葉樹未晒クラフトパルプ、針葉樹未
晒クラフトパルプ、広葉樹晒亜硫酸パルプ、針葉樹晒亜硫酸パルプ、広葉樹未晒亜硫酸パ
ルプ、針葉樹未晒亜硫酸パルプなどの木材及びその他の繊維原料を化学的に処理して作成
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されたバージンのケミカルパルプ、及び、バージンの機械パルプ（ＭＰ）、例えば、グラ
ンドパルプ、ケミグランドパルプ、ケミメカニカルパルプ、セミケミカルパルプなどの木
材及びその他の繊維原料を主に機械的に処理して作成されたバージンの機械パルプを含有
させてもよい。また古紙パルプを用いてもよく、古紙パルプの原料としては、財団法人古
紙再生促進センターの古紙標準品質規格表に示されている、上白、罫白、クリーム白、カ
ード、特白、中白、模造、色白、ケント、白アート、特上切、別上切、新聞、雑誌などが
挙げられる。具体的には、情報関連用紙である非塗工コンピュータ用紙、感熱紙、感圧紙
等のプリンタ用紙；ＰＰＣ用紙等のＯＡ古紙；アート紙、コート紙、微塗工紙、マット紙
等の塗工紙；上質紙、色上質、ノート、便箋、包装紙、ファンシーペーパー、中質紙、新
聞用紙、更紙、スーパー掛け紙、模造紙、純白ロール紙、ミルクカートン等の非塗工紙、
などの紙や板紙の古紙で、化学パルプ紙、高歩留りパルプ含有紙などが挙げられる。これ
らは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５４】
　前記古紙パルプは、一般的に、以下の４工程の組み合わせから製造される。
（１）離解は、古紙をパルパーにて機械力と薬品で処理して繊維状にほぐし、印刷インキ
を繊維より剥離する。
（２）除塵は、古紙に含まれる異物（プラスチックなど）及びゴミをスクリーン、クリー
ナー等により除去する。
（３）脱墨は、繊維より界面活性剤を用いて剥離された印刷インキをフローテーション法
、又は洗浄法で系外に除去する。
（４）漂白は、酸化作用や還元作用を用いて、繊維の白色度を高める。
　前記古紙パルプを混合する場合、全パルプ中の古紙パルプの混合比率は、記録後のカー
ル対策から４０％以下が好ましい。
【００５５】
　本発明の支持体に用いることができる填料としては、炭酸カルシウムが有効であるが、
カオリン、焼成クレー、パイロフィライト、セリサイト、タルク等のケイ酸類等の無機填
料や、サチンホワイト、硫酸バリウム、硫酸カルシウム、硫化亜鉛、プラスチックピグメ
ント、尿素樹脂等の有機顔料も併用することができる。 
【００５６】
　本発明における支持体に使用する内添サイズ剤は、特に限定されるものではなくインク
ジェット記録用紙に使用される公知の内添サイズ剤の中から適宜選択して使用することが
できる。好ましい内添サイズ剤としては、例えば、ロジンエマルジョン系サイズ剤等を挙
げることができる。支持体を抄造する際に使用される内添サイズ剤としては、例えば、中
性抄紙に用いられる中性ロジン系サイズ剤、アルケニル無水コハク酸（ＡＳＡ）、アルキ
ルケテンダイマー（ＡＫＤ）、石油樹脂系サイズ剤などが挙げられる。これらの中でも、
中性ロジンサイズ剤又はアルケニル無水コハク酸が特に好適である。前記アルキルケテン
ダイマーは、そのサイズ効果が高いことから添加量は少なくて済むが、記録用紙（メディ
ア）表面の摩擦係数が下がり滑りやすくなるため、インクジェット記録時の搬送性の点か
らは好ましくない場合がある。
　内添サイズ剤の使用量は、絶乾パルプ１００重量部に対して０．１～０．７重量部であ
るが、これに限定されるものではない。
【００５７】
　前記支持体に使用される内添填料としては、例えば、白色顔料として従来公知の顔料が
用いられる。該白色顔料としては、例えば、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、
カオリン、クレー、タルク、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、二酸化チタン、酸化亜鉛、
硫化亜鉛、炭酸亜鉛、サチンホワイト、珪酸アルミニウム、ケイソウ土、珪酸カルシウム
、珪酸マグネシウム、合成シリカ、水酸化アルミニウム、アルミナ、リトポン、ゼオライ
ト、炭酸マグネシウム、水酸化マグネシウム等のような白色無機顔料；スチレン系プラス
チックピグメント、アクリル系プラスチックピグメント、ポリエチレン、マイクロカプセ
ル、尿素樹脂、メラミン樹脂等のような有機顔料、などが挙げられる。これらは、１種単



(24) JP 2008-100511 A 2008.5.1

10

20

30

40

50

独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５８】
－塗工層の製法－
　本発明の支持体にコート層を塗布により付与する方法としては特に規定しないが、直接
塗布する方法、他の基材上に一度塗布したものを原紙に転写する方法、スプレー等によっ
て噴霧する方法等が利用できる。直接塗布する方法としては、例えば、ロールコーター法
、エアナイフコーター法、ゲートロールコーター法、サイズプレス法、シムサイザー法、
ロッドメタリングサイズプレスコータ等フィルムトランスファー方式あるいはファウンテ
ンあるいはロールアプリケーション等によるブレードコーター方式等を挙げることができ
る。
　これらの中でも、コストの点から、抄紙機に設置されているコンベンショナルサイズプ
レス、ゲートロールサイズプレス、フィルムトランスファーサイズプレスなどで含浸又は
付着させ、オンマシンで仕上げる方法が好ましい。
　前記塗工層液の付着量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、固形分で、０．５～２０ｇ／ｍ２が好ましく、１～１５ｇ／ｍ２がより好ましい。０．
５ｇ／ｍ２未満であるとインクを十分吸収することができないためインクがあふれて文字
滲みが生じてしまう。逆に２０ｇ／ｍ２を超えると紙の風合いが損なわれ、折り曲げづら
くなったり、筆記具で書き加えづらくなるなどの不具合が生じてしまう。
　前記含浸又は塗布の後、必要に応じて乾燥させてもよく、この場合の乾燥の温度として
は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、１００～２５０℃程度
が好ましい。
【００５９】
　コート層の乾燥処理は、例えば、熱風乾燥炉、熱ドラム等を用いて行うことができる。
更に、表面を平滑化するために、あるいは表面の強度を上げるためにカレンダー装置（ス
ーパーカレンダー、ソフトカレンダー、グロスカレンダー等）で表面仕上げを施しても良
い。
【００６０】
　本発明の記録用メディアの坪量は、５０～２５０ｇ／ｍ２であることが好ましい。５０
ｇ／ｍ２未満であるとコシがないために搬送経路の途中で記録用メディアが詰まってしま
うなどの搬送不良が生じやすい。２５０ｇ／ｍ２を超えるとコシが大きくなりすぎるため
搬送経路の途中にある曲線部で記録用メディアが曲がりきれず、やはり記録用メディアが
詰まってしまうなどの搬送不良が生じやすい。
【００６１】
－インク－
<インク>
　本発明に必須な顔料インクは、少なくとも水、粒子上の色材、及び水溶性有機溶剤を含
有してなり、湿潤剤、界面活性剤、更に必要に応じて、着色剤の定着剤等のその他の成分
を含有してなる。
【００６２】
－着色剤－
　前記着色剤としては、顔料、及び着色微粒子の少なくともいずれかを用いることが好ま
しい。前記着色微粒子としては、顔料及び染料の少なくともいずれかの色材を含有させた
ポリマー微粒子の水分散物が好適に用いられる。
　ここで、前記「色材を含有させた」とは、ポリマー微粒子中に色材を封入した状態及び
ポリマー微粒子の表面に色材を吸着させた状態の何れか又は双方を意味する。前記色材と
しては、水不溶性又は水難溶性であって、前記ポリマーによって吸着され得る色材であれ
ば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。ここで、前記「水不溶性又
は水難溶性」とは、２０℃で水１００質量部に対し色材が１０質量部以上溶解しないこと
を意味する。また、「溶解する」とは、目視で水溶液表層又は下層に色材の分離や沈降が
認められないことを意味する。
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　前記色材を含有させたポリマー微粒子（着色微粒子）の体積平均粒径は、インク中にお
いて０．０１～０．１６μｍが好ましい。０．０１μｍ以下では粒子径が染料に近づくた
め、耐光性、フェザリングが悪化してしまう。またコート層を浸透しやすくなり、濃度低
下を引き起こす。逆に、０．１６μｍを超えるとノズルが目詰まりやすくなったり、発色
性が悪くなってしまう。また、０．３０μｍ以上では、吐出口の目詰まりやプリンタ内の
フィルターでの目詰まりが発生し、吐出安定性を得ることができない。
　前記着色剤としては、例えば、水溶性染料、油溶性染料、分散染料等の染料、顔料等が
挙げられる。良好な吸着性及び封入性の観点からは油溶性染料及び分散染料が好ましいが
、得られる画像の耐光性からは顔料が好ましく用いられる。
　なお、前記各染料は、ポリマー微粒子に効率的に含浸される観点から、有機溶剤、例え
ば、ケトン系溶剤に２ｇ／リットル以上溶解することが好ましく、２０～６００ｇ／リッ
トル溶解することがより好ましい。
　前記水溶性染料としては、カラーインデックスにおいて酸性染料、直接性染料、塩基性
染料、反応性染料、食用染料に分類される染料であり、好ましくは耐水性、及び耐光性に
優れたものが用いられる。
【００６３】
　前記酸性染料及び食用染料としては、例えば、Ｃ．I．アシッドイエロー　１７，２３
，４２，４４，７９，１４２；Ｃ．I．アシッドレッド　１，８，１３，１４，１８，２
６，２７，３５，３７，４２，５２，８２，８７，８９，９２，９７，１０６，１１１，
１１４，１１５，１３４，１８６，２４９，２５４，２８９；Ｃ．I．アシッドブルー　
９，２９，４５，９２，２４９；Ｃ．I．アシッドブラック　１，２，７，２４，２６，
９４；Ｃ．I．フードイエロー　３，４；Ｃ．I．フードレッド　７，９，１４；Ｃ．I．
フードブラック　１，２などが挙げられる。
【００６４】
　前記直接性染料としては、例えば、Ｃ．I．ダイレクトイエロー　１，１２，２４，２
６，３３，４４，５０，８６，１２０，１３２，１４２，１４４；Ｃ．I．ダイレクトレ
ッド　１，４，９，１３，１７，２０，２８，３１，３９，８０，８１，８３，８９，２
２５，２２７；Ｃ．I．ダイレクトオレンジ　２６，２９，６２，１０２；Ｃ．Ｉ．ダイ
レクトブルー　１，２，６，１５，２２，２５，７１，７６，７９，８６，８７，９０，
９８，１６３，１６５，１９９，２０２；Ｃ．I．ダイレクトブラック　１９，２２，３
２，３８，５１，５６，７１，７４，７５，７７，１５４，１６８，１７１などが挙げら
れる。
【００６５】
　前記塩基性染料としては、例えば、Ｃ．I．べーシックイエロー　１，２，１１，１３
，１４，１５，１９，２１，２３，２４，２５，２８，２９，３２，３６，４０，４１，
４５，４９，５１，５３，６３，６４，６５，６７，７０，７３，７７，８７，９１；Ｃ
．I．ベーシックレッド　２，１２，１３，１４，１５，１８，２２，２３，２４，２７
，２９，３５，３６，３８，３９，４６，４９，５１，５２，５４，５９，６８，６９，
７０，７３，７８，８２，１０２，１０４，１０９，１１２；Ｃ．I．べーシックブルー
　１，３，５，７，９，２１，２２，２６，３５，４１，４５，４７，５４，６２，６５
，６６，６７，６９，７５，７７，７８，８９，９２，９３，１０５，１１７，１２０，
１２２，１２４，１２９，１３７，１４１，１４７，１５５；Ｃ．I．ベーシックブラッ
ク　２，８などが挙げられる。
【００６６】
　前記反応性染料としては、例えば、Ｃ．I．リアクティブブラック　３，４，７，１１
，１２，１７；Ｃ．I．リアクティブイエロー　１，５，１１，１３，１４，２０，２１
，２２，２５，４０，４７，５１，５５，６５，６７；Ｃ．Ｉ．リアクティブレッド　１
，１４，１７，２５，２６，３２，３７，４４，４６，５５，６０，６６，７４，７９，
９６，９７；Ｃ．Ｉ．リアクティブブルー　１，２，７，１４，１５，２３，３２，３５
，３８，４１，６３，８０，９５などが挙げられる。



(26) JP 2008-100511 A 2008.5.1

10

20

30

40

50

【００６７】
　その他の着色剤としては、顔料が挙げられる。顔料としては、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができ、例えば無機顔料、有機顔料のいずれであってもよい。
　前記無機顔料としては、例えば、酸化チタン、酸化鉄、炭酸カルシウム、硫酸バリウム
、水酸化アルミニウム、バリウムイエロー、カドミウムレッド、クロムイエロー、カーボ
ンブラック、紺青、金属粉などが挙げられる。これらの中でも、カーボンブラックなどが
好ましい。なお、前記カーボンブラックとしては、例えば、コンタクト法、ファーネス法
、サーマル法などの公知の方法によって製造されたものが挙げられる。
【００６８】
　前記有機顔料としては、例えば、アゾ顔料、多環式顔料、染料キレート、ニトロ顔料、
ニトロソ顔料、アニリンブラック、などが挙げられる。これらの中でも、アゾ顔料、多環
式顔料などがより好ましい。なお、前記アゾ顔料としては、例えば、アゾレーキ、不溶性
アゾ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔料、などが挙げられる。前記多環式顔料として
は、例えば、フタロシアニン顔料、ぺリレン顔料、ぺリノン顔料、アントラキノン顔料、
キナクリドン顔料、ジオキサジン顔料、インジゴ顔料、チオインジゴ顔料、イソインドリ
ノン顔料、キノフラロン顔料、アゾメチン系顔料、ローダミンＢレーキ顔料、などが挙げ
られる。前記染料キレートとしては、例えば、塩基性染料型キレート、酸性染料型キレー
ト、などが挙げられる。
　前記顔料の色としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、黒色用のもの、カラー用のもの、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用して
もよいし、２種以上を併用してもよい。
【００６９】
　前記黒色用のものとしては、例えば、ファーネスブラック、ランプブラック、アセチレ
ンブラック、チャンネルブラック等のカーボンブラック（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック７
）類、銅、鉄（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック１１）、酸化チタン等の金属類、アニリンブ
ラック（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック１）等の有機顔料、などが挙げられる。
　ブラック顔料インクに使用されるカーボンブラックとしては、ファーネス法、チャネル
法で製造されたカーボンブラックで、一次粒径が、１５～４０ミリミクロン、ＢＥＴ法に
よる比表面積が、５０～３００平方メートル／ｇ、ＤＢＰ吸油量が、４０～１５０ｍｌ／
１００ｇ、揮発分が０．５～１０％、ｐＨ値が２～９を有するものが好ましい。このよう
なものとしては、例えば、Ｎｏ．２３００、Ｎｏ．９００、ＭＣＦ－８８、Ｎｏ．３３、
Ｎｏ．４０、Ｎｏ．４５、Ｎｏ．５２、ＭＡ７、ＭＡ８、ＭＡ１００、Ｎｏ．２２００Ｂ
（以上、三菱化学製）、Ｒａｖｅｎ７００、同５７５０、同５２５０、同５０００、同３
５００、同１２５５（以上、コロンビア製）、Ｒｅｇａｌ４００Ｒ、同３３０Ｒ、同６６
０Ｒ、ＭｏｇｕｌＬ、Ｍｏｎａｒｃｈ７００、同８００、同８８０、同９００、同１００
０、同１１００、同１３００、Ｍｏｎａｒｃｈ１４００（以上、キャボット製）、カラー
ブラックＦＷ１、同ＦＷ２、同ＦＷ２Ｖ、同ＦＷ１８、同ＦＷ２００、同Ｓ１５０、同Ｓ
１６０、同Ｓ１７０、プリンテックス３５、同Ｕ、同Ｖ、同１４０Ｕ、同１４０Ｖ、スペ
シャルブラック６、同５、同４Ａ、同４（以上、デグッサ製）等を使用することができる
が、これらに限定されるものではない。
【００７０】
　前記カラー用のものとしては、黄色インク用では、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１（ファストイエローＧ）、2、３、１２（ジスアゾイエローＡＡＡ）、１３、１４、
１６、１７、２３、２４、３４、３５、３７、４２（黄色酸化鉄）、５３、５５、７３、
７４、同７５、８１、８３（ジスアゾイエローＨＲ）、９３、９５、９７、９８、１００
、１０１、１０４、１０８、１０９、１１０、同１１４、１１７、１２０、１２８、１２
９、１３８、１５０、１５１、１５３、１５４などが挙げられるが、これらに限られるも
のではない。
【００７１】
マゼンタ用では、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１、２、３、５、７、１２、１７、
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ントレッド２Ｂ（Ｂａ））、４８：２（パーマネントレッド２Ｂ（Ｃａ））、４８：３（
パーマネントレッド２Ｂ（Ｓｒ））、４８：４（パーマネントレッド２Ｂ（Ｍｎ））、４
９：１、５２：２、５３：１、５７：１（ブリリアントカーミン６Ｂ）、６０：１、６３
：１、６３：２、６４：１、８１（ローダミン６Ｇレーキ）、８３、８８、９２、１０１
（べんがら）、１０４、１０５、１０６、１０８（カドミウムレッド）、１１２、１１４
、１２２（ジメチルキナクリドン）、１２３、１４６、１４９、１６６、１６８、１７０
、１７２、１７７、１７８、１７９、１８４、１８５、１９０、１９３、２０２、２０９
、２１９、などが挙げられるが、これらに限られるものではない。
【００７２】
　シアン用では、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、２、3、１５（銅フタロシアニ
ンブルーＲ）、１５：１、１５：２、１５：３（フタロシアニンブルーＧ）、１５：４、
１５：６（フタロシアニンブルーＥ）、１５：３４、１６、１７：１、２２、５６、６０
、６３、Ｃ．Ｉ．バットブルー４、同６０等が挙げられるが、これらに限られるものでは
ない。
【００７３】
　また、中間色としてはレッド、グリーン、ブルー用として、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
１７７、１９４、２２４、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４３、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオ
レット３，１９，２３，３７、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７，３６などが挙げられる。
【００７４】
　前記顔料としては、少なくとも１種の親水性基が顔料の表面に直接若しくは他の原子団
を介して結合した分散剤を使用することなく安定に分散させることができる自己分散型顔
料が好適に用いられる。その結果、従来のインクのように、顔料を分散させるための分散
剤が不要となる。前記自己分散型顔料としては、イオン性を有するものが好ましく、アニ
オン性に帯電したものやカチオン性に帯電したものが好適である。
　前記自己分散型顔料の体積平均粒径は、インク中において０．０１～０．１６μｍが好
ましい。
【００７５】
　前記アニオン性親水性基としては、例えば、－ＣＯＯＭ、－ＳＯ３Ｍ、－ＰＯ３ＨＭ、
－ＰＯ３Ｍ２、－ＳＯ２ＮＨ２、－ＳＯ２ＮＨＣＯＲ（ただし、式中のＭは、水素原子、
アルカリ金属、アンモニウム又は有機アンモニウムを表す。Ｒは、炭素原子数１～１２の
アルキル基、置換基を有してもよいフェニル基又は置換基を有してもよいナフチル基を表
す。）等が挙げられる。これらの中でも、－ＣＯＯＭ、－ＳＯ３Ｍがカラー顔料表面に結
合されたものを用いることが好ましい。
【００７６】
　また、前記親水性基中における「Ｍ」は、アルカリ金属としては、例えば、リチウム、
ナトリウム、カリウム、等が挙げられる。前記有機アンモニウムとしては、例えば、モノ
乃至トリメチルアンモニウム、モノ乃至トリエチルアンモニウム、モノ乃至トリメタノー
ルアンモニウムが挙げられる。前記アニオン性に帯電したカラー顔料を得る方法としては
、カラー顔料表面に－ＣＯＯＮａを導入する方法として、例えば、カラー顔料を次亜塩素
酸ソーダで酸化処理する方法、スルホン化による方法、ジアゾニウム塩を反応させる方法
が挙げられる。
【００７７】
　前記カチオン性親水性基としては、例えば、第４級アンモニウム基が好ましく、下記に
挙げる第４級アンモニウム基がより好ましく、これらのいずれかが顔料表面に結合された
ものが色材として好適である。
【００７８】
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【００７９】
　前記親水基が結合されたカチオン性の自己分散型カーボンブラックを製造する方法とし
ては、例えば、下記構造式で表されるＮ－エチルピリジル基を結合させる方法として、カ
ーボンブラックを３－アミノ－Ｎ－エチルピリジウムブロマイドで処理する方法が挙げら
れるが、勿論、本発明はこれらに限定されない。
【００８０】
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【化８】

【００８１】
　本発明においては、前記親水性基が、他の原子団を介してカーボンブラックの表面に結
合されていてもよい。他の原子団としては、例えば、炭素原子数１～１２のアルキル基、
置換基を有してもよいフェニル基又は置換基を有してもよいナフチル基が挙げられる。上
記した親水性基が他の原子団を介してカーボンブラックの表面に結合する場合の具体例と
しては、例えば、－Ｃ２Ｈ４ＣＯＯＭ（ただし、Ｍはアルカリ金属、第４級アンモニウム
を表す）、－ＰｈＳＯ３Ｍ（ただし、Ｐｈはフェニル基、Ｍはアルカリ金属、第４級アン
モニウムを表す）、－Ｃ５Ｈ１０ＮＨ３

＋等が挙げられる。
【００８２】
　本発明においては、顔料分散剤を用いた顔料分散液を用いることもできる。
　前記顔料分散剤としては、前記親水性高分子化合物として、天然系では、アラビアガム
、トラガンガム、グーアガム、カラヤガム、ローカストビーンガム、アラビノガラクトン
、ペクチン、クインスシードデンプン等の植物性高分子、アルギン酸、カラギーナン、寒
天等の海藻系高分子、ゼラチン、カゼイン、アルブミン、コラーゲン等の動物系高分子、
キサンテンガム、デキストラン等の微生物系高分子などが挙げられる。半合成系では、メ
チルセルロース、エチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピル
セルロース、カルボキシメチルセルロース等の繊維素系高分子、デンプングリコール酸ナ
トリウム、デンプンリン酸エステルナトリウム等のデンプン系高分子、アルギン酸ナトリ
ウム、アルギン酸プロピレングリコールエステル等の海藻系高分子などが挙げられる。純
合成系では、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリビニルメチルエーテル
等のビニル系高分子、非架橋ポリアクリルアミド、ポリアクリル酸又はそのアルカリ金属
塩、水溶性スチレンアクリル樹脂等のアクリル系樹脂、水溶性スチレンマレイン酸樹脂、
水溶性ビニルナフタレンアクリル樹脂、水溶性ビニルナフタレンマレイン酸樹脂、ポリビ
ニルピロリドン、ポリビニルアルコール、β－ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物の
アルカリ金属塩、四級アンモニウムやアミノ基等のカチオン性官能基の塩を側鎖に有する
高分子化合物、セラック等の天然高分子化合物等が挙げられる。これらの中でも、アクリ
ル酸、メタクリル酸、スチレンアクリル酸のホモポリマーや他の親水基を有するモノマー
の共重合体からなるようなカルボキシル基を導入したものが高分子分散剤として特に好ま
しい。
【００８３】
　前記共重合体の重量平均分子量は３，０００～５０，０００が好ましく、５，０００～
３０，０００がより好ましく、７，０００～１５，０００が更に好ましい。前記顔料と前
記分散剤との混合質量比としては１：０．０６～１：３の範囲が好ましく、１：０．１２
５～１：３の範囲がより好ましい。
【００８４】
　高分子分散剤と自己分散型顔料を同時に使うことは、適度なドット径を得られるため好
ましい組み合わせである。その理由は明かでないが、以下のように考えられる。
　高分子分散剤を含有することで記録紙への浸透が抑制される。その一方で、高分子分散
剤を含有することで自己分散型顔料の凝集が抑えられるため、自己分散型顔料が横方向に
スムーズに拡がることができる。そのため、広く薄くドットが拡がり、理想的なドットが
形成できると考えられる。
【００８５】
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　また、顔料は親水性基を有する樹脂によって被覆し、マイクロカプセル化することで、
分散性を与えることもできる。
　水不溶性の顔料を有機高分子類で被覆してマイクロカプセル化する方法としては、従来
公知のすべての方法を用いることが可能である。従来公知の方法として、化学的製法、物
理的製法、物理化学的方法、機械的製法などが挙げられる。具体的には、
　・界面重合法（２種のモノマーもしくは２種の反応物を、分散相と連続相に別々に溶解
しておき、両者の界面において両物質を反応させて壁膜を形成させる方法）；
　・ｉｎ－ｓｉｔｕ重合法（液体または気体のモノマーと触媒、もしくは反応性の物質２
種を連続相核粒子側のどちらか一方から供給して反応を起こさせ壁膜を形成させる方法）
；
　・液中硬化被膜法（芯物質粒子を含む高分子溶液の滴を硬化剤などにより、液中で不溶
化して壁膜を形成する方法）；
　・コアセルベーション（相分離）法（芯物質粒子を分散している高分子分散液を、高分
子濃度の高いコアセルベート（濃厚相）と希薄相に分離させ、壁膜を形成させる方法）；
　・液中乾燥法（芯物質を壁膜物質の溶液に分散した液を調製し、この分散液の連続相が
混和しない液中に分散液を入れて、複合エマルションとし、壁膜物質を溶解している媒質
を徐々に除くことで壁膜を形成させる方法）；
　・融解分散冷却法（加熱すると液状に溶融し常温では固化する壁膜物質を利用し、この
物質を加熱液化し、その中に芯物質粒子を分散し、それを微細な粒子にして冷却し壁膜を
形成させる方法）；
　・気中懸濁被覆法（粉体の芯物質粒子を流動床によって気中に懸濁し、気流中に浮遊さ
せながら、壁膜物質のコーティング液を噴霧混合させて、壁膜を形成させる方法）；
　・スプレードライング法（カプセル化原液を噴霧してこれを熱風と接触させ、揮発分を
蒸発乾燥させ壁膜を形成させる方法）；
　・酸析法（アニオン性基を含有する有機高分子化合物類のアニオン性基の少なくとも一
部を塩基性化合物で中和することで水に対する溶解性を付与し色材と共に水性媒体中で混
練した後、酸性化合物で中性または酸性にし有機化合物類を析出させ色材に固着せしめた
後に中和し分散させる方法）；
・転相乳化法（水に対して分散能を有するアニオン性有機高分子類と色材とを含有する混
合体を有機溶媒相とし、前記有機溶媒相に水を投入するかもしくは、水に前記有機溶媒相
を投入する方法）、などが挙げられる。
【００８６】
　マイクロカプセルの壁膜物質を構成する材料として使用される有機高分子類（樹脂）と
しては、例えば、ポリアミド、ポリウレタン、ポリエステル、ポリウレア、エポキシ樹脂
、ポリカーボネート、尿素樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、多糖類、ゼラチン、ア
ラビアゴム、デキストラン、カゼイン、タンパク質、天然ゴム、カルボキシポリメチレン
、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニル、ポ
リ塩化ビニリデン、セルロース、エチルセルロース、メチルセルロース、ニトロセルロー
ス、ヒドロキシエチルセルロース、酢酸セルロース、ポリエチレン、ポリスチレン、（メ
タ）アクリル酸の重合体または共重合体、（メタ）アクリル酸エステルの重合体または共
重合体、（メタ）アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、スチレン－（メタ
）アクリル酸共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、アルギン酸ソーダ、脂肪酸、パ
ラフィン、ミツロウ、水ロウ、硬化牛脂、カルナバロウ、アルブミンなどが挙げられる。
【００８７】
　これらの中ではカルボン酸基またはスルホン酸基などのアニオン性基を有する有機高分
子類を使用することが可能である。また、ノニオン性有機高分子としては、例えば、ポリ
ビニルアルコール、ポリエチレングリコールモノメタクリレート、ポリプロピレングリコ
ールモノメタクリレート、メトキシポリエチレングリコールモノメタクリレートまたはそ
れらの（共）重合体）、２－オキサゾリンのカチオン開環重合体などが挙げられる。特に
、ポリビニルアルコールの完全ケン物は、水溶性が低く、熱水には解け易いが冷水には解
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けにくいという性質を有しており特に好ましい。
【００８８】
　また、マイクロカプセルの壁膜物質を構成する有機高分子類の量は、有機顔料またはカ
ーボンブラックなどの水不溶性の色材に対して１重量％以上２０重量％以下である。有機
高分子類の量を上記の範囲にすることによって、カプセル中の有機高分子類の含有率が比
較的低いために、有機高分子類が顔料表面を被覆することに起因する顔料の発色性の低下
を抑制することが可能となる。有機高分子類の量が１重量％未満ではカプセル化の効果を
発揮しづらくなり、逆に２０重量％を越えると、顔料の発色性の低下が著しくなる。さら
に他の特性などを考慮すると有機高分子類の量は水不溶性の色材に対し５～１０重量％の
範囲が好ましい。
【００８９】
　すなわち、色材の一部が実質的に被覆されずに露出しているために発色性の低下を抑制
することが可能となり、また、逆に、色材の一部が露出せずに実質的に被覆されているた
めに顔料が被覆されている効果を同時に発揮することが可能となるのである。また、本発
明に用いる有機高分子類の数平均分子量としては、カプセル製造面などから、２０００以
上であることが好ましい。ここで「実質的に露出」とは、例えば、ピンホール、亀裂など
の欠陥などに伴う一部の露出ではなく、意図的に露出している状態を意味するものである
。
【００９０】
　さらに、色材として自己分散性の顔料である有機顔料または自己分散性のカーボンブラ
ックを用いれば、カプセル中の有機高分子類の含有率が比較的低くても、顔料の分散性が
向上するために、十分なインクの保存安定性を確保することが可能となるので本発明には
より好ましい。
【００９１】
　なお、マイクロカプセル化の方法によって、それに適した有機高分子類を選択すること
が好ましい。例えば、界面重合法による場合は、ポリエステル、ポリアミド、ポリウレタ
ン、ポリビニルピロリドン、エポキシ樹脂などが適している。ｉｎ－ｓｉｔｕ重合法によ
る場合は、（メタ）アクリル酸エステルの重合体または共重合体、（メタ）アクリル酸－
（メタ）アクリル酸エステル共重合体、スチレン－（メタ）アクリル酸共重合体、ポリ塩
化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアミドなどが適している。液中硬化法による場合は
、アルギン酸ソーダ、ポリビニルアルコール、ゼラチン、アルブミン、エポキシ樹脂など
が適している。コアセルベーション法による場合は、ゼラチン、セルロース類、カゼイン
などが適している。また、微細で、且つ均一なマイクロカプセル化顔料を得るためには、
勿論前記以外にも従来公知のカプセル化法すべてを利用することが可能である。
【００９２】
　マイクロカプセル化の方法として転相法または酸析法を選択する場合は、マイクロカプ
セルの壁膜物質を構成する有機高分子類としては、アニオン性有機高分子類を使用する。
転相法は、水に対して自己分散能または溶解能を有するアニオン性有機高分子類と、自己
分散性有機顔料または自己分散型カーボンブラックなどの色材との複合物または複合体、
あるいは自己分散性有機顔料または自己分散型カーボンブラックなどの色材、硬化剤およ
びアニオン性有機高分子類との混合体を有機溶媒相とし、該有機溶媒相に水を投入するか
、あるいは水中に該有機溶媒相を投入して、自己分散（転相乳化）化しながらマイクロカ
プセル化する方法である。上記転相法において、有機溶媒相中に、記録液用のビヒクルや
添加剤を混入させて製造しても何等問題はない。特に、直接記録液用の分散液を製造でき
ることからいえば、記録液の液媒体を混入させる方がより好ましい。
【００９３】
　一方、酸析法は、アニオン性基含有有機高分子類のアニオン性基の一部または全部を塩
基性化合物で中和し、自己分散性有機顔料または自己分散型カーボンブラックなどの色材
と、水性媒体中で混練する工程および酸性化合物でｐＨを中性または酸性にしてアニオン
性基含有有機高分子類を析出させて、顔料に固着する工程とからなる製法によって得られ
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る含水ケーキを、塩基性化合物を用いてアニオン性基の一部または全部を中和することに
よりマイクロカプセル化する方法である。このようにすることによって、微細で顔料を多
く含むアニオン性マイクロカプセル化顔料を含有する水性分散液を製造することができる
。
【００９４】
　また、上記に挙げたようなマイクロカプセル化の際に用いられる溶剤としては、例えば
、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノールなどのアルキルアルコール類；ベ
ンゾール、トルオール、キシロールなどの芳香族炭化水素類；酢酸メチル、酢酸エチル、
酢酸ブチルなどのエステル類；クロロホルム、二塩化エチレンなどの塩素化炭化水素類；
アセトン、メチルイソブチルケトンなどのケトン類；テトラヒドロフラン、ジオキサンな
どのエーテル類；メチルセロソルブ、ブチルセロソルブなどのセロソルブ類などが挙げら
れる。なお、上記の方法により調製したマイクロカプセルを遠心分離または濾過などによ
りこれらの溶剤中から一度分離して、これを水および必要な溶剤とともに撹拌、再分散を
行い、目的とする本発明に用いることができる記録液を得る。以上の如き方法で得られる
カプセル化顔料の平均粒径は５０ｎｍ～１８０ｎｍであることが好ましい。
【００９５】
　前記着色剤の前記インクにおける添加量は、２～１５質量％が好ましく、３～１２質量
％がより好ましい。前記添加量が２質量％未満であると、着色力の低下により、画像濃度
が低くなったり、粘度の低下によりフェザリングや滲みが悪化することがあり、１５質量
％を超えると、インクジェット記録装置を放置しておいた場合等に、ノズルが乾燥し易く
なり、不吐出現象が発生したり、粘度が高くなりすぎることにより浸透性が低下したり、
ドットが広がらないために画像濃度が低下したり、ぼそついた画像になることがある。
【００９６】
－浸透剤－
　前記浸透剤としては、ポリオール化合物やグリコールエーテル化合物等の水溶性有機溶
剤が用いられ、特に、炭素数８以上のポリオール化合物、及びグリコールエーテル化合物
の少なくともいずれかが好適に用いられる。
　前記ポリオール化合物の炭素数が８未満であると、十分な浸透性が得られず、両面印刷
時に記録用メディアを汚したり、記録用メディア上でのインクの広がりが不十分で画素の
埋まりが悪くなるため、文字品位や画像濃度の低下が生じることがある。
　前記炭素数８以上のポリオール化合物としては、例えば、２－エチル－１，３－ヘキサ
ンジオール（溶解度：４．２％（２５℃））、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタ
ンジオール（溶解度：２．０％（２５℃））、などが好適である。
【００９７】
　前記グリコールエーテル化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、例えば、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコール
モノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコール
モノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、テトラエチレングリコ
ールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル等の多価アルコール
アルキルエーテル類；エチレングリコールモノフェニルエーテル、エチレングリコールモ
ノベンジルエーテル等の多価アルコールアリールエーテル類などが挙げられる。
【００９８】
　前記浸透剤の添加量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
０．１～２０質量％が好ましく、０．５～１０質量％がより好ましい。
【００９９】
　前記水溶性有機溶剤の添加量は０．１～２０質量％が好ましく、０．５～１０質量％が
より好ましい。
【０１００】
－湿潤剤－
　前記湿潤剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
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、ポリオール化合物、ラクタム化合物、尿素化合物及び糖類から選択される少なくとも１
種が好適である。
【０１０１】
　前記ポリオール化合物としては、例えば、多価アルコール類、多価アルコールアルキル
エーテル類、多価アルコールアリールエーテル類、含窒素複素環化合物、アミド類、アミ
ン類、含硫黄化合物類、プロピレンカーボネート、炭酸エチレン、などが挙げられる。こ
れらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上併用して使用してもよい。
【０１０２】
　前記多価アルコール類としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール
、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、１、
３－プルパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４ブタンジオール、３－メチル－
１，３－ブタンジオール１，３－プロパンジオール、１，５ペンタンジオール、１、６ヘ
キサンジオール、グリセロール、１、２、６－ヘキサントリオール、１、２、４－ブタン
トリオール、１、２、３－ブタントリオール、ペトリオールなどが挙げられる。
　前記多価アルコールアルキルエーテル類としては、例えば、エチレングリコールモノエ
チルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチ
ルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチ
ルエーテル、テトラエチレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノ
エチルエーテルなどが挙げられる。
　前記多価アルコールアリールエーテル類としては、例えば、エチレングリコールモノフ
ェニルエーテル、エチレングリコールモノベンジルエーテルなどが挙げられる。
　前記アミド類としては、例えば、ホルムアミド、Ｎ－メチルホルムアミド、ホルムアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミドなどが挙げられる。
　前記アミン類としては、例えば、モノエタノ－ルアミン、ジエタノールアミン、トリエ
タノールアミン、モノエチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミンなどが挙げられ
る。
　前記含硫黄化合物類としては、例えば、ジメチルスルホキシド、スルホラン、チオジエ
タノールなどが挙げられる。
　これらの中でも、溶解性と水分蒸発による噴射特性不良の防止に対して優れた効果が得
られる点から、グリセリン、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレン
グリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコー
ル、１，３－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、３－
メチル－１，３－ブタンジオール１，３－プロパンジオール、１，５－ペンタンジオール
、テトラエチレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、２－メチル－２，４－ペンタ
ンジオール、ポリエチレングリコール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，６－ヘ
キサントリオール、チオジグリコール、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、
Ｎ－ヒドロキシエチル－２－ピロリドンが好適である。
【０１０３】
　前記ラクタム化合物としては、例えば、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン
、Ｎ－ヒドロキシエチル－２－ピロリドン、ε－カプローラクタムから選択される少なく
とも１種が挙げられる。
　前記尿素化合物としては、例えば、尿素、チオ尿素、エチレン尿素及び１，３－ジメチ
ル－２－イミダゾリジノンから選択される少なくとも１種が挙げられる。前記尿素類の前
記インクへの添加量は、一般的に０．５～５０質量％が好ましく、１～２０質量％がより
好ましい。
【０１０４】
　前記糖類としては、単糖類、二糖類、オリゴ糖類（三糖類及び四糖類を含む）、多糖類
、又はこれらの誘導体などが挙げられる。これらの中でも、グルコース、マンノース、フ
ルクトース、リボース、キシロース、アラビノース、ガラクトース、マルトース、セロビ
オース、ラクトース、スクロース、トレハロース、マルトトリオースが好適であり、マル
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チトース、ソルビトース、グルコノラクトン、マルトースが特に好ましい。
　前記多糖類とは、広義の糖を意味し、α－シクロデキストリン、セルロースなど自然界
に広く存在する物質を含む意味に用いることができる。
　前記糖類の誘導体としては、前記糖類の還元糖（例えば、糖アルコール（ただし、一般
式：ＨＯＣＨ２（ＣＨＯＨ）ｎＣＨ２ＯＨ（ただし、ｎは２～５の整数を表す）で表され
る）、酸化糖（例えば、アルドン酸、ウロン酸など）、アミノ酸、チオ酸などが挙げられ
る。これらの中でも、特に糖アルコールが好ましい。該当アルコールとしては、例えば、
マルチトール、ソルビット、などが挙げられる。
【０１０５】
　前記湿潤剤の前記インク中における含有量は、１０～５０質量％が好ましく、２０～３
５質量％がより好ましい。前記含有量が少なすぎると、ノズルが乾燥しやすくなり液滴の
吐出不良が発生することがあり、多すぎるとインク粘度が高くなり、適正な粘度範囲を超
えてしまうことがある。
【０１０６】
－界面活性剤－
　前記界面活性剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、アニオン界面活性剤、ノニオン界面活性剤、両性界面活性剤、非イオン性界面活性
剤、アセチレングリコール系界面活性剤、又はフッ素系界面活性剤などが挙げられ、
　前記アニオン性界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル酢
酸塩、ドデシルベンゼンスルホン酸塩、ラウリル酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエー
テルサルフェートの塩、などが挙げられる。
【０１０７】
　前記ノニオン系界面活性剤としては、例えば、アセチレングリコール系界面活性剤、ポ
リオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポ
リオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシプロピレンポリオキシエチレン
アルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエステル、ポリオキシエチレンソルビタ
ン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリオキシエチレンアルキルア
ミド、などが挙げられる。
　前記アセチレングリコール系界面活性剤としては、例えば、２，４，７，９－テトラメ
チル－５－デシン－４，７－ジオール、３，６－ジメチル－４－オクチン－３，６－ジオ
ール、３，５－ジメチル－１－ヘキシン－３－オールなどが挙げられる。該アセチレング
リコール系界面活性剤は、市販品として、例えば、エアープロダクツ社（米国）のサーフ
ィノール１０４、８２、４６５、４８５、ＴＧなどが挙げられる。
【０１０８】
　前記両性界面活性剤としては、例えば、ラウリルアミノプロピオン酸塩、ラウリルジメ
チルベタイン、ステアリルジメチルベタイン、ラウリルジヒドロキシエチルベタインなど
が挙げられる。具体的には、ラウリルジメチルアミンオキシド、ミリスチルジメチルアミ
ンオキシド、ステアリルジメチルアミンオキシド、ジヒドロキシエチルラウリルアミンオ
キシド、ポリオキシエチレンヤシ油アルキルジメチルアミンオキシド、ジメチルアルキル
（ヤシ）ベタイン、ジメチルラウリルベタイン、などが挙げられる。
【０１０９】
　これら界面活性剤の中でも特に、下記一般式（Ｉ）、（II）、（III）、（IＶ）、（Ｖ
）、及び（ＶI）から選択される界面活性剤が好適である。
【０１１０】
【化９】

　ただし、前記一般式（Ｉ）中、Ｒ１は、アルキル基を表す。ｈは、３～１２の整数を表
す。Ｍは、アルカリ金属イオン、第４級アンモニウム、第４級ホスホニウム、及びアルカ
ノールアミンから選択されるいずれかを表す。
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【化１０】

　ただし、前記一般式（II）中、Ｒ２は、アルキル基を表す。Ｍは、アルカリ金属イオン
、第４級アンモニウム、第４級ホスホニウム、及びアルカノールアミンから選択されるい
ずれかを表す。
【０１１２】

【化１１】

　ただし、前記一般式（III）中、Ｒ３は、炭化水素基を表す。ｋは５～２０の整数を表
す。
【０１１３】
【化１２】

　ただし、前記一般式（IＶ）中、Ｒ４は、炭化水素基を表す。ｊは、５～２０の整数を
表す。
【０１１４】

【化１３】

　ただし、前記一般式（Ｖ）中、Ｒ６は、炭化水素基を表す。Ｌ及びｐは、１～２０の整
数を表す。
【０１１５】
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　ただし、前記一般式（ＶI）中、ｑ及びｒは０～４０の整数を表す。
【０１１６】
　以下、前記構造式（Ｉ）、及び(II)の界面活性剤を具体的に遊離酸型で示す。
【０１１７】

【化１５】

【０１１８】
【化１６】

【０１１９】
【化１７】

【０１２０】
【化１８】

【０１２１】
【化１９】

【０１２２】
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【０１２３】
【化２１】

【０１２４】
【化２２】

【０１２５】
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【化２３】

【０１２６】
【化２４】

　前記フッ素系界面活性剤としては、下記一般式（II－５）で表されるものが好適である
。
【０１２７】
【化２５】

　ただし、前記一般式（II－５）中、ｍは０～１０の整数を表す。ｎは１～４０の整数を
表す。
【０１２８】
　前記フッ素系界面活性剤としては、例えば、パーフルオロアルキルスルホン酸化合物、
パーフルオロアルキルカルボン化合物、パーフルオロアルキルリン酸エステル化合物、パ
ーフルオロアルキルエチレンオキサイド付加物、及びパーフルオロアルキルエーテル基を
側鎖に有するポリオキシアルキレンエーテルポリマー化合物、などが挙げられる。これら
の中でも、パーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に有するポリオキシアルキレンエーテ
ルポリマー化合物は起泡性が少なく、近年問題視されているフッ素化合物の生体蓄積性に
ついても低く安全性の高いものであり、特に好ましい。
【０１２９】
　前記パーフルオロアルキルスルホン酸化合物としては、例えば、パーフルオロアルキル
スルホン酸、パーフルオロアルキルスルホン酸塩、などが挙げられる。
　前記パーフルオロアルキルカルボン化合物としては、例えば、パーフルオロアルキルカ
ルボン酸、パーフルオロアルキルカルボン酸塩、などが挙げられる。
　前記パーフルオロアルキルリン酸エステル化合物としては、例えば、パーフルオロアル
キルリン酸エステル、パーフルオロアルキルリン酸エステルの塩、などが挙げられる。
　前記パーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に有するポリオキシアルキレンエーテルポ
リマー化合物としては、パーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に有するポリオキシアル
キレンエーテルポリマー、パーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に有するポリオキシア
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ルキレンエーテルポリマーの硫酸エステル塩、パーフルオロアルキルエーテル基を側鎖に
有するポリオキシアルキレンエーテルポリマーの塩、などが挙げられる。
　これらフッ素系界面活性剤における塩の対イオンとしては、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、ＮＨ４、
ＮＨ３ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ、ＮＨ２（ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ）２、ＮＨ（ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ）３

などが挙げられる。
【０１３０】
　前記フッ素系界面活性剤としては、適宜合成したものを使用してもよいし、市販品を使
用してもよい。
　該市販品としては、例えば、サーフロンＳ－１１１、Ｓ－１１２、Ｓ－１１３、Ｓ－１
２１、Ｓ－１３１、Ｓ－１３２、Ｓ－１４１、Ｓ－１４５（いずれも旭硝子社製）、フル
ラードＦＣ－９３、ＦＣ－９５、ＦＣ－９８、ＦＣ－１２９、ＦＣ－１３５、ＦＣ－１７
０Ｃ、ＦＣ－４３０、ＦＣ－４３１（いずれも住友スリーエム社製）、メガファックＦ－
４７０、Ｆ１４０５、Ｆ－４７４（いずれも大日本インキ化学工業社製）、ゾニールＴＢ
Ｓ、ＦＳＰ、ＦＳＡ、ＦＳＮ－１００、ＦＳＮ、ＦＳＯ－１００、ＦＳＯ、ＦＳ－３００
、ＵＲ（いずれもデュポン社製)、ＦＴ－１１０、ＦＴ－２５０、ＦＴ－２５１、ＦＴ－
４００Ｓ、ＦＴ－１５０、ＦＴ－４００ＳＷ（いずれも株式会社ネオス社製）、ＰＦ－１
５１Ｎ（オムノバ社製）などが挙げられる。これらの中でも、信頼性と発色向上に関して
良好な点から、ゾニールＦＳ－３００、ＦＳＮ、ＦＳＮ－１００、ＦＳＯ（デュポン社製
）が特に好ましい。
【０１３１】
　前記表面張力としては、２５℃で、３０ｍＮ／ｍ以下であることが好ましく、さらに望
ましくは２５ｍＮ／ｍ以下であることが望ましい。
【０１３２】
　顔料定着剤としては、任意の樹脂エマルジョンが使用できる。
－樹脂エマルジョン－
　前記樹脂エマルジョンは、樹脂微粒子を連続相としての水中に分散したものであり、必
要に応じて界面活性剤のような分散剤を含有しても構わない。
　前記分散相成分としての樹脂微粒子の含有量（樹脂エマルジョン中の樹脂微粒子の含有
量）は一般的には１０～７０質量％が好ましい。また、前記樹脂微粒子の粒径は、特にイ
ンクジェット記録装置に使用することを考慮すると、平均粒径１０～１０００ｎｍが好ま
しく、２０～３００ｎｍがより好ましい。
【０１３３】
　前記分散相の樹脂微粒子成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、アクリル系樹脂、酢酸ビニル系樹脂、スチレン系樹脂、ブタジエン系
樹脂、スチレン‐ブタジエン系樹脂、塩化ビニル系樹脂、アクリルスチレン系樹脂、アク
リルシリコーン系樹脂などが挙げられ、これらの中でも、アクリルシリコーン系樹脂が特
に好ましい。
　前記樹脂エマルジョンとしては、適宜合成したものを使用してもよいし、市販品を使用
してもよい。
　該市販の樹脂エマルジョンとしては、例えば、マイクロジェルＥ－１００２、Ｅ－５０
０２（スチレン－アクリル系樹脂エマルジョン、日本ペイント株式会社製）、ボンコート
４００１（アクリル系樹脂エマルジョン、大日本インキ化学工業株式会社製）、ボンコー
ト５４５４（スチレン－アクリル系樹脂エマルジョン、大日本インキ化学工業株式会社製
）、ＳＡＥ－１０１４（スチレン－アクリル系樹脂エマルジョン、日本ゼオン株式会社製
）、サイビノールＳＫ－２００（アクリル系樹脂エマルジョン、サイデン化学株式会社製
）、プライマルＡＣ－２２、ＡＣ－６１（アクリル系樹脂エマルジョン、ローム・アンド
・ハース製）、ナノクリルＳＢＣＸ－２８２１、３６８９（アクリルシリコーン系樹脂エ
マルジョン、東洋インキ製造株式会社製）、＃３０７０（メタクリル酸メチル重合体樹脂
エマルジョン、御国色素社製）などが挙げられる。
【０１３４】
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　前記樹脂エマルジョンにおける樹脂微粒子成分の前記インクにおける添加量としては、
０．１～５０質量％が好ましく、０．５～２０質量％がより好ましく、１～１０質量％が
更に好ましい。前記添加量が０．１質量％未満であると、耐目詰まり性及び吐出安定性の
向上効果が十分でないことがあり、５０質量％を超えると、インクの保存安定性を低下さ
せてしまうことがある。
【０１３５】
　また目的に応じ、紫外線硬化型樹脂を併用しても良い。
本発明で用いることのできる紫外線硬化型樹脂の具体例としては、例えば公知のアクリル
系光重合性モノマーおよび／またはアクリル系光重合性オリゴマーを重合したものを挙げ
ることができる。 
【０１３６】
　このような光重合性モノマーとしては、例えばアクリル酸やメタクリル酸などの不飽和
カルボン酸又はそのエステル、例えばアルキル－、シクロアルキル－、ハロゲン化アルキ
ル－、アルコキシアルキル－、ヒドロキシアルキル－、アミノアルキル－、テトラヒドロ
フルフリル－、アリル－、グリシジル－、ベンジル－、フェノキシ－アクリレート及びメ
タクリレート、アルキレングリコール、ポリオキシアルキレングリコールのモノ又はジア
クリレート及びメタクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート及びメタクリ
レート、ペンタエリトリットテトラアクリレート及びメタクリレートなど、アクリルアミ
ド、メタクリルアミド又はその誘導体、例えばアルキル基やヒドロキシアルキル基でモノ
置換又はジ置換されたアクリルアミド及びメタクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド
及びメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ′－アルキレンビスアクリルアミド及びメタクリルアミド
など、アリル化合物、例えばアリルアルコール、アリルイソシアネート、ジアリルフタレ
ート、トリアリルイソシアヌレートなどを挙げることができる。 また、例えばイソボル
ニルアクリレート又はメタクリレート、ノルボルニルアクリレート又はメタクリレート、
ジシクロペンテノキシエチルアクリレート又はメタクリレート、ジシクロペンテノキシプ
ロピルアクリレート又はメタクリレートなど、ジエチレングリコールジシクロペンテニル
モノエーテルのアクリル酸エステル又はメタクリル酸エステル、ポリオキシエチレン若し
くはポリプロピレングリコールジシクロペンテニルモノエーテルのアクリル酸エステル又
はメタクリル酸エステルなど、ジシクロペンテニルシンナメート、ジシクロペンテノキシ
エチルシンナメート、ジシクロペンテノキシエチルモノフマレート又はジフマレートなど
、３，９－ビス（１，１－ビスメチル－２－オキシエチル）－スピロ［５，５］ウンデカ
ン、３，９－ビス（１，１－ビスメチル－２－オキシエチル）－２，４，８，１０－テト
ラオキサスピロ［５，５］ウンデカン、３，９－ビス（２－オキシエチル）－スピロ［５
，５］ウンデカン、３，９－ビス（２－オキシエチル）－２，４，８，１０－テトラオキ
サスピロ［５，５］ウンデカンなどのモノ－、ジアクリレート又はモノ－、ジメタアクリ
レート、あるいはこれらのスピログリコールのエチレンオキシド又はプロピレンオキシド
付加重合体のモノ－、ジアクリレート、又はモノ－、ジメタアクリレート、あるいは前記
モノアクリレート又はメタクリレートのメチルエーテル、１－アザビシクロ［２，２，２
］－３－オクテニルアクリレート又はメタクリレート、ビシクロ［２，２，１］－５－ヘ
プテン－２，３－ジカルボキシルモノアリルエステルなど、ジシクロペンタジエニルアク
リレート又はメタクリレート、ジシクロペンタジエニルオキシエチルアクリレート又はメ
タクリレート、ジヒドロジシクロペンタジエニルアクリレート又はメタクリレートなどの
光重合性モノマーを用いることができる。
　これらの光重合性モノマーは単独で用いてもよいし２種以上組み合わせて用いてもよい
。
【０１３７】
　アクリル系光重合性オリゴマーとしては、エポキシ樹脂のアクリル酸エステル例えばビ
スフェノールＡのジグリシジルエーテルジアクリレート、エポキシ樹脂とアクリル酸とメ
チルテトラヒドロフタル酸無水物との反応生成物、エポキシ樹脂と２－ヒドロキシエチル
アクリレートとの反応生成物、グリシジルジアクリレートと無水フタル酸との開環共重合
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エステル、メタクリル酸二量体とポリオールとのエステル、アクリル酸と無水フタル酸と
プロピレンオキシドから得られるポリエステル、ポリビニルアルコールとＮ－メチロール
アクリルアミドとの反応生成物、ポリエチレングリコールと無水マレイン酸とグリシジル
メタクリレートとの反応生成物などのような不飽和ポリエステル系プレポリマーや、ポリ
ビニルアルコールを無水コハク酸でエステル化した後、グリシジルメタクリレートを付加
させたものなどのようなポリビニルアルコール系プレポリマー、メチルビニルエーテル－
無水マレイン酸共重合体と２－ヒドロキシエチルアクリレートとの反応生成物又はこれに
さらにグリシジルメタクリレートを反応させたものなどのポリアクリル酸又はマレイン酸
共重合体系プレポリマーなど、そのほか、ウレタン結合を介してポリオキシアルキレンセ
グメント又は飽和ポリエステルセグメントあるいはその両方が連結し、両末端にアクリロ
イル基又はメタクロイル基を有するウレタン系プレポリマーなどを挙げることができる。
【０１３８】
－その他の成分－
　前記その他の成分としては、特に制限はなく、必要に応じて適宜選択することができ、
例えば、ｐＨ調整剤、防腐防黴剤、防錆剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、酸素吸収剤、光
安定化剤、などが挙げられる。
【０１３９】
　前記防腐防黴剤としては、例えば、１，２－ベンズイソチアゾリン－３－オン、デヒド
ロ酢酸ナトリウム、ソルビン酸ナトリウム、２－ピリジンチオール－１－オキサイドナト
リウム、安息香酸ナトリウム、ペンタクロロフェノールナトリウム、などが挙げられる。
【０１４０】
　前記ｐＨ調整剤としては、調合されるインクに悪影響をおよぼさずにｐＨを７以上に調
整できるものであれば特に制限はなく、目的に応じて任意の物質を使用することができる
。
　該ｐＨ調製剤としては、例えば、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン等のアミ
ン、水酸化リチウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属元素の水酸化
物；水酸化アンモニウム、第４級アンモニウム水酸化物、第４級ホスホニウム水酸化物、
炭酸リチウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム等のアルカリ金属の炭酸塩、などが挙げら
れる。
【０１４１】
　前記防錆剤としては、例えば、酸性亜硫酸塩、チオ硫酸ナトリウム、チオジグリコール
酸アンモン、ジイソプロピルアンモニウムニトライト、四硝酸ペンタエリスリトール、ジ
シクロヘキシルアンモニウムニトライト、などが挙げられる。
【０１４２】
　前記酸化防止剤としては、例えば、フェノール系酸化防止剤（ヒンダードフェノール系
酸化防止剤を含む）、アミン系酸化防止剤、硫黄系酸化防止剤、りん系酸化防止剤、など
が挙げられる。
　前記フェノール系酸化防止剤（ヒンダードフェノール系酸化防止剤を含む）としては、
例えば、ブチル化ヒドロキシアニソール、２,６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－エチルフ
ェノール、ステアリル－β－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオネート、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノ
ール）、２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４
，４’－ブチリデンビス（３－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、３，９－ビ
ス［１，１－ジメチル－２－［β－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチ
ルフェニル）プロピオニルオキシ］エチル］２，４，８，１０－テトライキサスピロ[５
，５]ウンデカン、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－
ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス［メチレン－３－（
３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタ
ン、などが挙げられる。
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【０１４３】
　前記アミン系酸化防止剤としては、例えば、フェニル－β－ナフチルアミン、α－ナフ
チルアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、フェノチアジン
、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミン、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ
－クレゾール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、２，４－ジメチル－６－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－フェノール、ブチルヒドロキシアニソール、２，２’－メチレンビス（４
－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４,４’－ブチリデンビス（３－メチル
－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４,４’－チオビス（３－メチル－６－ｔｅｒｔ
－ブチルフェノール）、テトラキス［メチレン－３（３,５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４
－ジヒドロキフェニル）プロピオネート］メタン、１,１,３－トリス（２－メチル－４－
ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ブタン、などが挙げられる。
【０１４４】
　前記硫黄系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリル３，３’－チオジプロピオネート
、ジステアリルチオジプロピオネート、ラウリルステアリルチオジプロピオネート、ジミ
リスチル３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリルβ，β’－チオジプロピオネー
ト、２－メルカプトベンゾイミダゾール、ジラウリルサルファイド等が挙げられる。
【０１４５】
　前記リン系酸化防止剤としては、トリフェニルフォスファイト、オクタデシルフォスフ
ァイト、トリイソデシルフォスファイト、トリラウリルトリチオフォスファイト、トリノ
ニルフェニルフォスファイト、等が挙げられる。
【０１４６】
　前記紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾ
ール系紫外線吸収剤、サリチレート系紫外線吸収剤、シアノアクリレート系紫外線吸収剤
、ニッケル錯塩系紫外線吸収剤、などが挙げられる。
【０１４７】
　前記ベンゾフェノン系紫外線吸収剤としては、例えば、２－ヒドロキシ－４－ｎ－オク
トキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－ｎ－ドデシルオキシベンゾフェノン、２,
４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２,
２’,４,４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、等が挙げられる。
【０１４８】
　前記ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、例えば、２－（２'－ヒドロキシ－
５'－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２'－ヒドロキシ－５'
－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２'－ヒドロキシ－４'－オクトキシフェ
ニル）ベンゾトリアゾール、２－（２'－ヒドロキシ－３'－ｔｅｒｔ－ブチル－５'－メ
チルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、等が挙げられる。
【０１４９】
　前記サリチレート系紫外線吸収剤としては、例えば、フェニルサリチレート、ｐ－ｔｅ
ｒｔ－ブチルフェニルサリチレート、ｐ－オクチルフェニルサリチレート、等が挙げられ
る。
【０１５０】
　前記シアノアクリレート系紫外線吸収剤としては、例えば、エチル－２－シアノ－３，
３'－ジフェニルアクリレート、メチル－２－シアノ－３－メチル－３－（ｐ－メトキシ
フェニル）アクリレート、ブチル－２－シアノ－３－メチル－３－（ｐ－メトキシフェニ
ル）アクリレート、等が挙げられる。
【０１５１】
　前記ニッケル錯塩系紫外線吸収剤としては、例えば、ニッケルビス（オクチルフェニル
）サルファイド、２,２’－チオビス（４－ｔｅｒｔ－オクチルフェレート）－ｎ－ブチ
ルアミンニッケル（ＩＩ）、２，２’－チオビス（４－ｔｅｒｔ－オクチルフェレート）
－２－エチルヘキシルアミンニッケル（ＩＩ）、２,２’－チオビス（４－ｔｅｒｔ－オ
クチルフェレート）トリエタノールアミンニッケル（ＩＩ）、等が挙げられる。
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【０１５２】
　本発明のインクは、少なくとも水、着色剤、及び水溶性有機溶剤、湿潤剤、界面活性剤
、更に必要に応じてその他の成分を水性媒体中に分散又は溶解し、さらに必要に応じて攪
拌混合して製造する。前記分散は、例えば、サンドミル、ホモジナイザー、ボールミル、
ペイントシャイカー、超音波分散機等により行うことができ、攪拌混合は通常の攪拌羽を
用いた攪拌機、マグネチックスターラー、高速の分散機等で行うことができる。
【０１５３】
　前記インクの物性としては、例えば、粘度、表面張力、ｐＨ等が以下の範囲であること
が好ましい。
　前記インクの粘度は、２５℃で、１ｃｐｓ以上３０ｃｐｓ以下が好ましく、２～２０ｃ
ｐｓがより好ましい。前記粘度が２０ｃｐｓを超えると、吐出安定性の確保が困難になる
ことがある。
　前記ｐＨとしては、例えば、７～１０が好ましい。
【０１５４】
　前記インクの着色としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックなどが挙げられる。これらの着色を２種以上併用
したインクセットを使用して記録を行うと、多色画像を形成することができ、全色併用し
たインクセットを使用して記録を行うと、フルカラー画像を形成することができる。
【０１５５】
＜添加剤、物性＞
　本発明の記録液を所望の物性にするため、あるいは乾燥による記録ヘッドのノズルの詰
まりを防止するためなどの目的で、色材の他に、水溶性有機溶媒を使用することが好まし
い。水溶性有機溶媒には湿潤剤、浸透剤が含まれる。湿潤剤は乾燥による記録ヘッドのノ
ズルの詰まりを防止することを目的に添加される。湿潤剤の具体例としては、エチレング
リコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコール
、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，３－
プロパンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、
１，５－ペンタンジオール、１，６－へキサンジオール、グリセリン、１，２，６－へキ
サントリオール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、１，２，４－ブタントリオー
ル、１，２，３－ブタントリオール、ペトリオール等の多価アルコール類、エチレングリ
コールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコ
ールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコ
ールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエーテル、テトラエチレン
グリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル等の多価アル
コールアルキルエーテル類、エチレングリコールモノフェニルエーテル、エチレングリコ
ールモノベンジルエーテル等の多価アルコールアリールエ－テル額；Ｎ－メチル－２－ピ
ロリドン、Ｎ－ヒドロキシエチル－２－ピロリドン、２－ピロリドン、１，３－ジメチル
イミダゾリジノン、ε－カプローラクタム等の含窒素複素環化合物；ホルムアミド、Ｎ－
メチルホルムアミド、ホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド等のアミド類；モノ
エタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、モノエチルアミン、ジ
エチルアミン、トリエチルアミン等のアミン類、ジメチルスルホキシド、スルホラン、チ
オジエタノ－ル等の含硫黄化合物類、プロピレンカーボネート、炭酸エチレン、γ－ブチ
ローラクトン等である。これらの溶媒は、水とともに単独もしくは複数混合して用いられ
る。
【０１５６】
　また、浸透剤は記録液と被記録材の濡れ性を向上させ、浸透速度を調整する目的で添加
される。浸透剤としては、下記式（１）～（４）で表されるものが好ましい。すなわち、
下記式（１）のポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル系界面活性剤、式（２）の
アセチレングリコール系界面活性剤、下記式（３）のポリオキシエチレンアルキルエーテ
ル系界面活性剤ならびに式（４）のポリオキシエチレンポリオキシプロピレンアルキルエ
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ーテル系界面活性剤は、液の表面張力を低下させることができるので、濡れ性を向上させ
、浸透速度を高めることができる。
【０１５７】
【化２６】

（Ｒは分岐していても良い炭素数６～１４の炭化水素鎖、ｋ：５～２０）
【０１５８】
【化２７】

（ｍ，ｎは０～４０）
【０１５９】

【化２８】

（Ｒは分岐してもよい炭素数６～１４の炭化水素鎖、ｎは５～２０）
【０１６０】

【化２９】

（Ｒは炭素数６～１４の炭化水素鎖、ｍ、ｎは２０以下の数）
【０１６１】
　前記式（１）～（４）の化合物以外では、例えばジエチレングリコールモノフェニルエ
ーテル、エチレングリコールモノフェニルエーテル、エチレングリコールモノアリルエー
テル、ジエチレングリコールモノフェニルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエ
ーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、テトラエチレングリコールクロロフ
ェニルエーテル等の多価アルコールのアルキル及びアリールエーテル類、ポリオキシエチ
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レンポリオキシプロピレンブロック共重合体等のノニオン系界面活性剤、フッ素系界面活
性剤、エタノール、２－プロパノール等の低級アルコール類を用いることができるが、特
にジエチレングリコールモノブチルエーテルが好ましい。
【０１６２】
　本発明の記録液の表面張力は、２５ｄｙｎｅ／ｃｍ以下であることが好ましく、被記録
材との濡れ性と液滴の粒子化の両立の観点からは２３ｄｙｎｅ／ｃｍ以下であることがさ
らに好ましい。
　本発明の記録液の粘度は、１．０～２０．０ｃＰであることが好ましく、吐出安定性の
観点からは３．０～１０．０ｃＰであることがさらに好ましい。
　本発明の記録液のｐＨは３～１１であることが好ましく、接液する金属部材の腐食防止
の観点からは６～１０であることがさらに好ましい。
【０１６３】
　本発明の記録液は防腐防黴剤を含有することができる。防腐防黴剤を含有することによ
って、菌の繁殖を押さえることができ、保存安定性、画質安定性を高めることができる。
防腐防黴剤としてはベンゾトリアゾール、デヒドロ酢酸ナトリウム、ソルビン酸ナトリウ
ム、２－ピリジンチオール－１－オキサイドナトリウム、イソチアゾリン系化合物、安息
香酸ナトリウム、ペンタクロロフェノールナトリウム等が使用できる。
【０１６４】
　本発明の記録液は防錆剤を含有することができる。防錆剤を含有することによって、ヘ
ッド等の接液する金属面に被膜を形成し、腐食を防ぐことができる。防錆剤としては、例
えば、酸性亜硫酸塩、チオ硫酸ナトリウム、チオジグリコール酸アンモン、ジイソプロピ
ルアンモニウムニトライト、四硝酸ペンタエリスリトール、ジシクロヘキシルアンモニウ
ムニトライト等が使用できる。
【０１６５】
　本発明の記録液は酸化防止剤を含有することができる。酸化防止剤を含有することによ
って、腐食の原因となるラジカル種が生じた場合にも酸化防止剤がラジカル種を消滅させ
ることで腐食を防止することができる。酸化防止剤としては、フェノール系化合物類、ア
ミン系化合物類が代表的であるがフェノール系化合物類としては、ハイドロキノン、ガレ
ート等の化合物、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ステアリル－β－（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２，２’－
メチレンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビ
ス（４－エチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス（３－メチル
－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキ
シ－５－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－ト
リス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、トリス（３，５－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、テトラキス［メチレ
ン－３（３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
］メタン等のヒンダードフェノール系化合物が例示され、アミン系化合物類としては、Ｎ
，Ｎ’－ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミン、フェニル－β－ナフチルアミン、フェニ
ル－α－ナフチルアミン、Ｎ，Ｎ’－β－ナフチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’
－ジフェニルエチレンジアミン、フェノチアジン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－
フェニレンジアミン、４，４’－テトラメチル－ジアミノジフェニルメタン等が例示され
る。また、後者としては、硫黄系化合物類、リン系化合物類が代表的であるが、硫黄系化
合物としては、ジラウリルチオジプロピオネート、ジステアリルチオジプロピオネート、
ラウリルステアリルチオジプロピオネート、ジミリスチルチオジプロピオネート、ジステ
アリルβ，β’－チオジブチレート、２－メルカプトベンゾイミダゾール、ジラウリルサ
ルファイド等が例示され、リン系化合物類としては、トリフェニルフォスファイト、トリ
オクタデシルフォスファイト、トリデシルフォスファイト、トリラウリルトリチオフォス
ファイト、ジフェニルイソデシルフォスファイト、トリノニルフェニルフォスファイト、
ジステアリルペンタエリスリトールフォスファイト等が例示される。
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【０１６６】
　本発明の記録液はｐＨ調整剤を含有することができる。ｐＨ調整剤としては、水酸化リ
チウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等のアルカリ金属元素の水酸化物、水酸化ア
ンモニウム、第４級アンモニウム水酸化物、第４級ホスホニウム水酸化物、炭酸リチウム
、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム等のアルカリ金属の炭酸塩、ジエタノールアミン、トリ
エタノ－ルアミン等のアミン類、硼酸、塩酸、硝酸、硫酸、酢酸等を用いることができる
。
【０１６７】
　本発明によれば、既存の印刷用塗工紙であっても、前記条件を満たすものであれば、良
好な画像を形成することができる。
　既存の印刷用塗工紙とは、いわゆるアート紙（Ａ０，Ａ１）、Ａ２コート紙、Ａ３コー
ト紙、Ｂ２コート紙、軽量コート紙、微塗工紙といった商業印刷・出版印刷に用いられて
いる塗工紙のことであり、オフセット印刷、グラビア印刷等に用いられるものである。
　具体的な商品としては、キャストコート紙として、ミラーコートプラチナ（王子製紙）
、エスプリコートＣ(日本製紙)、等が挙げられる。
　アート紙としては、ＯＫ金藤Ｎ、ＯＫ金藤－Ｒ４０Ｎ、ＳＡ金藤Ｎ、サテン金藤Ｎ、サ
テン金藤－Ｒ４０Ｎ、ウルトラサテン金藤Ｎ、ウルトラＯＫ金藤Ｎ、金藤片面（王子製紙
）、ＮＰｉ特アート、ＮＰｉスーパーアート、ＮＰｉスーパーダル、ＮＰｉダルアート（
日本製紙）、ユトリロスーパーアート、ユトリロスーパーダル、ユトリロプレミアム（大
王製紙）、高級アートＡ、特菱アート、スーパーマットアートＡ、高級ダルアートＡ（三
菱製紙）、雷鳥スーパーアートＮ、雷鳥スーパーアートＭＮ、雷鳥特アート、雷鳥ダルア
ートＮ（中越パルプ）等が挙げられる。
　Ａ２コート紙としては、ＯＫトップコート＋（プラス）、ＯＫトップコートＳ、ＯＫカ
サブランカ、ＯＫカサブランカＶ、ＯＫトリニティ、ＯＫトリニティＮａＶｉ、ニューエ
イジ、ニューエイジＷ、ＯＫトップコートマットＮ、ＯＫロイヤルコート、ＯＫトップコ
ートダル、Ｚコート、ＯＫ嵩姫、ＯＫ嵩王、ＯＫ嵩王サテン、ＯＫトップコート＋、ＯＫ
ノンリンクル、ＯＫコートＶ、ＯＫコートＮグリーン１００、ＯＫマットコートグリーン
１００、ニューエイジグリーン１００、Ｚコートグリーン１００（王子製紙）、オーロー
ラコート、しらおいマット、インペリアルマット、シルバーダイヤ、リサイクルコート１
００、サイクルマット１００（日本製紙）、ミューコート、ミューホワイト、ミューマッ
ト、ホワイトミューマット（北越製紙）、雷鳥コートＮ、レジーナ雷鳥コート１００、雷
鳥マットコートＮ、レジーナ雷鳥マット１００（中越パルプ工業）、パールコート、ホワ
イトパールコートＮ、ニューＶマット、ホワイトニューＶマット、パールコートＲＥＷ、
ホワイトパールコートＮＲＥＷ、ニューＶマットＲＥＷ、ホワイトニューＶマットＲＥＷ
（三菱製紙）、等が挙げられる。
　Ａ３コート（軽量コート）紙としては、ＯＫコートＬ、ロイヤルコートＬ、ＯＫコート
ＬＲ、ＯＫホワイトＬ、ＯＫロイヤルコートＬＲ、ＯＫコートＬグリーン１００、ＯＫマ
ットコートＬグリーン１００（王子製紙）、イースターＤＸ、リサイクルコートＬ１００
、オーローラＬ、リサイクルマットＬ１００、＜ＳＳＳ＞エナジーホワイト（日本製紙）
、ユトリロコートＬ、マチスコート（大王製紙）、ハイ・アルファ、アルファマット、（
Ｎ）キンマリＬ、キンマリＨｉＬ（北越製紙）、ＮパールコートＬ、ＮパールコートＬＲ
ＥＷ、スイングマットＲＥＷ（三菱製紙）、スーパーエミネ、エミネ、シャトン（中越パ
ルプ工業）等が挙げられる。
　Ｂ２コート（中質コート）紙としてはＯＫ中質コート、（Ｆ）ＭＣＯＰ、ＯＫアストロ
グロス、ＯＫアストロダル、ＯＫアストロマット（王子製紙）、キングＯ（日本製紙）等
が挙げられる。
　微塗工紙としてはＯＫロイヤルライトＳグリーン１００、ＯＫエバーライトコート、Ｏ
ＫエバーライトＲ、ＯＫエバーグリーン、クリーンヒットＭＧ、ＯＫ微塗工スーパーエコ
Ｇ、エコグリーンダル、ＯＫ微塗工マットエコＧ１００、ＯＫスターライトコート、ＯＫ
ソフトロイヤル、ＯＫブライト、クリーンヒットＧ、やまゆりブライト、やまゆりブライ
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トＧ、ＯＫアクアライトコート、ＯＫロイヤルライトＳグリーン１００、ＯＫブライト（
ラフ・ツヤ）、スノーマット、スノーマットＤＸ、ＯＫ嵩姫、ＯＫ嵩ゆり（王子製紙）、
ピレーヌＤＸ、ペガサスハイパー８、オーローラＳ、アンデスＤＸ、スーパーアンデスＤ
Ｘ、スペースＤＸ、セーヌＤＸ、特グラビアＤＸ、ペガサス、シルバーペガサス、ペガサ
スハーモニー、グリーンランドＤＸ１００、スーパーグリーンランドＤＸ１００、＜ＳＳ
Ｓ＞エナジーソフト、＜ＳＳＳ＞エナジーライト、ＥＥヘンリー（日本製紙）、カントエ
クセル、エクセルスーパーＢ、エクセルスーパーＣ、カントエクセルバル、ユトリロエク
セル、ハイネエクセル、ダンテエクセル（大王製紙）、コスモエース（大昭和板紙）、セ
ミ上Ｌ、ハイ・ベータ、ハイ・ガンマ、シロマリＬ、ハミング、ホワイトハミング、セミ
上ＨｉＬ、シロマリＨｉＬ（北越製紙）、ルビーライトＨＲＥＷ、パールソフト、ルビー
ライトＨ（三菱製紙）、シャトン、ありそ、スマッシュ（中越パルプ工業）、スターチェ
リー、チェリースーパー（丸住製紙）等が挙げられる。
【０１６８】
　また特殊なコート紙として、既に本特許の条件を満たしているものならば本特許のメデ
ィアとして代用することができる。例えば一部の電子写真向けコート紙や、グラビア印刷
用コート紙が挙げられる。具体的にはＰＯＤグロスコート（王子製紙）やスペースＤＸ（
日本製紙）、エース（日本製紙）等が挙げられる。これらはコート層の細孔容積が適切で
あり、本特許のメディアとして使用可能である。
【０１６９】
－プリンタ
　本発明のインクメディアセットにおけるインクは、インクジェットヘッドとして、イン
ク流路内のインクを加圧する圧力発生手段として圧電素子を用いてインク流路の壁面を形
成する振動板を変形させてインク流路内容積を変化させてインク滴を吐出させるいわゆる
ピエゾ型のもの（特開平２－５１７３４号公報参照）、あるいは、発熱抵抗体を用いてイ
ンク流路内でインクを加熱して気泡を発生させるいわゆるサーマル型のもの（特開昭６１
－５９９１１号公報参照）、インク流路の壁面を形成する振動板と電極とを対向配置し、
振動板と電極との間に発生させる静電力によって振動板を変形させることで、インク流路
内容積を変化させてインク滴を吐出させる静電型のもの（特開平６－７１８８２号公報参
照）などいずれのインクジェットヘッドを搭載するプリンタにも良好に使用できる。
【０１７０】
（インクカートリッジ）
　本発明のインクカートリッジは、本発明の前記インクメディアセットにおけるインクを
容器中に収容してなり、更に必要に応じて適宜選択したその他の部材等を有してなる。
　前記容器としては、特に制限はなく、目的に応じてその形状、構造、大きさ、材質等を
適宜選択することができ、例えば、アルミニウムラミネートフィルム、樹脂フィルム等で
形成されたインク袋などを少なくとも有するもの、などが好適に挙げられる。
【０１７１】
　次に、インクカートリッジについて、図６及び図７を参照して説明する。ここで、図６
は、本発明のインクカートリッジの一例を示す図であり、図７は図６のインクカートリッ
ジのケース（外装）も含めた図である。
　インクカートリッジ（２００）は、図６に示すように、インク注入口（２４２）からイ
ンク袋（２４１）内に充填され、排気した後、該インク注入口（２４２）は融着により閉
じられる。使用時には、ゴム部材からなるインク排出口（２４３）に装置本体の針を刺し
て装置に供給される。
　インク袋（２４１）は、透気性のないアルミニウムラミネートフィルム等の包装部材に
より形成されている。このインク袋（２４１）は、図７に示すように、通常、プラスチッ
ク製のカートリッジケース（２４４）内に収容され、各種インクジェット記録装置に着脱
可能に装着して用いられるようになっている。
【０１７２】
　本発明のインクカートリッジは、本発明の前記インクメディアセットにおけるインクを
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収容し、各種インクジェット記録装置に着脱可能に装着して用いることができ、また、後
述する本発明のインクジェット記録装置に着脱可能に装着して用いるのが特に好ましい。
【０１７３】
（インクジェット記録装置及びインクジェット記録方法）
　本発明のインクジェット記録装置は、インク飛翔手段を少なくとも有してなり、更に必
要に応じて適宜選択したその他の手段、例えば、刺激発生手段、制御手段等を有してなる
。
　本発明のインクジェット記録方法は、インク飛翔工程を少なくとも含み、更に必要に応
じて適宜選択したその他の工程、例えば、刺激発生工程、制御工程等を含む。
　本発明のインクジェット記録方法は、本発明のインクジェット記録装置により好適に実
施することができ、前記インク飛翔工程は前記インク飛翔手段により好適に行うことがで
きる。また、前記その他の工程は、前記その他の手段により好適に行うことができる。
【０１７４】
－インク飛翔工程及びインク飛翔手段－
　前記インク飛翔工程は、本発明の前記インクメディアセットにおけるインクに、刺激を
印加し、該インクを飛翔させて前記インクメディアセットにおける記録用メディアに画像
を記録する工程である。
　前記インク飛翔手段は、本発明の前記インクメディアセットにおけるインクに、刺激を
印加し、該インクを飛翔させて前記インクメディアセットにおける記録用メディアに画像
を記録する手段である。該インク飛翔手段としては、特に制限はなく、例えば、インク吐
出用の各種のノズル、などが挙げられる。
　本発明においては、該インクジェットヘッドの液室部、流体抵抗部、振動板、及びノズ
ル部材の少なくとも一部がシリコン及びニッケルの少なくともいずれかを含む材料から形
成されることが好ましい。
　また、インクジェットノズルのノズル径は、３０μｍ以下が好ましく、１～２０μｍが
好ましい。
　また、インクジェットヘッド上にインクを供給するためのサブタンクを有し、該サブタ
ンクにインクカートリッジから供給チューブを介してインクが補充されるように構成する
ことが好ましい。
　また、本発明のインクジェット記録方法では、３００ｄｐｉ以上の解像度において、最
大インク付着量が８～２０ｇ／ｍ２であることが好ましい。
【０１７５】
　前記刺激は、例えば、前記刺激発生手段により発生させることができ、該刺激としては
、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、熱、圧力、振動、光、などが
挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これ
らの中でも、熱、圧力が好適に挙げられる。
【０１７６】
　なお、前記刺激発生手段としては、例えば、加熱装置、加圧装置、圧電素子、振動発生
装置、超音波発振器、ライト、などが挙げられ、具体的には、例えば、圧電素子等の圧電
アクチュエータ、発熱抵抗体等の電気熱変換素子を用いて液体の膜沸騰による相変化を利
用するサーマルアクチュエータ、温度変化による金属相変化を用いる形状記憶合金アクチ
ュエータ、静電力を用いる静電アクチュエータ等、などが挙げられる。
【０１７７】
　前記インクメディアセットにおけるインクの飛翔の態様としては、特に制限はなく、前
記刺激の種類等応じて異なり、例えば、前記刺激が「熱」の場合、記録ヘッド内の前記イ
ンクに対し、記録信号に対応した熱エネルギーを例えばサーマルヘッド等を用いて付与し
、該熱エネルギーにより前記インクに気泡を発生させ、該気泡の圧力により、該記録ヘッ
ドのノズル孔から該インクを液滴として吐出噴射させる方法、などが挙げられる。また、
前記刺激が「圧力」の場合、例えば記録ヘッド内のインク流路内にある圧力室と呼ばれる
位置に接着された圧電素子に電圧を印加することにより、圧電素子が撓み、圧力室の容積
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が縮小して、前記記録ヘッドのノズル孔から該インクを液滴として吐出噴射させる方法、
などが挙げられる。
【０１７８】
　前記飛翔させる前記インクの液滴は、その大きさとしては、例えば、１～４０ｐｌとす
るのが好ましく、その吐出噴射の速さとしては５～２０ｍ／ｓが好ましく、その駆動周波
数としては１ｋＨｚ以上が好ましく、その解像度としては３００ｄｐｉ以上が好ましい。
【０１７９】
　なお、前記制御手段としては、前記各手段の動きを制御することができる限り特に制限
はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ
等の機器が挙げられる。
【０１８０】
　本発明のインクジェット記録装置により本発明のインクジェット記録方法を実施する一
の態様について、図面を参照しながら説明する。図８に示すインクジェット記録装置は、
装置本体（１０１）と、装置本体（１０１）に装着した用紙を装填するための給紙トレイ
（１０２）と、装置本体（１０１）に装着され画像が記録（形成）された用紙をストック
するための排紙トレイ（１０３）と、インクカートリッジ装填部（１０４）とを有する。
インクカートリッジ装填部（１０４）の上面には、操作キーや表示器などの操作部（１０
５）が配置されている。インクカートリッジ装填部（１０４）は、インクカートリッジ（
２０１）の脱着を行うための開閉可能な前カバー（１１５）を有している。
【０１８１】
　装置本体（１０１）内には、図９及び図１０に示すように、図示を省略している左右の
側板に横架したガイド部材であるガイドロッド（１３１）とステー（１３２）とでキャリ
ッジ（１３３）を主走査方向に摺動自在に保持し、主走査モータ（不図示）によって図１
０で矢示方向に移動走査する。
【０１８２】
　キャリッジ（１３３）には、イエロー（Ｙ）、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、ブラッ
ク（Ｂｋ）の各色のインク滴を吐出する４個のインクジェット記録用ヘッドからなる記録
ヘッド（１３４）を複数のインク吐出口を主走査方向と交叉する方向に配列し、インク滴
吐出方向を下方に向けて装着している。
　記録ヘッド（１３４）を構成するインクジェット記録用ヘッドとしては、圧電素子など
の圧電アクチュエータ、発熱抵抗体などの電気熱変換素子を用いて液体の膜沸騰による相
変化を利用するサーマルアクチュエータ、温度変化による金属相変化を用いる形状記憶合
金アクチュエータ、静電力を用いる静電アクチュエータなどをインクを吐出するためのエ
ネルギー発生手段として備えたものなどを使用できる。
　また、キャリッジ（１３３）には、記録ヘッド（１３４）に各色のインクを供給するた
めの各色のサブタンク（１３５）を搭載している。サブタンク（１３５）には、図示しな
いインク供給チューブを介して、インクカートリッジ装填部（１０５）に装填された本発
明のインクカートリッジ（２０１）から本発明の前記インクメディアセットにおけるイン
クが供給されて補充される。
【０１８３】
　一方、給紙トレイ（１０３）の用紙積載部（圧板）（１４１）上に積載した用紙（１４
２）を給紙するための給紙部として、用紙積載部（１４１）から用紙（１４２）を１枚ず
つ分離給送する半月コロ（給紙コロ（１４３））、及び給紙コロ（１４３）に対向し、摩
擦係数の大きな材質からなる分離パッド（１４４）を備え、この分離パッド（１４４）は
給紙コロ（１４３）側に付勢されている。
【０１８４】
　この給紙部から給紙された用紙（１４２）を記録ヘッド（１３４）の下方側で搬送する
ための搬送部として、用紙（１４２）を静電吸着して搬送するための搬送ベルト（１５１
）と、給紙部からガイド（１４５）を介して送られる用紙（１４２）を搬送ベルト（１５
１）との間で挟んで搬送するためのカウンタローラ（１５２）と、略鉛直上方に送られる
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用紙（１４２）を略９０°方向転換させて搬送ベルト（１５１）上に倣わせるための搬送
ガイド（１５３）と、押さえ部材（１５４）で搬送ベルト（１５１）側に付勢された先端
加圧コロ（１５５）とが備えられ、また、搬送ベルト（１５１）表面を帯電させるための
帯電手段である帯電ローラ（１５６）が備えられている。
【０１８５】
　搬送ベルト（１５１）は、無端状ベルトであり、搬送ローラ（１５７）とテンションロ
ーラ（１５８）との間に張架されて、ベルト搬送方向に周回可能である。この搬送ベルト
（１５１）は、例えば、抵抗制御を行っていない厚さ４０μｍ程度の樹脂材、例えば、テ
トラフルオロエチレンとエチレンの共重合体（ＥＴＦＥ）で形成した用紙吸着面となる表
層と、この表層と同材質でカーボンによる抵抗制御を行った裏層（中抵抗層、アース層）
とを有している。搬送ベルト（１５１）の裏側には、記録ヘッド（１３４）による印写領
域に対応してガイド部材（１６１）が配置されている。なお、記録ヘッド（１３４）で記
録された用紙（１４２）を排紙するための排紙部として、搬送ベルト（１５１）から用紙
（１４２）を分離するための分離爪（１７１）と、排紙ローラ（１７２）及び排紙コロ（
１７３）とが備えられており、排紙ローラ（１７２）の下方に排紙トレイ（１０３）が配
されている。
【０１８６】
　装置本体（１０１）の背面部には、両面給紙ユニット（１８１）が着脱自在に装着され
ている。両面給紙ユニット（１８１）は、搬送ベルト（１５１）の逆方向回転で戻される
用紙（１４２）を取り込んで反転させて再度カウンタローラ（１５２）と搬送ベルト（１
５１）との間に給紙する。なお、両面給紙ユニット（１８１）の上面には手差し給紙部（
１８２）が設けられている。
【０１８７】
　このインクジェット記録装置においては、給紙部から用紙（１４２）が１枚ずつ分離給
紙され、略鉛直上方に給紙された用紙（１４２）は、ガイド（１４５）で案内され、搬送
ベルト（１５１）とカウンタローラ（１５２）との間に挟まれて搬送される。更に先端を
搬送ガイド（１５３）で案内されて先端加圧コロ（１５５）で搬送ベルト（１５１）に押
し付けられ、略９０°搬送方向を転換される。
　このとき、帯電ローラ（１５６）によって搬送ベルト（１５１）が帯電されており、用
紙（１４２）は、搬送ベルト（１５１）に静電吸着されて搬送される。そこで、キャリッ
ジ（１３３）を移動させながら画像信号に応じて記録ヘッド（１３４）を駆動することに
より、停止している用紙（１４２）にインク滴を吐出して１行分を記録し、用紙（１４２
）を所定量搬送後、次行の記録を行う。記録終了信号又は用紙（１４２）の後端が記録領
域に到達した信号を受けることにより、記録動作を終了して、用紙（１４２）を排紙トレ
イ（１０３）に排紙する。
　そして、サブタンク（１３５）内のインクの残量ニアーエンドが検知されると、インク
カートリッジ（２０１）から所要量のインクがサブタンク（１３５）に補給される。
【０１８８】
　図１３に示すインクジェット記録装置は、図９に示されたインクジェット記録装置に本
発明の指触乾燥部と熱定着部（乾燥ユニット）を実装したものである。印字完了後に搬送
ベルト（１５１）から排紙コロ（１７３）を通して乾燥ユニット側の搬送ベルト（２０１
）に乗り移ったメディアは指触乾燥装置（２０３）から、必要に応じて、非接触状態で熱
エネルギー、もしくは冷風を暴露されて指触乾燥が促進される。指触乾燥が完了したメデ
ィアは先端より順に定着装置（２０２）の定着ローラを通過し、本発明の熱処理が完了す
る。
【０１８９】
　図１４はより高速な定着処理を行う為に、定着ユニットの定着ローラを２重に設けた場
合の基本レイアウト例である。搬送ベルト（Ａ１）によりメディア（Ａ４）が搬送される
際、赤外線ヒーター（Ａ２）で指触乾燥が行われる。定着ローラ（Ａ）と加圧ローラ（Ｂ
）が２重に設けられており、２つのローラを使用することで、ローラが１つの場合の２倍
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の速度で処理が可能となる。なお、このユニットは図１３のようにプリンタに設けても良
く、定着装置として個別に設けられていても良い。
　このような定着装置は、本発明の定着温度制御装置により制御することができるが、こ
の定着温度制御装置の構成自体は、１個の温度センサにより、互いに圧接するローラ対の
少なくとも一方のローラ表面温度をモニタ（検知）して上記ヒータを点滅してローラ温度
を制御するものであり、ローラ対に紙を通紙する際には上記ヒータは上記温度センサによ
るローラ表面温度の検知及び上記ヒータの通電可能範囲における所定時間毎の全長発熱状
態と部分発熱状態との切換えにより制御される。例えば、定着ローラや加圧ローラの区分
領域ごとの表面温度をモニタし、モニタされた温度信号を例えばコントローラにフィード
バックするようなものであって、かつ、設定温度は、予め変更できる（入力できる）所謂
通電制御手段と似たものであることができる。
【０１９０】
　このような定着温度制御装置付き定着装置は、例えば、特公平７－８２２８０号公報に
１例が記載されている。図３７～３９にその構成例を示す。
　図３７は、定着ローラ内にほゞその全長に亘る発熱フィラメントを有するヒータ（長ヒ
ータ）（２１）と、部分的に発熱フィラメントを有するヒータ（短ヒータ）（２０）とを
設けた定着装置に本発明を適用した例の回路図である。短ヒータ（２０）及び長ヒータ（
２１）には夫々リレー（SSR1）,（SSR2）により交流100Vの電圧が印加可能となっており
、リレー（SSR1）及び（SSR2）は温度制御回路（２２）からの信号により作動する。温度
制御回路（２２）は、図３８に詳細に示す如く、上記の短ヒータ（２０）及び長ヒータ（
２１）を内蔵するローラに対して１個のみ設けられた温度センサ（２３）からの信号と設
定温度に対応する信号（Ref）.とをコンパレータ（２４）で比較し、所定の値以上の差が
ある場合、温度制御信号がアンドゲート（AND1）及び（AND2）に入力される。アンドゲー
ト（AND1）及び（AND2）には夫々タイマー（２５）から、あらかじめ設定された短ヒータ
（２０）及び長ヒータ（２１）に通電可能タイミングの信号が交互に入力され、コンパレ
ータ（２４）からの信号と、タイマー（２５）からの信号の２つが重なったとき夫々リレ
ー（SSR1）,（SSR2）を作動させる信号が出力される。タイマー（２５）はコピー枚数の
カウンタで代用してもよい。
　図３９は上記の回路のタイマ（２５）からの制御ヒータの切換信号、コンパレータ（２
４）からの温度制御信号、長ヒータ及び短ヒータを制御するリレー（SSR2）,（SSR1）へ
の入力信号のタイミングチャートである。図示するように、待機時には長ヒータのみが、
温度制御信号により点滅制御される。次いで、通紙時には、長ヒータに通電可能なタイミ
ングと、短ヒータに通電可能なタイミングとが（T1）,（T2）時間ずつ交互に切換えられ
、コンパレータからの温度制御信号と、長ヒータ又は短ヒータの通電可能タイミングとが
重畳したタイミングに夫々のヒータに通電が行なわれローラの温度制御が行なわれる。
【０１９１】
　このインクジェット記録装置においては、本発明のインクカートリッジ（２０１）中の
インクを使い切ったときには、インクカートリッジ（２０１）における筐体を分解して内
部のインク袋だけを交換することができる。また、インクカートリッジ（２０１）は、縦
置きで前面装填構成としても、安定したインクの供給を行うことができる。したがって、
装置本体（１０１）の上方が塞がって設置されているような場合、例えば、ラック内に収
納したり、あるいは装置本体（１０１）の上面に物が置かれているような場合でも、イン
クカートリッジ（２０１）の交換を容易に行うことができる。
【０１９２】
　なお、ここでは、キャリッジが走査するシリアル型（シャトル型）インクジェット記録
装置に適用した例で説明したが、ライン型ヘッドを備えたライン型インクジェット記録装
置にも同様に適用することができる。
【０１９３】
　また、本発明のインクジェット記録装置及びインクジェット記録方法は、インクジェッ
ト記録方式による各種記録に適用することができ、例えば、インクジェット記録用プリン
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タ、ファクシミリ装置、複写装置、プリンタ／ファックス／コピー複合機などに特に好適
に適用することができる。
【０１９４】
　以下、本発明を適用したインクジェットヘッドについて示す。
　図１１は、本発明の一実施形態に係るインクジェットヘッドの要素拡大図、図１２は、
同ヘッドのチャンネル間方向の要部拡大断面図である。
　このインクジェットヘッドは、インク供給口（不図示）と共通液室（１ｂ）となる彫り
込みを形成したフレーム（１０）と、流体抵抗部（２ａ）、加圧液室（２ｂ）となる彫り
込みとノズル（３ａ）に連通する連通口（２ｃ）を形成した流路板（２０）と、ノズル（
３ａ）を形成するノズル板と、凸部（６ａ）、ダイヤフラム部（６ｂ）及びインク流入口
（６ｃ）を有する振動板（６０）と、該振動板（６０）に接着層（７０）を介して接合さ
れた積層圧電素子（５０）と、該積層圧電素子（５０）を固定しているベース（４０）を
備えている。
　ベース（４０）はチタン酸バリウム系セラミックからなり、積層圧電素子（５０）を２
列配置して接合している。
　積層圧電素子（５０）は、厚さ１０～５０μｍ／１層のチタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ
）の圧電層と、厚さ数μｍ／１層の銀・パラジウム（ＡｇＰｄ）からなる内部電極層とを
交互に積層している。内部電極層は両端で外部電極に接続する。
　積層圧電素子（５０）はハーフカットのダイシング加工により櫛歯上に分割され、１つ
毎に駆動部（５ｆ）と支持部（５ｇ）（非駆動部）として使用する。外部電極の外側はハ
ーフカットのダイシング加工で分割されるように、切り欠き等の加工により長さを制限し
ており、これらは複数の個別電極となる。他方はダイシングでは分割されずに導通してお
り共通電極となる。
　駆動部の個別電極にはＦＰＣ８が半田接合されている。また、共通電極は積層圧電素子
の端部に電極層を設けて回し込んでＦＰＣ８のＧｎｄ電極に接合している。ＦＰＣ８には
図示しないドライバＩＣが実装されており、これにより駆動部（５ｆ）への駆動電圧印加
を制御している。
【０１９５】
　振動板（６０）は、薄膜のダイヤフラム部（６ｂ）と、このダイヤフラム部（６ｂ）の
中央部に形成した駆動部（５ｆ）となる積層圧電素子（５０）と接合する島状凸部（アイ
ランド部）（６ａ）と、支持部に接合する梁を含む厚膜部と、インク流入口（６ｃ）とな
る開口を電鋳工法によるＮｉメッキ膜を２層重ねて形成している。ダイヤフラム部の厚さ
は３μｍ、幅は３５μｍ（片側）である。
　この振動板（６０）の島状凸部（６ａ）と積層圧電素子（５０）の駆動部（５ｆ）、振
動板（６０）とフレーム（１０）の結合は、ギャップ材を含んだ接着層（７０）をパター
ニングして接着している。
【０１９６】
　流路板（２０）はシリコン単結晶基板を用いて、流体抵抗部（２ａ）、加圧液室（２ｂ
）となる彫り込み、及びノズル（３ａ）に対する位置に連通口（２ｃ）となる貫通口をエ
ッチング工法でパターニングした。
　エッチングで残された部分が加圧液室（２ｂ）の隔壁（２ｄ）となる。また、このヘッ
ドではエッチング幅を狭くする部分を設けて、これを流体抵抗部（２ａ）とした。
　ノズルプレート（３０）は、金属材料、例えば、電鋳工法によるＮｉメッキ膜等で形成
したもので、インク滴を飛翔させるための微細な吐出口であるノズル（３ａ）を多数を形
成している。このノズル（３ａ）の内部形状（内側形状）は、ホーン形状（略円柱形状又
は略円錘台形状でもよい。）に形成している。また、このノズル（３ａ）の径はインク滴
出口側の直径で約２０～３５μｍである。また各列のノズルピッチは１５０ｄｐｉとした
。
【０１９７】
　インク供給口と共通液室（１ｂ）となる彫り込みを形成するフレーム（１０）は樹脂成
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形で作製している。
　このように構成したインクジェットヘッドにおいては、記録信号に応じて駆動部（５ｆ
）に駆動波形（１０～５０Ｖのパルス電圧）を印加することによって、駆動部（５ｆ）に
積層方向の変位が生起し、振動板（３０）を介して加圧液室（２ｂ）が加圧されて圧力が
上昇し、ノズル（３ａ）からインク滴が吐出される。
　その後、インク滴吐出の終了に伴い、加圧液室（２ｂ）内のインク圧力が低減し、イン
クの流れの慣性と駆動パルスの放電過程によって加圧液室（２ｂ）内に負圧が発生してイ
ンク充填行程へ移行する。このとき、インクタンクから供給されたインクは共通液室（１
ｂ）に流入し、共通液室（１ｂ）からインク流入口（６ｃ）を経て流体抵抗部（２ａ）を
通り、加圧液室（２ｂ）内に充填される。
　流体抵抗部（２ａ）は、吐出後の残留圧力振動の減衰に効果が有る反面、表面張力によ
る最充填（リフィル）に対して抵抗になる。流体抵抗部を適宜に選択することで、残留圧
力の減衰とリフィル時間のバランスが取れ、次のインク滴吐出動作に移行するまでの時間
（駆動周期）を短くできる。
【０１９８】
＜ノズルプレート、インク、メディアの関係説明＞
　本発明の画像形成方法に用いられるインクのように、比較的低い表面張力を有するイン
クを用いる場合、ノズルプレートは撥水性、撥インク性に優れていることが望ましい。こ
れは、撥水性、撥インク性に優れるノズルプレートを用いることで、低い表面張力のイン
クでもインクのメニスカスが正常に形成でき、その結果、インク滴の形成（粒子化）が良
好にできるためである。メニスカスが正常に形成されると、インクが噴射する際に一方方
向にインクが引っ張られることがなくなり、その結果、インクの噴射曲がりが少なく、ド
ット位置精度が高い画像を得ることができる。
　また、本発明のインクメディアセットに用いられるメディア（用紙）のように、吸収性
が低いメディアに印刷する際にはドット位置精度の善し悪しが画像品質に顕著に現れる。
つまり、吸収性が低いメディアの上ではインクが広がりづらいため、ドット位置精度が少
しでも低くなるとメディアをインクが埋めきらない箇所、つまり、白抜け部が生じてしま
う。この埋めきれない箇所は画像濃度ムラ、画像濃度低下につながり、画像品質の低下に
現れる。
　ところが、本発明で用いるインクジェットヘッドは低表面張力のインクを用いてもドッ
ト位置精度が高いため、吸収性が低いメディアを用いてもインクがメディアを埋めること
ができるため、画像濃度ムラや画像濃度低下にならず、高い画像品質の印刷物を得ること
ができる。
【０１９９】
＜撥インク層＞
（表面粗さ）
　本発明で用いられる撥インク層の表面粗さＲａは、０．２μｍ以下にすることが好まし
い。表面粗さＲａを０．２μｍ以下にすることで、ワイピング時の拭き残しを低減するこ
とができる。
　図１５、図１６は、本発明により作成したインクジェットヘッドノズル板の断面図であ
る。
　本実施形態では、インクジェットヘッドの基材であるノズル板（２）がＮｉの電鋳によ
り作製され、その表面に膜厚０．１μｍ以上のシリコーン樹脂皮膜である撥インク膜（１
）が形成されており、その表面粗さはＲａ＝０．２以下にすることが好ましい。また、撥
インク膜（１）の膜厚は０．５μｍ以上であることがより好ましい。
　インク（３）の充填時には、図１６（ｃ）に示すように、シリコーン樹脂皮膜による撥
インク膜（１）とノズル板（２）の境界部分にメニスカス（液面）Ｐが形成される。
【０２００】
（ラウンド形状）
　インクジェットヘッドのインク吐出用の開口部が開設された面に形成された撥インク膜
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の該開口部近傍における当該開口部の中心線に垂直な平面での断面積が、基材表面から離
れるにつれて順次大きくなっていくよう形成される。
【０２０１】
　上記した撥インク膜の開口部近傍における形状は、曲面形状であることが好ましい。
　上記した開口部の中心線を含む平面での断面における撥インク膜の当該開口部近傍の曲
線の曲率半径が、該撥インク膜の厚み以上であることが好ましい。
　上記した開口部の中心線を含む平面での断面における撥インク膜の当該開口部縁端から
当該開口部近傍の曲線が略円弧曲線をなし、該円弧の曲率半径が、該撥インク膜の厚み以
上であることが好ましい。
　上記した開口部の中心線を含む平面での断面における撥インク膜の当該開口部縁端を通
る接線が、当該端部を含むノズル部材表面からの角度が９０度未満であることが好ましい
。
【０２０２】
　ノズル板（２）の開口部は、図１６中に一点鎖線で示す中心線に垂直な平面による断面
が、この中心線を中心とした略円形となるよう開設されている。また、ノズル板（２）に
おけるインク吐出面に形成された撥インク膜（１）は、この中心線に垂直な平面による開
口部分の断面積がノズル板（２）から離れるにつれて順次大きくなっていくよう形成され
ている。
【０２０３】
　より詳細には、撥インク膜（１）の開口部分は、図１６（ａ）に示すように、ノズル板
（２）の開口部縁端から開口部近傍の曲線が曲率半径（ｒ）のラウンド形状となっている
。この曲率半径ｒは、撥インク膜（１）の開口部分近傍以外における厚み（ｄ）以上であ
ることが好ましい。
　この厚み（ｄ）は、撥インク膜（１）の開口部分であるラウンド部分以外の部分におけ
る厚みであり、好ましくは撥インク膜の最大厚みであってよい。
【０２０４】
　このように、ノズル板（２）の開口部と連接される撥インク膜（１）の開口部分が、略
尖鋭端のない形状（尖形部分のないなめらかな曲線）で、引っ掛かり部分のない曲線にな
っていることにより、ゴムなどの材料で形成されたワイパーでワイピングした場合であっ
ても、尖形部分がワイパーに引っ掛かって撥インク膜（１）がノズル板（２）から剥離す
るといったことのないようにすることができる。
【０２０５】
　また、図１６（ｂ）に示すように、ノズル板（２）の開口部の中心線を含む平面での断
面における、撥インク膜（１）の開口部分縁端を通る接線は、この開口部分縁端に連接さ
れるノズル板（２）の開口部縁端を含むノズル板（２）表面からの角度（θ）が９０度未
満となっていることが好ましい。
【０２０６】
　このように、撥インク膜（１）の開口部分縁端での接線とノズル板表面（２）との角度
（θ）が９０度未満であることにより、図１６（ｃ）に示すように、撥インク膜（１）と
ノズル板（２）との境界部分にメニスカス（液面）（Ｐ）が安定的に形成され、他の部分
にメニスカス（Ｐ）が形成される可能性を大きく減らすことができる。
　このことにより、メニスカスの形成面を安定させることができるため、本ノズル板（２
）を含むインクジェットヘッドを用いた画像形成装置で画像形成を行う際のインクの噴射
安定性を良好なものとすることができる。
【０２０７】
　本実施形態で用いるシリコーン樹脂としては、室温硬化型の液状シリコーンレジンが望
ましく、特に加水分解反応を伴うものが好ましい。下記の実施例では東レ・ダウコーニン
グ株式会社製のＳＲ２４１１を用いた。
　下記の表１は、本実施形態でのインクジェットヘッドでの撥インク膜（１）における、
ノズル板（２）の開口部縁端から開口部縁端近傍の形状と、ノズル周囲のインク溜まり、
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エッジ剥離、噴射安定性に関して評価した結果である。
【０２０８】
【表１】

【０２０９】
　撥インク膜（１）のエッジ部（開口部分縁端近傍）に略尖鋭端が含まれる形状の物では
、ノズル周囲にインク溜まりが見られ、ワイピングによるエッジの剥離が発生した。
　ラウンド形状のものでは、何れもインク溜まりは発生しなかったが、比較例として図１
７（ａ）に例示するようなｒ＜ｄのもので一部エッジの剥離が発生し、図１７（ｂ）に例
示するようなθ＞９０度のものでは液滴の噴射が不安定な結果であった。
【０２１０】
　すなわち、図１７（ｃ）に示すように、（ｒ）＜（ｄ）のものや、（θ）＞９０度のも
のでは、インク（３）の充填時に、撥インク膜（１）とノズル板（２）の境界部分にメニ
スカス（液面）（Ｐ）が形成される場合と、撥インク膜（１’）における開口部分中心に
向けての凸部（開口部分における中心線に垂直な断面積が最も小さくなる部分）にメニス
カス（Ｑ）が形成される場合とがありうる。このため、こうしたノズル板（２）を含むイ
ンクジェットヘッドを用いた画像形成装置で画像形成を行う際のインクの噴射安定性にば
らつきが発生してしまうこととなった。
【０２１１】
　次に、上述した本実施形態に係るインクジェットヘッドのノズル部材の製造方法につい
て説明する。
【０２１２】
　図１８は、本実施形態に係るディスペンサ（４）を用いた塗布により、シリコーン樹脂
を塗布して撥インク膜（１）を形成する構成を示す図である。
　Ｎｉ電鋳によるノズル（２）のインク吐出面側にシリコーン溶液を塗布するためのディ
スペンサ（４）が配置され、ノズル板（２）とニードル（５）先端とが予め定められた一
定の距離間隔を保ったままとなるように、ニードル（５）先端からシリコーンを吐出しな
がらディスペンサ（４）を走査することにより、上述した図１５、図１６に示したように
ノズル板（２）のインク吐出面に選択的にシリコーン樹脂皮膜を形成することができた。
【０２１３】
　本実施形態で使用したシリコーン樹脂は、常温硬化型シリコーンレジンSR2411（東レ・
ダウコーニング株式会社製）粘度：１０ｍＰａ・ｓを用いた。ただし、ノズル孔及びノズ
ル板裏面に若干のシリコーンの周り込みが見られた。このようにして選択的に形成したシ
リコーン樹脂皮膜の厚さは１．２μｍであり、表面粗さ（Ｒａ）は０．１８μｍであった
。
【０２１４】
　本実施形態に係るニードル（５）先端の塗布口は、図１９（ａ）に示すように、塗布対
象であるノズル板（２）への塗布幅だけの幅が確保されている。このことにより、ディス
ペンサ（４）を塗布方向に１回走査するだけで、塗布対象全体への塗布を完了させること
ができる。
　すなわち、塗布動作のための走査方向を１方向のみとすることができ、図１９（ｂ）の
ように方向を変えたり、反対方向に走査したりといった必要をなくすることができる。
【０２１５】
　ここで一般のニードル（５）の先端は、図１７（ｂ）に示すように、塗布対象であるノ
ズル板（２）への塗布幅よりはるかに狭いため、塗布対象全体への塗布を完了させるため
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には、塗布動作のための走査方向を９０度変えて移動させたり、反対方向に走査したりし
て複数方向に走査する必要があり、塗布対象全体への均一な厚みでの塗布が困難であった
。
【０２１６】
　本実施形態によれば、ニードル（５）先端の塗布口の幅が塗布対象であるノズル板（２
）への塗布幅だけ確保されることにより、塗布対象全体に渡って塗布する厚みを均一とす
ることができ、精度のよい表面仕上がりとすることができる。
【０２１７】
　図２０は、本実施形態に係るディスペンサ（４）を用いた塗布動作を示す図である。基
本構成は上述した図１８と同様であるが、ノズル板（２）のノズル孔（開口部）から気体
（６）を噴射しながらシリコーンを塗布する。この気体（６）としては、塗布するシリコ
ーンと化学反応を起こしにくい気体であれば各種のものを用いてよく、例えば空気であっ
てもよい。
　このように気体（６）をノズル孔から噴射しながら塗布を行うことにより、ノズル板（
２）のノズル孔を除くノズル表面だけにシリコーン樹脂皮膜を形成することができる。
【０２１８】
　また、上述のように気体（６）を噴射しないで同様のシリコーン樹脂を用いて塗布し、
予め定められた深さまでシリコーン樹脂が進入した後、ノズル（２）から気体（６）を噴
射させると、図２１に示すように、ノズル内壁の所望の深さ（たとえば数μｍ程度）まで
シリコーン樹脂の撥インク層を形成することができる。
　すなわち、上述したインク吐出面の撥インク膜（１）に加えて、ノズル板（２）の開口
部縁端から予め定められた深さまでごく薄い撥インク膜（１ａ）（開口部内壁の撥インク
膜）を形成することができる。
【０２１９】
　このようにして作製したノズル板の撥インク膜（１）に対して、ＥＰＤＭゴム（ゴム硬
度５０度）を用いてワイピングを実施した。その結果、１０００回のワイピングに対して
もノズル板の撥インク膜（１）は、良好な撥インク性を維持することができた。また撥イ
ンク膜が形成されたノズル部材を、７０℃のインクに１４日間浸漬処理した。その結果、
その後も初期と変わらない撥インク性を維持することができた。
【０２２０】
（撥水層膜厚）
【０２２１】
　図２２は、本発明のインクジェットヘッドの一実施例を示した図で、エキシマレーザ加
工でノズル孔が形成された状態を示している。ノズル板（４３）は樹脂部材（１２１）と
高剛性部材（１２５）とを熱可塑性接着剤（１２６）で接合したもので、樹脂部材（１２
１）の表面はＳｉＯ２薄膜層（１２２）とフッ素系撥水層（１２３）を順次積層形成した
ものであり、樹脂部材（１２１）に所要径のノズル孔（４４）を形成し、高剛性部材（１
２５）にはノズル孔（４４）に連通するノズル連通口（１２７）を形成している。ＳｉＯ

２薄膜層（１２２）の形成には、比較的熱のかからない、すなわち、樹脂部材に熱的影響
の発生しない範囲の温度で成膜可能な方法で形成する。具体的にはスパッタリング、イオ
ンビーム蒸着、イオンプレーティング、ＣＶＤ（化学蒸着法）、Ｐ－ＣＶＤ（プラズマ蒸
着法）などが適しているといえる。
【０２２２】
　ＳｉＯ２薄膜層（１２２）の膜厚は、密着力が確保できる範囲で必要最小限の厚さとす
るのが工程時間、材料費から見て有利である。この膜厚があまり厚くなると、エキシマレ
ーザでのノズル孔加工に支障がでてくる場合があるからである。すなわち、樹脂部材（１
２１）はきれいにノズル孔形状に加工されていても、ＳｉＯ２薄膜層（１２２）の一部が
十分に加工されず、加工残りになることがある。したがって、具体的には密着力が確保で
き、エキシマレーザ加工時にＳｉＯ２薄膜層（１２２）が残らない範囲として、膜厚１Ａ
～３００Ａの範囲が適しているといえる。より好適には、１０Ａ～１００Ａの範囲が適し
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ている。実験結果では、ＳｉＯ２膜厚が３０Ａでも密着性は十分であり、エキシマレーザ
による加工性についてはまったく問題がなかった。また、３００Ａでは僅かな加工残りが
観察されたが使用可能範囲であり、３００Ａを超えるとかなり大きな加工残りが発生し、
使用不可能なほどのノズル異形が見られた。
【０２２３】
　撥インク層の材料はインクをはじく材料であればいずれも用いることができるが、具体
的には、フッ素系撥水材料、シリコーン系撥水材料を挙げることができる。
　フッ素系撥水材料については、いろいろな材料が知られているが、ここでは、パーフル
オロポリオキセタン及び変性パーフルオロポリオキセタンの混合物（ダイキン工業製、商
品名：オプツールＤＳＸ）を１Ａ～３０Ａの厚さに蒸着することで必要な撥水性を得てい
る。実験結果では、オプツールＤＳＸの厚さは、１０Ａでも２０Ａ，３０Ａでも撥水性，
ワイピング耐久性能に差は見られなかった。よって、コストなどを考慮するとより好適に
は、１Ａ～２０Ａが良い。また、フッ素系撥水層（１２３）の表面には樹脂製のフィルム
に粘着材を塗布した粘着テープ（１２４）が貼り付けられていて、エキシマレーザ加工時
の補助機能をはたしている。 
　また、シリコーン系撥水材料を用いることもできる。
　シリコーン系撥水材料としては、室温硬化型の液状シリコーンレジンもしくはエラスト
マーがあり、基材表面に塗布され、室温で大気中に放置することにより重合硬化して撥イ
ンク性の皮膜が形成されることが好ましい。
　上記したシリコーン系撥水材料は加熱硬化型の液状シリコーンレジンもしくはエラスト
マーであり、基材表面に塗布され、加熱処理することにより硬化し撥インク性の皮膜を形
成することであってもよい。
　シリコーン系撥水材料は紫外線硬化型の液状シリコーンレジンもしくはエラストマーで
あり、基材表面に塗布され、紫外線を照射することにより硬化し撥インク性の皮膜を形成
することであってもよい。
【０２２４】
　シリコーン系撥水材料の粘度が１０００ｃｐ（センチポイズ）以下であることが好まし
い。
【０２２５】
　図２３は、ノズル孔を加工する際に使用するエキシマレーザ加工機の構成を示した図で
、レーザ発振器（８１）から射出されたエキシマレーザビーム（８２）はミラー（８３）
、（８５）、（８８）によって反射され、加工テーブル（９０）に導かれている。レーザ
ビーム（８２）が加工テーブル（９０）に至るまでの光路には、加工物に対して最適なビ
ームが届くように、ビームエキスパンダ（８４）、マスク（８６）、フィールドレンズ（
８７）、結像光学系（８９）が所定の位置に設けられている。加工物（ノズルプレート）
（９１）は加工テーブル（９０）の上に載置され、レーザビームを受けることになる。加
工テーブル（９０）は、周知のＸＹＺテーブル等で構成されていて、必要に応じて加工物
（９１）を移動し所望の位置にレーザビームを照射することができるようになっている。
ここでレーザは、エキシマレーザを利用して説明したが、アブレーション加工が可能であ
る短波長な紫外光レーザであれば、種々なレーザが利用可能である。
【０２２６】
　図２４は、本発明のインクジェットヘッドの製造方法におけるノズル板製造工程を模式
的に示した図で、図２４（Ａ）は、ノズル形成部材の基材となる材料を示しており、ここ
では、樹脂フィルム（１２１）として、例えば、Ｄｕｐｏｎｔ製ポリイミドフィルムであ
るカプトン（商品名）の粒子無しのフィルムを使用している。一般的なポリイミドフィル
ムはロールフィルム取り扱い装置での取り扱い性（滑り）からフィルム材料の中にＳｉＯ

２（シリカ）などの粒子が添加されている。ところが、エキシマレーザでノズル孔加工を
行う場合には、ＳｉＯ２（シリカ）の粒子がエキシマレーザによる加工性が悪いためノズ
ル異形が発生する。よって、本発明の材料は、ＳｉＯ２（シリカ）の粒子が添加されてい
ないフィルムを使用しているのである。
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【０２２７】
　図２４（Ｂ）は、樹脂フィルム（１２１）の表面にＳｉＯ２薄膜層（１２２）を形成す
る工程を示しており、このＳｉＯ２薄膜層（１２２）の形成は真空チャンバ内で行われる
スパッタリング工法が適しており、膜厚は数Ａ～２００Ａ程度が適しており、ここでは１
０～５０Ａの厚さに形成している。ここで、スパッタリングの方法としては、Ｓｉをスパ
ッタした後、Ｓｉ表面にＯ２イオンを当てることでＳｉＯ２膜を形成する方法を用いるこ
とが、ＳｉＯ２膜の樹脂フィルム（１２１）への密着力が向上すると共に、均質で緻密な
膜が得られ、撥水膜のワイピング耐久性向上により効果的であることがわかった。 
【０２２８】
　図２４（Ｃ）は、フッ素系撥水剤（１２３ａ）を塗布する工程であり、塗布方法として
は、スピンコータ、ロールコータ、スクリーン印刷、スプレーコータなどの方法が使用可
能であるが、真空蒸着で成膜する方法が撥水膜の密着性を向上させることにつながるので
、より効果的であることが確認された。また、その真空蒸着は、図２４（Ｂ）でのＳｉＯ

２薄膜層（１２２）を形成した後、そのまま真空チャンバ内で実施することでさらに良い
効果が得られることもわかった。すなわち、従来は、ＳｉＯ２薄膜層（１２２）を形成後
、一旦真空チャンバからワークを取り出すので、不純物などが表面に付着することにより
密着性が損なわれるものと考えられる。なお、フッ素系撥水材料については、いろいろな
材料が知られているが、ここでは、フッ素非晶質化合物としてパーフルオロポリオキセタ
ンまたは変形パーフルオロポリオキセタンまたは双方の混合物を使用することで、インク
に対する必要な撥水性を得ることができた。前述のダイキン工業製「オプツールＤＳＸ」
は「アルコキシシラン末端変性パーフルオロポリエーテル」と称されることもある。 
【０２２９】
　図２４（Ｄ）は、撥水膜蒸着後の空中放置工程であり、これによりフッ素系撥水剤（１
２３ａ）とＳｉＯ２薄膜層（１２２）とが、空気中の水分を仲介として化学的結合をし、
フッ素系撥水層（１２３）になる。
【０２３０】
　図２４（Ｅ）は、粘着テープ（１２４）を貼り付ける工程であり、フッ素系撥水層（１
２３）の塗布された面に粘着テープ（１２４）を貼り付ける。この粘着テープ（１２４）
を貼るときには気泡が生じないように貼り付けることが必要である。気泡があると、気泡
のある位置に開けたノズル孔は、加工時の付着物などで品質の良くないものになってしま
うことがあるからである。
【０２３１】
　図２４（Ｆ）は、ノズル孔（４４）の加工工程で、ポリイミドフィルム（１２１）側か
らエキシマレーザを照射してノズル孔（４４）を形成する。ノズル孔（４４）の加工後は
、粘着テープ（１２４）を剥がして使用することになる。なお、ここでは、図２２で説明
したノズル板（４３）の剛性を上げるために用いられる高剛性部材（１２５）は説明を省
略したが、この工程に適用すれば、図２４（Ｄ）工程と図２４（Ｅ）工程の間に実施する
のが適当である。
【０２３２】
　図２５は、本発明におけるインクジェットヘッド製造方法によりインクジェットヘッド
を製造する際に使用する装置について概要を示す図で、この装置（２００）は、ＵＳＡの
ＯＣＬＩ（ＯＰＴＩＣＡＬ ＣＯＡＴＩＮＧ ＬＡＢＯＲＡＴＯＲＹ ＩＮＣ．）が開発し
た、「メタモードプロセス」と呼ばれる工法を装置化したものであり、ディスプレイなど
の反射防止・防汚膜の作製に使用されている。図にあるように、ドラム（２０１）の周囲
４個所にステーションであるＳｉスパッタ（２０２），Ｏ２イオンガン（２０３）、Ｎｂ
スパッタ（２０４）、オプツール蒸着（２０５）が配置されて、全体が真空引きできるチ
ャンバの中にある。先ずＳｉスパッタ（２０２）によりＳｉをスパッタし、その後、Ｏ２

イオンガン（２０３）によりＯ２イオンをＳｉに当ててＳｉＯ２とする。そのあとＮｂス
パッタ（２０４）、オプツール蒸着（２０５）でＮｂ、オプツールＤＳＸを適宜蒸着する
。反射防止膜の場合は、ＮｂとＳｉＯ２を所定の厚さで必要層数重ねた後蒸着することに
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なる。本発明の場合は、反射防止膜の機能は必要ないので、Ｎｂは不要でＳｉＯ２，オプ
ツールＤＳＸを１層ずつつければ良い。この装置を使用することで、上述したように、Ｓ
ｉＯ２薄層（１２２）を形成した後、そのまま真空チャンバ内でオプツールＤＳＸの真空
蒸着を実施するのが可能となる。
【０２３３】
（臨界表面張力）
　撥インク層の臨界表面張力は５～４０ｍＮ／ｍであることが好ましい。さらに、５～３
０ｍＮ／ｍであることがより好ましい。３０ｍＮ／ｍを超えると、長期の使用においてイ
ンクがノズルプレートに対して濡れすぎる現象が生じるため、繰り返し印刷をしていると
インクの吐出曲がりや粒子化異常が生じてしまう。また、４０ｍＮ／ｍを超えると、初期
からノズルプレートに対して濡れすぎる現象が生じるため、初期からインクの吐出曲がり
や粒子化異常が生じてしまう。
　表２に記載する撥インク材料をアルミニウム基盤上に塗布し、加熱乾燥することで撥イ
ンク層つきノズルプレートを作成した。撥インク層の臨界表面張力を測定したところ表２
のようになった。
【０２３４】
【表２】

【０２３５】
　臨界表面張力はZisman法で求めることができる。つまり、表面張力が既知の液体を撥イ
ンク層の上にたらし、接触角θを測定し、液体の表面張力をｘ軸にＣＯＳθをｙ軸にプロ
ットすると右肩下がりの直線が得られる。(Zisman Plot)　この直線がＹ＝１（θ＝０）
となるときの表面張力を臨界表面張力γｃとして算出することができる。その他の方法と
して、Fowkes法、Owens and Wendt法、Van Oss法を用いて臨界表面張力を求めることもで
きる。
【０２３６】
<作像方式>
　本発明で使用する画像処理方法は、総量規制以外は特に限定はしないが、解像度が高い
元画像を高速に転送し、しかも、元画像の解像度を損なわずに印字することが望ましい。
本発明ではコンピューター等の制御部で画像データを圧縮し、高速でプリンタに転送し、
プリンタ側で簡易な画像復元を行う手法をもって、高速転送と解像度の維持を確保するこ
とができる。
【０２３７】
　以下、具体的に説明する。
　記録したい画像の解像度が高ければ、また、画像の階調数が高次の場合、入力画像の容
量が大きくなり、記録装置への転送をはじめ、記録する画像を扱うホスト側においても、
記録装置内においても時間がかかる。そこで、本発明では、入力画像の、例えば、２×２
の４画素を一つの画素と見立てる。それにより、入力画像の情報量は４分の１になり、必
然的に、記録に要する時間が短縮される。尚、入力画像の２×２画素を一つの画素と見立
てることで、解像度に関して縮小されることになるが、その防止策については、後述する
。
　一方、複数の記録素子を集積配列してなる記録素子列を使用する場合、例えば、図２６
に示す、１６個の記録素子列を主走査方向に配置したインクジェット記録素子列を用いて
、４回のマルチパスによる記録を行うことで、記録メディアの同一画素を記録可能な記録
素子は、図２６の記録素子列の内、一列（６－ａ）で説明すると、記録素子ａ－１－１，
ａ－２－１，ａ－３－１，ａ－４－１の計４個から選択することができる。
　上述したように、同一画素に複数のインクドットを形成する記録方法では、図２６に示
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す記録素子列を例にとると、同一画素に２個のインクドットを記録する場合、4Ｃ2＝６通
りの組合せをとることができる。
　さらに、複数の濃淡インクを使用する場合や、複数の同一濃度のインクを吐出する記録
素子列を用いる場合、記録素子から大ドット、小ドットといったインク滴容量の異なるイ
ンクを吐出する場合には、上述した組合せは増加していく。例えば、濃インクの記録メデ
ィア上での光学濃度が、淡インクの実質的に２倍の濃度を示すような濃淡インクの組合せ
や、大ドットの容量が小ドットのおよそ２倍の組み合わせを用いるときは、以下のように
なる。
【０２３８】
　図２７は、淡インク（Ａインク）の大小ドットを記録可能な記録素子列（６－ａ，６－
ｂ）と、濃インク（Ｂインク）の大小ドットを記録可能な記録素子列（６－ｃ，６－ｄ）
からなるインクジェット記録素子列を示している。ここで、最も多くインク滴を、実質的
に同一画素に着弾させる制限を、最大で大ドット２発、小ドット２発とした場合、表現で
きる階調値は、多種多様な組み合わせをとる。
　どの記録素子を使用して、その画素に記録するかの組合せを考慮すると、例えば、ある
階調値を再現する際、記録素子列が、４回、記録画素上を通過するとした場合、どのパス
で、どのインクドットを記録するかの組み合わせは、多数存在することになる。そこで、
本発明では、どのノズルを駆動させるかという組み合わせをテーブル（記録素子組合せテ
ーブル：第２テーブル）として記憶しておき、入力画像に応じて、その組み合わせを選択
するという手法をとる。
　ここでは、上述した多数の記録素子組合せテーブルより、濃淡インクを記録するドット
数と、どの記録素子により記録するかを一元的に管理することで、実際に使用する一連の
記録素子組合せを選択する。
　尚、記録素子組合せテーブルは、インクの濃度の種類、インクの滴サイズの種類、記録
素子の数、マルチパスのパス数が増すごとに、選択しうる組合せ数が膨大になるので、実
際は、いくつかの限られた数の組合せを記憶しておくのが望ましく、そうすることが、画
像記録の高速化に貢献する。その際、インクの総量が本特許の制限を満たすよう組み合わ
せを制限しておくこともできる。
【０２３９】
　図２９は、このように記憶された記録素子の組み合わせパターンの一例であり、同図の
ａ～ｏに示すように、２×２画素の内部で、同じ階調値を記録する場合でも、各単位画素
ごとに見ると、その階調値が大きかったり、小さかったりすることが分かる。これを記録
画素内の濃度分布（記録画素の濃度分布パターン）と称する。
　記録画素内の濃度分布を、上述した記録インク組み合わせテーブル（第１テーブル）と
併せて、例えば、図２９に示す分類ａ～ｏで、その記録インク組み合わせテーブルに格納
する。図３０は、このようにして作成した記録インク組み合わせテーブル（第１テーブル
）の例であり、ここでは簡略のため、５パターン（パターン１～５）にしてある。図３０
に示す数値は、２×２の記録画素に、最大１６発のインク滴を記録する場合の各パターン
を構成する、単位画素へ記録するインク滴の数である。
　入力画像の画素値から、記録インク組み合わせテーブルのいずれを使用するかの選択を
することで、入力画像の単位画素の階調値と、記録画像の単位画素の階調値が、組み合わ
せテーブルによって一致させることができない場合も生じる。しかし、階調が多少、異な
ることがあっても、入力画像の情報量を低減させて画像データを展開することができ、な
おかつ、解像性を犠牲にせずに、画像記録を行える。
　尚、入力画像の画素の階調値から、記録インク組み合わせテーブルのパターンを選択す
る方法については、特に限定しないが、例えば、以下の方法を挙げることができる。
　入力画像の２×２画素の階調値の合計と平均から、着目する単位画素（例えば、２×２
画素の左上の画素）が、一定値以上、離れている場合、２×２の４画素の特徴に応じたパ
ターンを選択する。しかし、注目する画素が、上記平均値と一定値以上、離れていない場
合には、他の３画素も離れていないと予想する、といった方法がある。
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　このようにして選択された一連の記録素子組合せパターンの中から、入力画像に基づい
て、各画素毎に、使用する階調値および記録素子組合せを決定することになる。そして、
ほぼ同一濃度となる階調値の組合せ、パターン、および記録素子組合せが複数、存在する
場合、より具体的には、Ａ，Ｂ，Ｃという３種類の組み合わせが、ほぼ同一の階調値とな
る場合、その階調値を表現する際には、画素ごとに順次、ＡＢＣＡＢＣＡＢＣ…というよ
うに、３種類の記録素子組合せを使用する。
　あるいは、ＡＣＢＣＢＡＢＢＣＡＡ…というように、３種類の記録素子組合せをランダ
ムに使用することが好ましい。尚、このランダム化の方法は、特に限定しない。
【０２４０】
　次に、本実施形態に係るインクジェット記録装置の構成および動作について説明する。
尚、ここでは、６００ｄｐｉの高精細な白黒２５６階調の医療用Ｘ線透過画像を、黒のイ
ンクを使用し、かつ、一単位画素に最大４つのインク滴を着弾可能で、一記録画素を２×
２の４単位画素で構成して、記録画素内において最大８つのインク滴を着弾できる場合を
説明する。
　図３１は本実施形態に係るインクジェット記録装置の構成を示すブロック図である。
　図中、（１）は画像入力部、（２）は操作部、（３）は各種処理を行う中央制御部（Ｃ
ＰＵ）、（４）は各種データを記憶する記憶媒体で、テーブル形式の記録素子組合せ情報
（４ａ）と各種制御プログラム群（４ｂ）が格納されている。また、（５）はＲＡＭ、（
６）は画像処理部、（７）は画像出力制御を行うプリンタ制御部、（８）は各種構成要素
を相互に接続する各種データを転送するバス部（バスライン）である。
　画像入力部（１）は、例えば、スキャナやデジタルカメラ等で構成される。操作部（２
）は、各種パラメータの設定や記録開始を指示する各種キーを備えている。ＣＰＵ（３）
は、記憶媒体（４）中の各種プログラムに従って、本インクジェット記録装置全体を制御
する。
　記憶媒体（４）には、制御プログラムやエラー処理プログラムに従って、本インクジェ
ット記録装置を動作させるためのプログラム等が格納されている。このインクジェット記
録装置の動作は、全て、このプログラムによる動作である。プログラムを格納する記録メ
ディア（４）としては、例えば、ＲＯＭ、ＦＤ、ＣＤ－ＲＯＭ、ＨＤ、メモリカード、光
磁気ディスク等を用いることができる。
　ＲＡＭ（５）は、記憶媒体（４）中の各種プログラムのワークエリア、エラー処理時の
一時待避エリア、および画像処理時のワークエリアとして用いられる。また、ＲＡＭ（５
）は、記録メディア（４）中の各種テーブルをコピー後、そのテーブルの内容を変更し、
変更後のテーブルを参照しながら、所定の画像処理を進めることも可能である。
　画像処理部（６）は、入力画像をもとに、インクジェット方式で多階調を実現するため
の吐出パターンを作成する。プリンタ部（７）は、画像記録時に画像処理部（６）で作成
された吐出パターンに基づいて、ドット画像を形成する。また、バスライン（８）は、本
インクジェット記録装置内のアドレス信号、データ、制御信号等を伝送する。
　上述した記録素子組合せ情報（４ａ）には、さらに、使用するインクに関するデータが
蓄積されている。ここで使用するインクは、１種類であるが、後述するように、同系色で
濃度の異なるインクドットを記録する目的で、淡インク、濃インクを用意してもよく、多
くの階調値を再現するのに有用である。
　これらインクを用いて、１単位画素を最大４つのインクドットで形成するとした場合、
例えば、単位画素を２×２配列した４単位画素からなる記録画素で表すことのできる記録
インク組み合わせテーブルは、多岐に渡る。そこで、本実施形態では、これらの中から、
各階調値ごとに、２×２のマトリクスの左上の濃度が高く偏っているパターン、右上が偏
っているパターンという４種類と、偏りの少ないパターンの計５種類ずつ、記録画素単位
に８＋１値で、計１４４＋１個の記録インク組み合せテーブルを使用する。
【０２４１】
　図３２～図３４は本実施形態に係る記録インク組み合せテーブル（第２テーブル）を示
している。



(62) JP 2008-100511 A 2008.5.1

10

20

30

40

50

　図中の記載数字の内、「１」は、インク滴の吐出を意味する。また、便宜上、これらの
テーブル中、２×２のマトリクスの位置に関する情報として、左上、右上、左下、右下の
画素を、それぞれ順番にＬＵ，ＲＵ，ＬＬ，ＲＬとし、その単位画素が、他の単位画素よ
りも濃度が高く偏っているインク組み合わせテーブルのグループを濃度パターンとして表
記した。
　上記濃度レベルは、１画素に対して吐出したインク数と、インクの色素含有量の合計と
に完全に比例するものではないが、概ね、特に低濃度部分の反射の記録メディアや、透過
の記録メディアでは、実用上、問題はない。
【０２４２】
　図３２は本実施形態に係るインクジェット記録装置における画像処理の流れを示すフロ
ーチャートである。
　以下、これらの図３２～図３５を参照して、本実施形態に特有の画像処理について説明
する。
　図３３～図３５に示す記録素子組合せテーブルを使用する場合、図３３のステップＳ１
０１で入力した２５６階調の入力画像は、その階調数を２＋１値（／６００ｄｐｉ）に変
換する必要がある。そこで、図３１の画像処理部（６）で、２＋１値の多値誤差拡散の処
理を行う（ステップＳ１０２，ステップＳ１０３）。尚、ここでは、この処理に多値誤差
拡散法を使用するが、かかる方法に限定されるものではなく、例えば、平均濃度保存法、
ディザマトリックス法等、任意の中間調処理方法を使用することができる。
　多値誤差拡散法が、通常の誤差拡散法と大きく異なる点は、２値化するためのしきい値
が、複数個（ここでは、２個）存在することである。これらのしきい値は、通常、階調値
の中点として決定してもよい。
　多値化処理されたデータは、画像処理部（６）において、記憶媒体（４）内の記録素子
組合せ情報（４ａ）を参照しながら、より具体的には、図３３～図３５の記録インク組合
せに従って、各記録素子に対して、吐出／非吐出の駆動信号に分配される。ここでは、も
との画像データが６００ｄｐｉであるから、多値化されたデータは、６００ｄｐｉで２＋
１値、つまり、「０」、「１」、「２」の３値を有している（図３５のステップＳ１０３
）。
　そこで、ステップＳ１０４において、着目する記録画素の平均値と左上ドットとに差が
あるかどうかを判定する。例えば、着目する２×２の記録画素（（Ｉ１，Ｊ１）と表現す
る）について、左上の単位画素（ｉ１，ｊ１）の階調値が２、右上の単位画素（ｉ１＋１
，ｊ１）が１、左下の単位画素（ｉ１，ｊ１＋１）が１、右下の単位画素（ｉ１＋１，ｊ
１＋１）が０の場合について説明する。この場合、濃度傾斜情報は、左上の濃度が高いの
で、図２９に示す階調の「ａ」に相当する、「ＬＵ」の濃度パターンを選択する（ステッ
プＳ１０５，ステップＳ１１０）。
　また、この２×２の記録画素自体の階調値は、４／８であるから、図３４に示す濃度４
（階調値４）の記録素子組合せ情報の内、濃度傾斜情報が「ＬＵ」のパターン情報（つま
り、Ｎｏ．４５～４８の組合せ）に基づいて、データを分配することが決定される。実際
には、これら４組の組み合わせの中から、順次、あるいはランダムに選択する（ステップ
Ｓ１１５，ステップＳ１１６）。
　以上の処理を行うことによって、注目した記録画素一画素分の処理が終了する。続く２
×２の記録画素（Ｉ２，Ｊ２）についても同様の処理を行う。
　すなわち、その記録画素の左上の単位画素（ｉ２，ｊ２）の階調値が２、右上の単位画
素（ｉ２＋１，ｊ２）が２、左下の単位画素（ｉ２，ｊ２＋１）が２、右下の単位画素（
ｉ２＋１，ｊ２＋１）が１のとき、その濃度傾斜情報は、図２９に示す階調の「ｌ」に当
たる。このパターンは、必ずしも上記ＬＵ，ＲＵ，ＬＬ，ＲＬのいずれかに属すると判定
し難いので、ここでは簡略のため、「ＡＶＥ」を選択する（ステップＳ１１４）。
　また、この記録画素の階調値は８／８であるから、図３５に示す濃度８（階調値８）の
記録素子組合せ情報から、濃度傾斜情報が「ＡＶＥ」のパターン情報（つまり、Ｎｏ．１
４１～１４４の組合せ）に基づき、データを分配することが決定される（ステップＳ１１
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５，Ｓ１１６）。
　他の記録画素についても同様に、その画像の濃度データをもとに、上述した処理を全画
素数分、繰り返すことにより、それぞれの記録素子列に対する各画素ごとの吐出／不吐出
の、２値の駆動信号が形成される（ステップＳ１２０～ステップＳ１２３）。
【０２４３】
　図３６は、マルチ（４）パス記録方式を示しており、Ａインクを吐出する記録素子列を
持つ記録ヘッド６－ａ、Ａインクを吐出する記録素子列を持つ記録ヘッド６－ｂ、Ｂイン
クを吐出する記録素子列を持つ記録ヘッド６－ｃ、Ｂインクを吐出する記録素子列を持つ
記録ヘッド６－ｄによって、各パスの記録を行う。
　本実施形態では、上述したように、順次、全画素を処理し、図２６，図２７，図２８の
記録素子列を有するインクジェット記録装置によって、４パス記録で記録する。
　以上説明したように、本実施形態によれば、入力画像の隣接する単位画素を合体させた
領域を記録画素とし、その記録画素ごとに、あらかじめ決めた、入力画像に応じた階調値
パターンを選択することで、入力画像の解像性を落とさずに、画像データの情報量を約４
分の１に減じることができ、画像記録の高速化、および制御部（ＣＰＵ）に対する負担を
低減することができる。
　また、少なくとも同一単位画素に２重のインク滴を記録したり、少なくとも大小２種の
ドット径によるインク滴を記録したり、同系色について少なくとも濃淡２種のインク滴を
記録するインクジェット記録方法であって、記録画像の構成単位である記録画素を構成す
るいくつかの単位画素に、必要に応じて単一もしくは複数のインク滴を吐出して記録する
画像記録方法においては、複雑な画像処理を行うことなく、パターン化された吐出、非吐
出の駆動信号の制御データを扱うこととなるので、効果的である。
　さらに、記録素子組合せ情報を、同一な階調値について複数、用意し、順次、あるいは
ランダムに、異なる記録素子組合せ情報に応じて記録することで、各種のインクが、同一
の記録素子からしばらくの間吐出されないと行った状況が減り、同時に、ある一定面積以
上を同一の記録素子からインクドットを形成するという状況もなくなり、記録ヘッドを交
換した場合においても、特性の変化を抑えることができ、積極的かつ効果的に記録素子の
特性のばらつきに対処できる。
　また、単純な信号処理アルゴリズムで、より高速、簡易な処理によって、階調性が良好
で、「よれ」等による劣化の少ない画像を得ることができ、情報として低解像度データで
記録しても、良好な階調画像を得ることができる。
【０２４４】
（インク記録物）
　本発明のインクジェット記録方法により記録されたインク記録物は、本発明のインク記
録物である。本発明のインク記録物は、本発明の前記インクメディアセットにおける記録
用メディア上に前記インクメディアセットにおけるインクを用いて形成された画像を有し
てなる。
　前記記録物は、高画質で滲みがなく、経時安定性に優れ、各種の印字乃至画像の記録さ
れた資料等として各種用途に好適に使用することができる。
【実施例】
【０２４５】
　以下、本発明の実施例について説明するが、本発明はこれら実施例に何ら限定されるも
のではない。
－顔料インクの調整－
（製造例１）
－銅フタロシアニン顔料含有ポリマー微粒子分散体の調製－
　機械式攪拌機、温度計、窒素ガス導入管、還流管、及び滴下ロートを備えた１Ｌフラス
コ内を十分に窒素ガスで置換した後、スチレン１１．２ｇ、アクリル酸２．８ｇ、ラウリ
ルメタクリレート１２．０ｇ、ポリエチレングリコールメタクリレート４．０ｇ、スチレ
ンマクロマー（東亜合成株式会社製、商品名：ＡＳ－６）４．０ｇ、及びメルカプトエタ
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ノール０．４ｇを仕込み、６５℃に昇温した。次に、スチレン１００．８ｇ、アクリル酸
２５．２ｇ、ラウリルメタクリレート１０８．０ｇ、ポリエチレングリコールメタクリレ
ート３６．０ｇ、ヒドロキシエチルメタクリレート６０．０ｇ、スチレンマクロマー（東
亜合成株式会社製、商品名：ＡＳ－６）３６．０ｇ、メルカプトエタノール３．６ｇ、ア
ゾビスジメチルバレロニトリル２．４ｇ、及びメチルエチルケトン１８ｇの混合溶液を２
．５時間かけてフラスコ内に滴下した。
　滴下終了後、アゾビスジメチルバレロニトリル０．８ｇ、及びメチルエチルケトン１８
ｇの混合溶液を０．５時間かけてフラスコ内に滴下した。６５℃にて１時間熟成した後、
アゾビスジメチルバレロニトリル０．８ｇを添加し、更に１時間熟成した。反応終了後、
フラスコ内に、メチルエチルケトン３６４ｇを添加し、濃度が５０質量％のポリマー溶液
８００ｇを得た。次に、ポリマー溶液の一部を乾燥し、ゲルパーミエイションクロマトグ
ラフィー（標準：ポリスチレン、溶媒：テトラヒドロフラン）で測定したところ、重量平
均分子量（Ｍｗ）は１５０００であった。
　次に、得られたポリマー溶液２８ｇ、銅フタロシアニン顔料２６ｇ、１ｍｏｌ／Ｌ水酸
化カリウム水溶液１３．６ｇ、メチルエチルケトン２０ｇ、及びイオン交換水３０ｇを十
分に攪拌した。その後、３本ロールミル（株式会社ノリタケカンパニー製、商品名：ＮＲ
－８４Ａ）を用いて２０回混練した。得られたペーストをイオン交換水２００ｇに投入し
、十分に攪拌した後、エバポレーターを用いてメチルエチルケトン及び水を留去し、固形
分量が２０．０質量％の青色のポリマー微粒子分散体１６０ｇを得た。
　得られたポリマー微粒子について、粒度分布測定装置（マイクロトラックＵＰＡ、日機
装株式会社製）で測定した平均粒子径（Ｄ５０％）は９３ｎｍであった。
【０２４６】
（製造例２）
－ジメチルキナクリドン顔料含有ポリマー微粒子分散体の調製－
　製造例１において、銅フタロシアニン顔料を顔料ピグメントレッド１２２に変更した以
外は、製造例１と同様にして、赤紫色のポリマー微粒子分散体を調製した。
　得られたポリマー微粒子について、粒度分布測定装置（マイクロトラックＵＰＡ、日機
装株式会社製）で測定した平均粒子径（Ｄ５０％）は１２７ｎｍであった。
【０２４７】
（製造例３）
－モノアゾ黄色顔料含有ポリマー微粒子分散体の調製－
　製造例１において、銅フタロシアニン顔料を顔料ピグメントイエロー７４に変更した以
外は、製造例１と同様にして、黄色のポリマー微粒子分散体を調製した。
　得られたポリマー微粒子について、粒度分布測定装置（マイクロトラックＵＰＡ、日機
装株式会社製）で測定した平均粒子径（Ｄ５０％）は７６ｎｍであった。
【０２４８】
（製造例４）
－カーボンブラック分散液の調製－
　市販のｐＨ２．５の酸性カーボンブラック（キャボット社製、商品名：モナーク１３０
０）３００ｇを水１０００ミリリットルに良く混合した。その後、次亜塩素酸ソーダ（有
効塩素濃度１２％）４５０ｇを滴下して、１００～１０５℃にて８時間撹拌した。この液
に更に次亜塩素酸ソーダ（有効塩素濃度１２％）１００ｇを加え、横型分散機で３時間分
散した。得られたスラリーを水で１０倍に希釈し、水酸化リチウムにてｐＨを調整し、電
導度０．２ｍＳ／ｃｍまで限外濾過膜にて脱塩濃縮し顔料濃度１５％のカーボンブラック
分散液とした。遠心処理により粗大粒子を除き、さらに１μｍのナイロンフィルターで濾
過しカーボンブラック分散液とした。
　得られたポリマー微粒子について、粒度分布測定装置（マイクロトラックＵＰＡ、日機
装株式会社製）で測定した平均粒子径（Ｄ５０％）は９５ｎｍであった。
【０２４９】
（製造例５）
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－カーボンブラックのポリマー微粒子分散体の調製－
　製造例１において、銅フタロシアニン顔料をカーボンブラック（デグサ社製、ＦＷ１０
０）に変更した以外は、製造例１と同様にして、黒色のポリマー微粒子分散体を調製した
。
　得られたポリマー微粒子について、粒度分布測定装置（マイクロトラックＵＰＡ、日機
装株式会社製）で測定した平均粒子径（Ｄ５０％）は１０４ｎｍであった。
【０２５０】
（製造例６）
－ジアゾ化合物処理したカーボンブラック分散体の調製－
　表面積が２３０ｍ２／ｇであり、かつＤＢＰ吸油量が７０ｍｌ／１００ｇのカーボンブ
ラック１００ｇと、ｐ－アミノ－Ｎ－安息香酸３４ｇとを水７５０ｇに混合分散し、これ
に硝酸１６ｇを滴下して７０℃で撹拌した。５分後、５０ｇの水に１１ｇの亜硝酸ナトリ
ウムを溶かした溶液を加え、更に１時間撹拌した。得られたスラリーを１０倍に希釈し遠
心処理し粗大粒子を除き、ｐＨをジエタノールアミンにて調整しｐＨ８～９とし、限外濾
過膜にて脱塩濃縮し顔料濃度１５％のカーボンブラック分散体とし、ポリプロピレンの０
．５μｍフィルターにてろ過してカーボンブラック分散体とした。マイクロトラックＵＰ
Ａで測定した平均粒子径（Ｄ５０％）は９９ｎｍであった。
【０２５１】
（製造例７）
－スルホン化剤処理したカーボンブラック分散体の調製－
　市販のカーボンブラック顔料（デグサ社製、「プリンテックス＃８５」）１５０ｇをス
ルホラン４００ｍｌ中に良く混合し、ビーズミルで微分散後、アミド硫酸１５ｇを添加し
て１４０～１５０℃で１０時間攪拌した。得られたスラリーをイオン交換水１０００ｍｌ
中に投入し、１２０００ｒｐｍで遠心分離機により表面処理カーボンブラックウエットケ
ーキを得る。このカーボンブラックウエットケーキを２０００ｍｌのイオン交換水中に再
分散し、水酸化リチウムにてｐＨを調整し、限外濾過膜により脱塩濃縮し顔料濃度１０質
量％のカーボンブラック分散体とした。このものを１μｍのナイロンフィルターで濾過し
カーボンブラック体とした。平均粒子径は８０ｎｍであった。
【０２５２】
　次に、上記製造例１～７で得たポリマー微粒子分散体及びカーボンブラック分散液を用
いてインク組成物を製造した。
【０２５３】
（製造例８）
－シアンインク組成物１の調製－
　製造例１の銅フタロシアニン顔料含有ポリマー微粒子分散体２０．０質量％、３－メチ
ル－１，３－ブタンジオール２３．０質量％、グリセリン８．０質量％、２－エチル－１
，３－ヘキサンジオール２．０質量％、ＦＳ－３００(ＤｕＰｏｎｔ社製)２．５質量％、
プロキセルＬＶ（アベシア社製）０．２質量％、２－アミノ－２－エチル－１,３－プロ
パンジオール０．５質量％、及びイオン交換水を適量加えて１００質量％とし、その後、
平均孔径０．８μｍのメンブレンフィルターで濾過を行った。その後イオン交換水を使用
し固形分を、１２ｗｔ％に調整した。以上によりインク組成物を調製した。得られたイン
ク組成物の２５℃に於ける粘度は９ｍＰａ・ｓ、表面張力は２５ｍＮ／ｍであった。粘度
の測定は、粘度測定装置（東機産業社製、Ｒ５００回転粘度計）を用いて、２５℃で行っ
た。
【０２５４】
（製造例９）
－マゼンタインク組成物１の調製－
　製造例２のジメチルキナクリドン顔料含有ポリマー微粒子分散体２０．０質量％、３－
メチル－１，３－ブタンジオール２２．５質量％、グリセリン９．０質量％、２－エチル
－１，３－ヘキサンジオール２．０質量％、ＦＳ－３００(ＤｕＰｏｎｔ社製)２．５質量
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％、プロキセルＬＶ（アベシア社製）０．２質量％、２－アミノ－２－エチル－１,３－
プロパンジオール０．５質量％、及びイオン交換水を適量加えて１００質量％とし、その
後、平均孔径０．８μｍのメンブレンフィルターで濾過を行った。その後イオン交換水を
使用し固形分を、１２ｗｔ％に調整した。以上によりインク組成物を調製した。得られた
インク組成物の２５℃に於ける粘度は９ｍＰａ・ｓ、表面張力は２５ｍＮ／ｍであった。
【０２５５】
（製造例１０）
－イエローインク組成物１の調製－
　製造例３のモノアゾ黄色顔料含有ポリマー微粒子分散体２０．０質量％、３－メチル－
１，３－ブタンジオール２４．５質量％、グリセリン８．０質量％、２－エチル－１，３
－ヘキサンジオール２．０質量％、ＦＳ－３００(ＤｕＰｏｎｔ社製)２．５質量％、プロ
キセルＬＶ（アベシア社製）０．２質量％、２－アミノ－２－エチル－１,３－プロパン
ジオール０．５質量％、及びイオン交換水を適量加えて１００質量％とし、その後、平均
孔径０．８μｍのメンブレンフィルターで濾過を行った。その後イオン交換水を使用し固
形分を、１２ｗｔ％に調整した。以上によりインク組成物を調製した。得られたインク組
成物の２５℃に於ける粘度は９ｍＰａ・ｓ、表面張力は２５ｍＮ／ｍであった。
【０２５６】
（製造例１１）
－ブラックインク組成物１の調製－
　製造例７のカーボンブラック分散液２０．０質量％、３－メチル－１，３－ブタンジオ
ール２２．５質量％、グリセリン７．５質量％、２－ピロリドン２．０質量％、２－エチ
ル－１，３－ヘキサンジオール２．０質量％、Ｒ－（ＯＣＨ２ＣＨ２）ｎＯＨ（ただし、
式中、Ｒは炭素数１２のアルキル基、ｎ＝９）２．０質量％、プロキセルＬＶ（アベシア
社製）０．２質量％、及び２－アミノ－２－エチル－１，３－プロパンジオール０．５質
量％、及びイオン交換水を適量加えて１００質量％とし、その後、平均孔径０．８μｍの
メンブレンフィルターで濾過を行った。その後イオン交換水を使用し固形分を、１２ｗｔ
％に調整した。以上によりインク組成物を調製した。得られたインク組成物の２５℃に於
ける粘度は９ｍＰａ・ｓ、表面張力は２５ｍＮ／ｍであった。
【０２５７】
－染料インクの調製－
（製造例１２）
　下記に示す各成分を混合し、十分攪拌して溶解後、ポアサイズが０．４５μｍのフロロ
ポアフィルター（商品名：住友電工（株）製）を用いて加圧濾過し染料インクセットを調
整した。
　染料インク組成：
　　染料種
　　　イエロー　Ｃ．Ｉ．ダイレクトイエロー８６
　　　シアン　Ｃ．Ｉ．ダイレクトブルー１９９
　　　マゼンタＣ．Ｉ． Ａｃｉｄ Ｒｅｄ ２８５
　　　ブラック　Ｃ．Ｉ．ダイレクトブラック１５４
　処方
　　染料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　　グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
　　チオジグリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
　　尿素　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
　　アセチレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５部
　　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３．５部
　得られたインク組成物の２５℃に於ける粘度は４ｍＰａ・ｓ、表面張力は約３５ｄｙｎ
ｅ／ｃｍであった。
【０２５８】
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－原紙製造－
（製造例１３）
－支持体１の作製－
　・ＬＢＫＰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
　・ＮＢＫＰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
　・軽質炭酸カルシウム（商品名：ＴＰ－１２１、奥多摩工業株式会社製）１０質量部
　・硫酸アルミニウム・・・１．０質量部
　・両性澱粉（商品名：Ｃａｔｏ３２１０、日本ＮＳＣ株式会社製）　　１．０質量部
　・中性ロジンサイズ剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　　（商品名：ＮｅｕＳｉｚｅ　Ｍ－１０、ハリマ化成株式会社製）
　・歩留まり向上剤（商品名：ＮＲ－１１ＬＳ、ハイモ社製）　　　　０．０２質量部
　上記配合の０．３質量％スラリーを長網抄紙機で抄造し、マシンカレンダー仕上げをし
て坪量７９ｇ／ｍ２の支持体１を作製した。なお、抄紙工程のサイズプレス工程で、酸化
澱粉水溶液を固形分付着量が片面当り、１．０ｇ／ｍ２になるように塗布した。
【０２５９】
実施例１
　作製した支持体１に、顔料として粒子径２μｍ以下の割合が９７重量％のカオリン７０
部、平均粒子径１．１μｍの重質炭酸カルシウム３０部、接着剤として、ガラス転移温度
（Ｔｇ）が－５℃のスチレン・ブタジエン共重合体エマルジョン８部、リン酸エステル化
澱粉１部、助剤としてステアリン酸カルシウム０．５部を加え、さらに水を加えて固形分
濃度６０％の塗工液を調整した。 
　この塗工液を上記の原紙に片面当り塗工層厚みが５μｍになるように、ブレードコータ
ーを用いて両面塗工し、熱風乾燥後、スーパーカレンダー処理を行い、本発明の記録用紙
１を得た。
　製造例１～１４にて製造したインク組成物からなる黒、イエロー、マゼンタ、シアン、
インクセット１を調製し、得られたインクセット１と、記録用紙１とを用いて、３００ｄ
ｐｉ、ノズル解像度３８４ノズルを有するドロップオンデマンドプリンタ試作機を使用し
、画像解像度６００ｄｐｉにて印字を行った。大滴サイズは２０ｐｌとし、中滴サイズは
１０ｐｌ，小滴サイズは２ｐｌとした。二次色の総量規制を１４０％にして付着量規制を
実施しした。ベタ印字の際は３００ｄｏｔ四方のインク総量が１５ｇ／ｍ２を超えないよ
う、ベタ画像、及び文字を印写した。印字後、２３℃５０％ＲＨ環境で１５秒間画像面を
上にして放置した後、図１４に示す定着装置に通し、１５０℃で０．８秒間ニップ処理を
行った。
　得られた画像について画像品位、画像信頼性を評価した。結果は表３に示した。
　評価結果に×が示してあるものは、インクジェット画像として不適切である。
　なお、インクジェットプリンタのノズルプレート面にはシリコーン樹脂皮膜（室温硬化
型シリコーンレジンＳＲ２４１１、東レ・ダウコーニング株式会社製）が形成されており
、その厚みは１．２μｍであり、表面粗さ（Ｒａ）は０．１８μｍ、臨界表面張力は２１
．６ｍＮ／ｍであった。これに製造例８のシアンインクを用いてインクを噴射させた。イ
ンクの飛翔課程をビデオ撮影して観察したところ、正常にインク滴化しており、吐出安定
性が良好であることを確認した。
【０２６０】
実施例２
　実施例１のメディアを商業印刷用紙のＯＫトップコート+（王子製紙）に変えた以外は
実施例１と同様にして印字した。
【０２６１】
実施例３
　指触乾燥時に１２０℃の温風を当てた以外は実施例２と同様にして印字した。
【０２６２】
実施例４
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　実施例２で定着温度を１８０℃に変えた以外は実施例２と同様にして印字した。
【０２６３】
実施例５
　実施例２で定着温度を９０℃に変えた以外は実施例２と同様にして印字した。
【０２６４】
実施例６
　実施例２でインク付着量を１５ｇ／ｍ２とした以外は実施例２と同様にして印字した。
【０２６５】
実施例７
　実施例１のメディアを商業印刷用紙のＯＫ金藤+１２７ｇ／ｍ２（王子製紙）に変えた
以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２６６】
実施例８
　実施例１のメディアを商業印刷用紙のＳＡ金藤+１２７ｇ／ｍ２（（王子製紙）に変え
た以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２６７】
実施例９
　実施例１のメディアを商業印刷用紙のスーパーＭＩダル７０ｇ／ｍ２（日本製紙製）に
変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２６８】
実施例１０
　実施例１のメディアを商業印刷用紙のオーローラコート１００ｇ／ｍ２（日本製紙製）
に変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２６９】
実施例１１
　実施例１のメディアを商業印刷用紙のアルファマット８０ｇ／ｍ２（北越製紙製）に変
えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２７０】
実施例１２
　実施例１のメディアをジェルジェット用紙のリコービジネスコートグロス１００　１０
０ｇ／ｍ２（リコー製）に変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２７１】
比較例１
　実施例２で指触乾燥を行わなかった以外は実施例２と同様にして印字した。
【０２７２】
比較例２
　実施例２で定着装置を熱ローラから赤外線ヒータ（ウシオ電機）に変えた以外は実施例
２と同様にして印字した。
【０２７３】
比較例３
　実施例２でインク付着量を２０ｇ／ｍ２とした以外は実施例２と同様にして印字した。
【０２７４】
比較例４
　実施例１のメディアをインクジェット用紙のクリスピア（エプソン製）に変えた以外は
実施例１と同様にして印字した。
【０２７５】
比較例５
　実施例１のメディアをインクジェット用紙のスーパーファイン紙（エプソン製）に変え
た以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２７６】
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比較例６
　実施例１のメディアを商業印刷用紙のミラーコートプラチナ１２７ｇ／ｍ２（王子製紙
）に変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２７７】
比較例７
　実施例２のプリンタをPixus iP4200(キヤノン)に変え、光沢紙きれいモードで印字した
後、実施例２と同様の後処理を行った。
【０２７８】
比較例８
　比較例７の用紙をＯＫ金藤+（王子製紙製）に変えた以外は実施例７と同様に印字した
。
【０２７９】
比較例９
　比較例７のメディアを商業印刷用紙のＳＡ金藤+１２７ｇ／ｍ２（王子製紙）に変えた
以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２８０】
比較例１０
　比較例７のメディアを商業印刷用紙のスーパーＭＩダル７０ｇ／ｍ２（日本製紙製）に
変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２８１】
比較例１１
　比較例７のメディアを商業印刷用紙のオーローラコート１００ｇ／ｍ２（日本製紙製）
に変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２８２】
比較例１２
　比較例７のメディアを商業印刷用紙のアルファマット８０ｇ／ｍ２（北越製紙製）に変
えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２８３】
比較例１３
　比較例７のメディアをジェルジェット用紙のリコービジネスコートグロス１００　１０
０ｇ／ｍ２（リコー製）に変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２８４】
比較例１４
　比較例７のメディアをインクジェット用紙のクリスピア（エプソン製）に変えた以外は
実施例１と同様にして印字した。
【０２８５】
比較例１５
　比較例７のメディアをインクジェット用紙のスーパーファイン紙（エプソン製）に変え
た以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２８６】
比較例１６
　比較例７のメディアを商業印刷用紙のミラーコートプラチナ１２７ｇ／ｍ２（王子製紙
）に変えた以外は実施例１と同様にして印字した。
【０２８７】
（評価項目とその測定方法）
＜動的走査吸液計による純水転移量の測定＞
　各記録用メディアについて、動的走査吸液計（Ｋ３５０シリーズＤ型、協和精工株式会
社製）を用いて、２５℃５０％ＲＨにて、純水の転移量を測定した。接触時間１００ｍｓ
及び接触時間４００ｍｓにおける転移量は、それぞれの接触時間の近隣の接触時間におけ
る転移量の測定値から補間により求めた。
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【０２８８】
＜画像濃度＞
実施例及び比較例のマゼンタべた画像部の光学濃度をX-Rite932にて測定し、下記基準に
より評価した。
〔評価基準〕
　　◎：マゼンタ画像濃度　１．６以上
　　○：マゼンタ画像濃度　１．３以上
　　△：マゼンタ画像濃度　１．０以上
　　×：マゼンタ画像濃度　１．０未満
【０２８９】
＜画像にじみ＞
　各画像プリントのグリーンべた画像部のビーディングと黄地中の黒文字のブリードの程
度を目視で観察し、下記基準により評価した。
〔評価基準〕
　　◎：ビーディング、ブリードの発生なく均一な印刷である。
　　○：かすかにビーディング、ブリードの発生が認められる。
　　△：明確にビーディング、ブリードの発生が認められる。
　　×：甚だしいビーディング、ブリードの発生が認められる。
【０２９０】
＜光沢感の評価＞
　各画像プリントの画像部の光沢感の程度を目視で観察し、下記基準により評価した。
〔評価基準〕
　　◎：高い光沢感がある。
　　○：光沢感がある。
　　×：光沢感が認められない。
【０２９１】
＜小滴バンディング＞
　小滴を使用してグレーのハーフトーンベタ画像を印字し、バンディング（スジ）の発生
状況を目視で評価した。
〔評価基準〕
　　○：バンディングがないか、ほとんど目立たず、均一な画像である。
　　×：バンディングが目立ち、均一性に劣る。
【０２９２】
＜画像乱れ＞
　定着ローラーによる処理を行なった後、排紙された画像において、目視にて細線のつぶ
れや画像の滲みが確認されたものは×、確認されなかったものを〇とした。
【０２９３】
＜画像オフセット＞
　画像をローラーで熱処理する際、画像からローラーへ色材転写が転写し、さらに転写し
た色材がメディアに再転写することによりオフセット画像が生じるか否かについて、目視
で判定した。オフセットが確認されたものについては×、確認されなかったものについて
は〇とした。
【０２９４】
＜定着＞
　定着処理を行なった画像を指で１０往復摩擦し、目視にて色材の剥がれやにじみが酷い
ものを×、軽度ににじみが発生したものを△、剥がれやにじみのないものを〇とした。
【０２９５】
＜ブリスター＞
　定着処理後にメディア上を目視で観察し、はっきりとブリスターが確認されたものを×
、極一部に微小なブリスターが確認されたものを△、全く確認されなかったものを〇とし
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【表３】

【産業上の利用可能性】
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【０２９７】
　本発明の記録方法は、一般の商業用印刷用の用紙に近い風合いの記録用メディア、もし
くは一般の商業・出版用紙のうち、条件を満たすものを用いて、いわゆる「切れ」の良い
、文字、画像の周辺部分にボケ、フェザリング、ブリードの生じない印字品位の優れた光
沢感のある記録画像を高速に提供することができ、インク記録物、インクジェット記録装
置及びインクジェット記録方法に好適に用いることができる。また得られた印字物は画像
の耐擦性に優れ、印字後すぐのハンドリングにも支障がない。
　本発明のインクジェット記録方法は、インクジェット記録方式による各種記録に適用す
ることができ、例えば、インクジェット記録用プリンタ、ファクシミリ装置、複写装置、
プリンタ／ファックス／コピア複合機、印刷機などに特に好適に適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０２９８】
【図１】本発明における総量規制処理の流れを示すフローチャートである。
【図２】従来における加熱定着方式の定着装置を示した図である。
【図３】従来における熱ローラ定着装置のヒータを示した図である。
【図４】熱ローラ定着装置の２本ヒータ方式のヒータを示した図である。
【図５】２本ヒータ方式のヒータと通紙幅との関係を示す図である。
【図６】本発明のインクカートリッジの一例を示す概略図である。
【図７】図６のインクカートリッジのケース（外装）も含めた概略図である。
【図８】インクジェット記録装置のインクカートリッジ装填部のカバーを開いた状態の斜
視説明図である。
【図９】インクジェット記録装置の全体構成を説明する概略構成図である
【図１０】本発明のインクジェットヘッドの一例を示す概略拡大図である。
【図１１】本発明のインクジェットヘッドの一例を示す要素拡大図である。
【図１２】本発明のインクジェットヘッドの一例を示す要部拡大断面図である。
【図１３】インクジェット記録装置と定着装置の全体構成を説明する概略構成図である。
【図１４】外付け定着装置の１例の全体構成を説明する概略構成図である。
【図１５】本発明により作成したインクジェットヘッドノズル板の断面図である。
【図１６】本発明により作成したインクジェットヘッドノズル板の別の断面図である。
【図１７】本発明により作成したインクジェットヘッドノズル板の更に別の断面図である
。
【図１８】本実施形態に係るディスペンサを用いた塗布により、シリコーン樹脂を塗布し
て撥インク膜を形成する構成を示す図である。
【図１９】本実施形態に係るニードル先端の塗布口の説明図である。
【図２０】本実施形態に係るディスペンサを用いた塗布動作を示す図である。
【図２１】インクジェットヘッドノズル板の別の断面図である。
【図２２】本発明のインクジェットヘッドの一実施例を示した図である。
【図２３】ノズル孔を加工する際に使用するエキシマレーザ加工機の構成を示した図であ
る。
【図２４】本発明のインクジェットヘッドの製造方法におけるノズル板製造工程を模式的
に示した図である。
【図２５】本発明におけるインクジェットヘッド製造方法によりインクジェットヘッドを
製造する際に使用する装置について概要を示す図である。
【図２６】記録素子列を示す図である。
【図２７】記録素子列を示す図である。
【図２８】記録素子列を示す図である。
【図２９】記録素子の組み合わせパターンの一例である。
【図３０】記録インク組み合わせテーブル（第１テーブル）の例である。
【図３１】本実施形態に係るインクジェット記録装置の構成を示すブロック図である。
【図３２】本実施形態に係るインクジェット記録装置における画像処理の流れを示すフロ
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ーチャートである。
【図３３】本実施形態に係る記録インク組み合せテーブル（第２テーブル）である。
【図３４】本実施形態に係る記録インク組み合せテーブル（第２テーブル）である。
【図３５】本実施形態に係る記録インク組み合せテーブル（第２テーブル）である。
【図３６】マルチ（４）パス記録方式を示した図である。
【図３７】本発明の定着温度制御装置の回路の１例を示す回路図である。
【図３８】その温度制御回路の一例を示す回路図である。
【図３９】そのタイミングチャートである。
【符号の説明】
【０２９９】
（図２～図４）
　　１　定着ローラ
　　２　加圧ローラ
　　３　発熱フィラメント
　　４　ヒータ
　　５　紙
　　６　温度検知手段
　　７　用紙
　　８　用紙
　　９　
　１０　発熱フィラメント
　１１　ヒータ
　１２　発熱フィラメント
　１３　ヒータ
　１４　発熱フィラメント
　１５　デュアルフィラメントヒータ
（図６、図７）
２００　インクカートリッジ
２４１　インク袋
２４２　インク注入口
２４３　インク排出口
２４４　カートリッジ外装
（図８、図９、図１０、図１３）
１０１　装置本体
１０２　給紙トレイ
１０３　排紙トレイ
１０４　インクカートリッジ装填部
１０５　操作部
１１１　上カバー
１１２　前面
１１５　前カバー
１３１　ガイドロッド
１３２　ステー
１３３　キャリッジ
１３４　記録ヘッド
１３５　サブタンク
１４１　用紙載置部
１４２　用紙
１４３　給紙コロ
１４４　分離パッド
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１４５　ガイド
１５１　搬送ベルト
１５２　カウンタローラ
１５３　搬送ガイド
１５５　加圧コロ
１５６　帯電ローラ
１５７　搬送ローラ
１５８　デンションローラ
１６１　ガイド部材
１７１　分離爪
１７２　排紙ローラ
１７３　排紙コロ
１８１　両面給紙ユニット
１８２　手差し給紙部
２０１　インクカートリッジ
２０２　定着装置
２０３　指触乾燥装置
（図１１、図１２）
　　１ｂ　共通液室
　　２ａ　液体抵抗部
　　２ｂ　加圧液室
　　２ｃ　連通口
　　２ｄ　隔壁
　　３ａ　ノズル
　　５ｆ　駆動部
　　５ｇ　支持部
　　６ａ　凸部
　　６ｂ　ダイヤフラム
　　６ｃ　インク流入口
　１０　フレーム
　２０　流路板
　３０　ノズルプレート
　４０　ベース
　５０　積層圧電素子
　６０　振動板
　７０　接着層
（図１５～図２１）
　　１　撥インク膜
　　１’　撥インク膜
　　１ａ　撥インク膜
　　２　ノズル板
　　３　インク
　　４　ディスペンサ
　　５　ニードル
　　６　気体
　　ｄ　開口部分近傍以外における厚み
　　ｒ　曲率半径
　　θ　ノズル板平面からの角度
　　Ｐ　メニスカス
　　Ｑ　メニスカス
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（図２２、図２４）
　４３　ノズル板
　４４　ノズル孔
１２１　樹脂部材
１２２　薄膜層
１２３　フッ素系撥水層
１２４　粘着テープ
１２５　高剛性部材
１２６　熱可塑性接着剤
１２７　ノズル連通口
（図２３）
　８１　レーザ発振器
　８２　エキシマレーザビーム
　８３、８５、８８　ミラー
　８４　ビームエキスパンダ
　８６　マスク
　８７　フィールドレンズ
　８９　結像光学系
　９０　加工テーブル
　９１　加工物（ノズルプレート）
（図２５）
２００　装置
２０１　ドラム
２０２　Ｓｉスパッタ
２０３　Ｏ２イオンガン
２０４　Ｎｂスパッタ
２０５　オプツール蒸着
（図３１）
　　１　画像入力部
　　２　操作部
　　３　中央制御部（ＣＰＵ）
　　４　記録メディア
　　４ａ　記録素子組合せ情報
　　４ｂ　各種制御プログラム群
　　５　ＲＡＭ
　　６　画像処理部
　　７　プリンタ制御部
　　８　バス部（バスライン）
（図３６）
　　６－ａ　記録ヘッド
　　６－ｂ　記録ヘッド
　　６－ｃ　記録ヘッド
　　６－ｄ　記録ヘッド
（図３７～図３９）
　　２０　部分発熱フィラメントのヒータ
　　２１　全長発熱フィラメントのヒータ
　　SSR1　リレー
　　SSR2　リレー
　　２２　温度制御回路
　　２３　温度センサ
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　　Ref　設定温度信号
　　２４　コンパレータ
　　AND1　アンドゲート
　　AND2　アンドゲート
　　２５　タイマー
　　Ｔ１　通電可能タイミング
　　Ｔ２　通電可能タイミング

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】 【図１７】
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【図１８】

【図１９】

【図２０】

【図２１】

【図２２】

【図２３】

【図２４】
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【図２５】

【図２６】

【図２７】

【図２８】 【図２９】
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【図３０】 【図３１】

【図３２】 【図３３】
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【図３４】 【図３５】

【図３６】

【図３７】

【図３８】

【図３９】
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